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2007 年 6 月の「経済財政改革の基本方針 2007」では、「教育再生会議第二次報告」を受け、教育の質
の保証、国際化・多様化を通じた大学改革、世界トップレベルを目指す大学院教育の改革等、大学・大
学院改革の基本的方向が示されるに至った。 
これを受けて、総合科学技術会議では 2007 年 11 月に、「大学・大学院の研究システム改革～研究に
関する国際競争力を高めるために～」として、我が国の大学・大学院の研究システム上の課題を人材の
国際的な循環からの疎外されていることとし、研究人材育成の改革、国際的に魅力ある研究環境基盤の































































2005 年 9 月 5 日に中央教育審議会は「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築
に向けて」を答申している。 
答申ではまず基本的な考え方として、大学院は学校教育法に基づく「教育機関」であることを述べた上

































































































2007 年 6 月 19 日に閣議決定された「経済財政改革の基本方針 2007～「美しい国」へのシナリオ～」
では、「イノベーションの加速」の中で大学・大学院改革を取り上げ、「教育再生会議第二次報告」に基づ


















・学部 3 年修了時から大学院に進学する早期卒業制度を活用するとともに、博士前期課程 3




































2007 年 11 月 28 日の総合科学技術会議では、有識者議員から「大学・大学院の研究システム改革～














ねらい 方策 教育に関連した主な内容 
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計 4 回の委員会を開催し、委員の皆様からアドバイスを頂いた。 
 
[プロジェクト委員会] 
委員長 井原 聰  東北大学 国際高等研究教育機構 国際高等研究教育院長 
  伊澤 達夫 東京工業大学 理事/副学長 研究担当 
  小林 信一 筑波大学ビジネス科学研究科 教授 
  高橋 淑子 奈良先端科学技術大学院大学 バイオサイエンス研究科 教授 
  武藤 誠  京都大学 大学院医学研究科 教授 
  塚原 修一 国立教育政策研究所 高等教育研究部 部長 
  堀井 秀之 東京大学大学院工学系研究科 教授 
  覧具 博義 東京農工大学 名誉教授 
 
第1-7図表 「大学・大学院の教育調査プロジェクト委員会」実施概要 
回 日付 実施概要 
第 1 回 2008 年 




第 2 回 2008 年 





第 3 回 2008 年 






第 4 回 2009 年 











(1) 第 1 章 調査の背景 
本調査の目的と背景および報告書全体の構成を示す。 
(2) 第 2 章 調査対象国・大学の大学院の概要 
本調査では我が国の研究大学の理工系大学院教育を検討するために国際比較を行っているが、その
調査対象国と調査対象大学についての概要について、公開情報を整理し比較分析する。 
第 2 章第 1 節は、調査対象国の大学院制度・施策について整理し、日本の施策から抽出した主要な
論点に基づき各国の施策を比較分析する。 
第 2 章第 2 節では、調査対象 5 ヶ国の大学院について、入口、プロセス、出口の状況を公開情報から
整理し比較分析する。 





第 3 章第 2 節国内調査の概要では、国内 10 大学の理工系大学院を訪問し、(1)副学長（教育担当）、
および理工系の(2)研究科長、(3)現場教員（海外大学勤務経験者）に対してインタビュー調査を行った結
果を整理する。 
第 3 章第 3 節米国調査の概要では、米国の 2 大学院を訪問し、研究科長、現場教員に対してインタビ





第 3 章第 4 節英国調査の概要では、英国 2 大学と関係省庁を訪問し、副学長、研究科長、現場教員
等に対してインタビュー調査を行った結果を整理する。現場教員については米国調査同様、当該大学に
所属する日本人教員を対象としている。 
第 3 章第 5 節国際比較調査のまとめでは、国内調査、米国調査、英国調査の結果を比較する。 
(4) 第 4 章 カリキュラムの日米比較 
理工学分野の中から、特定の産業とのつながりの強さ（進路の多様性）、カリキュラムの成熟度（カリキ
ュラムの多様性）の 2 つに着目して、異なる特徴を持つ代表例として物理学、機械工学、バイオエンジニ




(5) 第 5 章 調査結果の分析 
以上述べた調査結果をもとに、我が国の研究大学の理工系大学院教育に関する論点を、「質の高い
大学院生確保」、「大学院教育の改善」に関する項目に整理し、考察を行う。 








































60.6 39,207 14% 










48.5 18,164 26% 


















り、英国では博士（Ph.D.）の学位取得までに要する年数が 5～6 年と短い。 
第2-2図表 各国の大学院の修業年限および在学年齢 
 通常の在学年齢 
 大学（学部） 大学院 
日本 18～21 22～ 
米国 18～ （記載なし） 
英国 18～20 21～ 
中国 19～22 23～ 























出典：文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。韓国は江原武一他「大学院の改革」2004 年 7 月より作成。 
 
                                              






















































出典： 米国・中国以外は文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年度版より作成。 


































出典： 韓国以外は文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。 



























































出典： 韓国以外は文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。 












中国の修士課程では、一般に授業時間は全学習時間の 2 分の 1 以上、研究・学位論文執筆は 4 分の
1 以上とされている。博士課程では、研究と学位論文が中心となる。 
























出典： 韓国以外は文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。 







韓国は、例えば 100 位内など上位ランキングに入る大学が少ない。 
 
第2-13図表 世界大学ランキングにみる各国大学のシェア 
100位までのうち 200位までのうち 100位までのうち 200位までのうち
日本 4% 5% 6% 4%
米国 37% 28% 53% 44%
英国 19% 16% 11% 11%
中国 3% 3% 0% 0%
韓国 1% 1% 0% 0%
World Universities Ranking 2007 Academic Ranking of World University 2007
 
出典： THES ウェブサイト（http://www.timeshighereducation.co.uk/hybrid.asp?typeCode=144） 

















大区分 小区分 1998 2008 増減
学士 2,428,269 2,520,593 4%
理学 85,753 82,637 -4%
工学 472,252 410,683 -13%
修士 123,255人 165,422人 34%
理学 12,117人 13,736人 13%
工学 51,951人 65,277人 26%
博士 55,646人 74,231人 33%
理学 6,123人 5,313人 -13%
工学 11,170人 13,755人 23%
（全体） 19,970人 32,028人 60%
理学 1,053人 971人 -8%
工学 5,503人 7,945人 44%
（全体） 416,990人 514,247人 23%
うち本務者 144,310人 169,914人 18%
（全体） 176,105人 200,630人 14%













代に入り大学院重点化とともに大きく増加した。18 歳人口が 1992 年をピークに減少する中で、1990 年代
後半も入学者数が増加していたことは、その間の大学院進学率の増加が著しかったことを示している。 
しかし2000年以降、その伸びは停滞しており、特に修士が横ばいにも関わらず博士課程が減少してい
る。2014 年以降、約 10 年間は 22 歳から 24 歳人口の和がおおよそ一定を保つものの、その後は、大きく
減少することが予測されており、現状の進学率のままであると仮定した場合、今後は、社会人や留学生を
受入れなければ、大学院への入学者が大きく減少する可能性が高い。 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は半数以上の大学が既に実施している。しかし、TA に採用されている学生の割合は博士課程で約 2 割、
修士課程で約 3 割に留まっており、RA に採用されている学生の割合は博士課程においても 2 割に満た












第2-32図表 RA・TA 採用学生数の割合（2006 年度課程別実績） 
 
出典：文部科学省「大学院活動状況調査」2007 年度 


























































































































































































理工学分野（Natural sciences and engineering）の博士号取得者の推移を各国間で比較した結果を次
に示す。日本の理工学分野の博士号取得者数は英国と同程度、韓国の約 2 倍であるが、米国との差は 2
倍以上に開いており、2000 年以降その差は拡大しつつある。また中国の伸びが著しく、2000 年に入り日
本を上回る博士号取得者を輩出し 2004 年には倍近くの規模となっている。 
 





















































学士(04) 修士(04) 博士(04) 学士(05) 修士(05) 博士(05) 学士(07) 修士(05) 博士(05)
アメリカ イギリス 日本
 










































学士(04) 修士(04) 博士(04) 学士(05) 修士(05) 博士(05) 学士(07) 修士(05) 博士(05)
アメリカ イギリス 日本
 





レベルでは更に米国（8.4 倍）、英国（5.4 倍）との格差が拡大する。（第 2-41図表） 
各国の大学院在学者数と留学生受入数（大学院）を比較すると、英国が大学院在学者数の割に多くの
留学生を受入れている（大学院留学者受入数÷大学院在学者数が 0.70）一方、中国は大学院在学者数
の割に留学生の受入れが少ない（同 0.01）。（第 2-42図表） 
各国の専攻分野別留学生（学部、大学院、その他を含む）を見ると、国毎に分野の定義が異なるので
限界はあるが、米英ともに経営学、工学（エンジニアリング）が上位 2 分野となっている。一方、中国、韓国、


















出典：外務省広報文化交流部人物交流室「主要国における留学生受入れ政策」平成 20 年 5 月より作成 
第2-41図表 各国の留学生受入れ数 
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1位 経営学 経営学 文科 語学 社会科学
2位 エンジニアリング 工学 医科 理工系 人文科学
3位 物理・生命科学 社会学、法学、経済学 経済 自然科学系 工学
4位 社会科学 コンピュータ科学 管理 人文社会系 芸術
5位 数学、コンピュータ科学 語学 工科 芸術・体育系 教育  
出典：第 2-41図と同じ 
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2 しかし 2004/5 年度になると高額な授業料・生活費、ボローニャ宣言による英国学位の優位性の低下等により留学生数が伸び悩んでい





大学院生に占める留学生の割合をみると、理学・工学分野の留学生比率（それぞれ 2007 年度で 5.1%、
9.7%）は大学院全体の留学生比率（同年度で 13.1%）を下回っている。他分野と比較すれば理学・工学分
野の大学院生は国内学生の比率が依然高い。ただし留学生を除いた大学院生の数を見ると、理学・工













































































































































































全体(留学生以外) 工学(留学生以外) 理学(留学生以外)  
















英国の国内学生による博士号取得者の 1994 年から 10 年間の推移を見ると、自然科学（物理・化学・
工学・技術）分野の博士号取得者は増加しておらず、英国大学の博士号取得者に占める自然科学分野


















は 47.8%、農学では 34.5%と他分野に比べてポストドクターになる比率が高い。工学は 21.9%と全分野とほ
ぼ同水準である。 
このうち、ポストドクター以外の職業に就いた者では、大学・公的研究機関や小中高等学校などの教育









































（注）満期退学者を含まない 2005 年の修了者が対象。分野、職業のどちらかが不明なデータを除いている。 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」より作成 
















第2-51図表 日本の博士課程修了者の進路（2005 年修了者ポストドクター以外の就職者の所属別） 
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z 米国 
米国では、National Science Foundation（NSF）が博士号取得者の進路予定を調査(2005 年)している。
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出典：NORC「Doctorate Recipients from United States Universities Summary Report 2005」より作成 



















































Employment sector in the U.S.
Educational Institution Industry/business Government
Nonprofit Other & unknown
 
出典：NORC「Doctorate Recipients from United States Universities Summary Report 2005」より作成 
第2-53図表 米国の博士号取得者の所属（2005 年、米国内） 
                                              






学分野（Biological sciences）でその比率が 36%と高くなっている。次いで物理科学・工学分野（Physical 





















出典：The UK GRAD Programme「What PhD Do? Trend」 















































Employment sector in the U.S.
Education Finance, business and IT Health and social work
Manufacturing Public Administration Other sectors
 
”Education"には、初等中等、高等、社会人教育等を含む。 
出典：The UK GRAD Programme「What PhD Do? Trend」 

























育成事業」「先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム」がある。（第 2-56図表） 
                                              
4 出典：李星鎬「韓国の高等教育（アジアの高等教育改革、6 章）」2006 年 9 月より 




































NSF の Discovery Corps Fellowship Program(DCF)8がある。これは、科学技術を社会のために生かす新し
い活動（いわゆるアカミデア活動以外）について所属先やプログラムの内容を申請者自身が決めることに
特徴がある。 
                                              
6  出典：小山田和仁「海外における科学技術人材に関わる課題と取り組み（科学技術振興調整費『研究者のノンアカデミック・キャリアパ
ス』）」 
7  例えば、NSF による大学院教育支援は以下のＵＲＬを参照されたい。 
http://www.nsf.gov/funding/education.jsp?fund_type=2 



















（the product of multiple owners and stakeholders）」と位置付け、大学の専有物としての博士課程という観
点を排斥した点において11、以後の議論の方向性を定めた。 





ものとして興味深いのは、The Woodrow Wilson National Fellowship Foundation が主として助成を行う
The Responsive PhD（2000-2006）である。2005 年度 20 の大学が参加する同プロジェクトでは、博士課程




トは、「専攻分野の管理人（steward of the discipline）」としてアカデミック・キャリアを歩む院生の育成を念
頭に置いた「Carnegie Initiative on the Doctorate (CID: 2002-)」とは好対照をなす13。 
The Responsive PhD では加盟諸大学が実施するワークショップ、インターンシップ、アワードなどの取り
組みの比較評価を行い、それぞれの支援の取り組みについて評価に値する点を相互に参照しあう機会
を与えた14。ただし、プロジェクトの財源を提供した The Woodrow Wilson National Foundation 自身がそれ
らの取り組みに対して財政上助成を行うことはなく、支援プログラムは各大学が独自財源で行っていた。 
 
                                              
9 出典：http://www.grad.washington.edu/envision/ 
10 出典：http://www.grad.washington.edu/envision/project_resources/national_recommend.html 
11 出典：http://www.grad.washington.edu/envision/PDF/Change.pdf (November/ December 2002) 
12 出典：The Woodrow Wilson National Fellowship Foundation, The Responsive Ph. D.: Innovations in U. S. Doctoral Education (2005 
September). (http://www.woodrow.org/images/pdf/resphd/ResponsivePhD_overview.pdf) 
13 出典：http://www.carnegiefoundation.org/files/assets/CID_Project_Overview.pdf 
14 出典：The Responsive PhD, pp. 29-76. 
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（c） PFF（Preparing Future Faculty Program）15 
同プログラムは 1993 年、AAC&U（American Colleges and Universities）と CGS（Council of Graduates）
がジョイント・プログラムとして立ち上げたもので、NSF（National Science Foundation）、The Pew 










階で参加した高等教育機関は、「cluster」が 76 大学、「partner」が 325 大学（4 年制大学に加え、カレッジ
等を含む）にのぼる。また、理工系専攻分野別の参加状況は以下の通りである。 
第2-58図表 PFF プログラムへの参加機関（2003 年） 
 








                                              














(Joint Statement of the UK Research Councils’ Training Requirements for Research Students)18。 
共同声明中では、当該のスキルを以下の 7 分野に区分している。 
 A) Research Skills and Techniques 
 B) Research Environment 
 C) Research Management 
 D) Personal Effectiveness 
 E) Communication Skills 
 F) Networking and Team working 
 G) Career Management 
加えて、声明はこれらのスキルを明確な形で学生に教授する、もしくは学生に身につけさせる







それに先立ち、2002 年に発表された通称「ロバーツ報告書(SET for Success)」では、博士課程中の訓
練要素(training elements)、特に「転用可能なスキル(transferable skills)」の訓練に向け、博士課程の院生
が毎年最低 2 週間を訓練に費やすことができるだけの経済支援の枠組みを整えることを Higher 
Education Funding Council for England（HEFCE）及びリサーチカウンシルに対し推奨している20。同報
告書の意義は、単に高等教育機関に対しスキル形成の環境整備を促すに留まらず、具体的な予算枠の
                                              
16 出典：Chris Park, Redefining the Doctorate, York 2007, p. 38. The Higher Education Academy Discussion Paper; HEFCE 
（http://www.heacademy.ac.uk/assets/York/documents/ourwork/research/redefining_the_doctorate.pdf） 
17 出典：HEFCE, Improving Standards in Postgraduate Research Degree Programmes: Formal Consultation, p.3. HEFCE Publications 
2003/23. （http://www.hefce.ac.uk/pubs/hefce/2003/03_23.htm） 
18 出典：http://www.grad.ac.uk/downloads/documents/general/Joint%20Skills%20Statement.pdf 
19 出典：QAA, Code of Practice for the Assurance of Academic Quality and Standards in Higher Education, Section 1: Postgraduate 
Research Programmes, p. 20. 2nd ed. n.p., 2004. 
（http://www.qaa.ac.uk/academicinfrastructure/codeOfPractice/section1/postgrad2004.pdf） 
20 出典：Gareth Roberts, SET for Success: The supply of people with science, technology, engineering and mathematics skills, p. 124, 





ても実施している。計画が最初に実施された 2003 年より 2006 年間までの 4 年間で、この題目で政府より

























2008 年に 5 ヵ年計画としての UK GRAD プログラムは終了したものの、ロバーツ報告書を受けてのスキ
ル訓練の実施推進、および博士課程院生を含む若手研究者のキャリア形成支援の枠組みは、UKHERD
（UK Higher Education Researcher Development）と統合する形で Vitae へと継承された。Vitae は
UKGRAD 同様に各リサーチカウンシルの助成を主財源とする組織である。英国におけるキャリア形成全
般に関与する組織 CRAC（The Career Development Organization）が Vitae の運営にあたっては主体的
な役割を果たし、高等教育機関と連携して、若手研究者のキャリア形成機会の継続的提供を目指してい
る23。 
また、2008 年 9 月に発表されたリサーチカウンシルの予算配分計画案では、少なくとも今後 4 年間





少なくとも国家規模の施策は現在行われていない。ただし、2006 年 7 月に Peter Warray を座長とする研
究グループがまとめた提言書『Increasing the Economic Impact of Research Councils』では、研究成果よ
りも高等学位保持者の産業界への流入をむしろ Knowledge Transfer にあたり重要視し、起業訓練機会の
提供を促進すべしとの提言が含まれている26。 
 
第2-61図表 「Transferable skills」育成プログラムの例 













する少人数指導形式が徹底されている（20 人の場合、5 人ずつのクラスが 4 つで構成）。 
 
出典：http://www.vitae.ac.uk/dop/740.html 
                                              
23 出典：http://www.vitae.ac.uk 
24 出典：http://www.rcuk.ac.uk/cmsweb/downloads/rcuk/publications/2008deliveryplan.pdf 









呼称される27。2006 年度について 216 百万ポンドを数えるこの EPSRC のグラントの、実際の使途を訓練プ
ログラム別に示したものが以下のグラフである。 
 















出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres, p.3. 
第2-62図表 Collaborative Training Award(CTA)の費用内訳 
 
                                              




z KTP（Knowledge Transfer Program） 
産学連携モデルを応用し、大学から社会・産業への技術移転を行う引き替えに大学院生訓練コストの
一部の負担を企業側に求めるシステムの先駆的存在と位置付けられるのが KTP である。同プログラムの
開始は、Science Research Council および The Department of Industry が Teaching Company Scheme とし
て発足させた 1975 年にまで溯る（2003 年に KTP として改称）28。 
具体的なシステムとしては、1-3 年間の期間、年に 18,000-25,000 ポンド程度の俸給でパートナー企業
が大学院生を雇用し、雇用された大学院生が KTP Associate として企業が抱える特定のプロジェクトの問
題解決に当たる。大学院生には同時に、一定の範囲内で自身の学位取得に向けた研究を行う時間（及
び場合によっては将来の就職先）が保証される29。2005 年以降、産業界パートナー（企業）と大学の間に
取り交わされた契約は毎年約 1000 程度、契約に基づき雇用された院生などの KT Associate の数も同様
に約 1000 名を数える30。 
 
第2-63図表 KTP の概要 
 




ばケンブリッジ大学の Institute for Manufacturing はイングランド中東部のベドフォードシャー、ケンブリッ
ジシャー、エセックス、ハートフォードシャー、ノーフォーク、サフォーク州の企業との連携を重視している
31。 
                                              
28 出典：Laurence Legg & Phil. Holifield, “The UK Knowledge Transfer Partnership Programme,” The 2nd International Conference on 
Business & Technology Transfer, December 3-5, 2004 Preston UK, p. 2; 後藤明・リー＝ウールガー「理工系大学における産学官協力
―イギリスのケース」［『RIETI Policy Discussion Paper Series 05-P-002』，11 頁］． 
(http://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/05050008.html) 
29 出典：http://www.ktponline.oeg.uk/faqs/fars.aspx 





z EngD（Engineering Doctor） 
専門職博士課程（Professional Doctorate）の一類型として位置付けられる EngD（Engineering Doctor）
のシステムは1992年に溯る32。同博士課程はフルタイムのコースでありながら、産業界のキャリアを志向す




1992 年の制度発足以降 2007 年春までで同制度を利用して EngD を取得した修了者数はのべ 1,230
名、提携企業数は 510 を数える34。また、特別な認可を受けた大学でのみ EngD 課程に Research 
Engineers を受入れることができるが、認可を受けた大学の数は 1992 年当時の 3 大学から、2007 年時点
で 28 大学にまで増加している。2007 年度の同制度の評価報告書中は、EngD による産学連携システムを




z CASE（Collaborative Awards in Engineering and Science） 
CASE と呼ばれる奨学金プログラムでは、大学と企業双方の指導（教）員の下で博士課程（Ph.D.）院生
が研究を行い、学位を取得する36。その際のコストは、リサーチカウンシルが大部分を負担するものの、企










る。2009 年度について、リサーチカウンシルは 3 年間分の奨学金（もしくはアワード）として学生 1 人当たり
65,294 ポンド、40 人分の予算枠を用意している39。 
 
                                              
32 出典：Park, “New Variant PhD,” pp. 200-201. 
33 出典：ESPRC, The EPSRC Engineering Doctorate Scheme: Best Practice for Centres, Sponsoring Organisations, Supervisors and 
Research Engineers. (July 2002)  
(http://www.epsrc.ac.uk/CMSWeb/Downloads/Other/EngDGoodPracticeGuidelines.doc) 
34 出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres (March 2007), p.1. 
35 出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres (March 2007), p.13 
36 出典：後藤・ウールガー「理工系人材における産学官協力」，13-14 頁． 
37 出典：EPSRC, “Completing the ESRC Case Student Proposal 1+3 and +3 Competition 2009,” p.5. 
(http://www.esrcsocietytoday.ac.uk/ESRCInfoCentre/Images/Je-s%2520guidance%2520notes%252009%2520-%2520Proposals_tcm6-28
016.pdf) 
38 出典：「英国工学物理研究会議（EPSRC）戦略プランの発表」 (http://www.jsps.go.jp/j-news/data/kaigai03/55.pdf) 












「ポスドク研究工作ステーション」に分けられるが、2005 年 10 月時点で、前者が 1363 箇所、後者が 1018














                                              
40 出典：科学技術振興機構「科学技術・イノベーション動向報告～中国編～」2008 年 4 月 15 日より 
41 出典：小山田和仁「海外における科学技術人材に関わる課題と取り組み（「科学技術振興調整費政策提言： 研究者のノンアカデミック・




（a） 大学のリストラクチャリング（Restructuring the Higher Education Sector） 
2008 年現在、韓国の大学（Junior Colleges 含む）進学率は 83.8%に達しているが、政府は、大学生、及
び卒業生の質が伴っていないと認識している。量的な面では、2012 年をピークとして大学への入学年齢
人口が頭打ち（69 万人）となり、大学入学枠が高校卒業者数を 2016 年に上回ると推定されている。その
結果、大学の財政悪化、競争の激化が予想されるが、この問題に対応すべく、2004 年以降、政府は大学
間の M&A を解禁し、特に教員養成大学の合併を促進する一方、国立大学の法人化を推し進めている。 
 
（b） 大学への公的支出の拡大（More Financial Investment in Higher Education） 
高等教育機関に対する韓国の公的支出は GDP 比 0.6%と OECD 加盟国平均 1.1%の約半分にとどまっ
ている。政府は、少なくとも前年度よりも多くの額を高等教育機関に支出するよう努力する旨を表明してお
り、2009 年度予算案では、高等教育予算として 5 兆 2,393 億ウォンを要求しており、これは 2008 年度予
算（4 兆 5,912 ウォン）から 14.2%の増額となる。あわせて、政府は現在、重点投資領域を定め、中～長期
的に高等教育予算を増額する計画を立案中である。 
 
（c） フォーミュラ方式の予算配分（Formula Grants for Enhanced Higher Education Capacity） 
政府が大学を研究機関として扱うため、大学の教育機関としての役割が軽視され、また、労働力として
十分な教育を受けた卒業生を輩出していない、という批判が頻繁になされてきた。 





2008 年度は 64 の大学に対し、500 億ウォンが支給された。2009 年度には、政府は予算を 2,649 億ウ
ォンに拡大すると同時に、支給大学の数を増やすことを計画している。 
 




政府に代わり、(Major) Higher Education Associations、及び Educational Cooperation Committees に
上述の事柄に関して自主的な監督権が与えられる傾向が強まっている。 
 
（e） Higher Education Information Disclosure; Evaluation & Accreditation 
 
z 情報公開システム（Information Disclosure System） 
2008 年 12 月より、韓国政府は高等教育機関に対し、政府が定めた 13 カテゴリー、55 項目についての
                                              









z 大学評価・認証システム（Higher Education Evaluation & Accreditation System） 





（f） Nurturing World Class Research-Oriented Universities (WCU Project) 




to spearhead national development）ものであることが条件となる。トップレベル研究者の招聘により、韓国
の大学を世界的な競争力を有する研究大学に脱皮させることを意図している。 
 
（g） Incentive Support for Graduate-Level Research (BK 21 Project) 
1999 年より発足した「The Brain Korea 21 Project」は、研究インフラ整備と同時に大学院レベルでの教
育強化を目的としたものである。政府がいくつかの重点領域を指定し、優れた大学院（修士・博士・ポスト
ドクターレベル）に対し競争的に資金配分を行う。 
第一期（1999-2005 年）では、計 1.3 兆ウォンが 564 のプロジェクトに配分された。第一期の実施成果が
高く評価されたことから、第二期（2006-12 年）は、重点領域を 3 つ（具体的な専攻領域不明）に限定した
上で、予算を計 2 兆ウォンに増額している。その中で、特に次世代の研究開発を担う優秀な博士課程学
生への経済的支援を拡充しており、予算の 7～8 割を若手研究者と博士課程学生の支援に充てることを
要求に盛り込んでいる。この第 2 期 BK21 Project では、20,000 人の博士課程学生が経済支援の対象と
なっているが、これは韓国の全博士課程学生の 17%に相当する。また、大学院生とあわせ 3,000 人の若手
研究者支援プログラムも含まれる。 
年次毎に研究実施状況を評価し、それに基づき予算が再配分されることも BK21 Project の特徴である。









より「留学生 30 万人計画」を 2008 年に策定している。「留学生 30 万人計画」は、日本を世界により開かれ
た国とし、アジア、世界の間のヒト・モノ・カネ、情報の流れを拡大する「グローバル戦略」を展開する一環











高等教育局（ECA）は、年間 50 万人を超える外国人留学生の国内経済効果は年間 130 億ドルであり、10
万人の雇用効果をもたらす、としている。IIE44は 2007 年の年次報告書で、「外国人留学生が米国経済に











教育情報センター（Education USA）を設置し、年間に 500 万件の問い合わせに応じている）を行っている。





                                              
43 出典：http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/07/08080109.htm 




























2006 年 4 月にブレア首相（当時）が、英国が国際教育のリーダーとしての地位を維持していくため、5
年間で留学生数を更に 10 万人増やす目標を発表した。 
 
z 留学生受入にあたっての重点国・地域 












                                              





チーヴニング奨学金プログラムがある（数字は 2005 年度） 
 
対象者数  1,201 名 
対象国  134 カ国（アジア・太平洋が約 3 割、EU が 2 割弱） 
予算額  35.4 百万ポンド（政府支出 29.5 百万ポンド、高等教育機関負担 5.9 百万ポンド） 
その他 参加者は、英国の大学の修士課程、集中コース、特別プログラムに主に参加。 
 




























                                              
46 出典：Communiqué of the Conference of Ministers responsible for Higher Education in Berlin, “Realising the European Higher 
Education Area [Sep. 19, 2003],”pp. 3-4. 
（http://www.bologna-bergen2005.no/Docs/00-Main_doc/030919Berlin_Communique.PDF） 
47 出典：Eurydice, Focus on the Structure of Higher Education in Europe 2006/07: National Trends in the Bologna Process, Bruxelles 
2007  






博士課程への逆風として作用している。例えば、ヨーロッパ 46 カ国の大学を構成員とする EUA（European 
University Association：欧州大学連盟）は、2005 年 2 月のザルツブルク会議で博士課程に関する 10 大
提言をまとめているが、その第一原則の中で博士課程の主要要素を「オリジナルな研究に基づき知識を
深めること(The advancement of knowledge through original research)」と定めつつも、アカデミアより広い
労働市場とのマッチングを意識すべき、との意見を表明している49。 
1990 年代以降、博士課程のあり方が多様化する中で、2001 年に 10 の大学が試験的に開始した「新
（一貫制）博士課程」New Route/ Integrated PhD Course は、特に上述の流れを意識したものとされる50。



























                                              
49 出典：http://www.eua.be/eua/jsp/en/upload/Salzburg_Conclusions.1108990538850.pdf 
50 出典：Park, “New Variant PhD: The Changing Nature of the Doctorate in UK,” Journal of Higher Education Policy and Management 




2007 年から 5 年計画で毎年 5,000 人規模の大学院生を政府派遣留学生として国外大学の大学院へ
派遣するプロジェクトを実施している。渡航費と毎月 1,000 ドルの給付を行っており、2007 年は 3,952 人を
派遣している。  
また、自費留学生を奨励すべく、2003 年から「国家優秀自費留学生奨学金」プログラムを実施している。























z 韓国留学広告強化：留学フェアー開催、留学案内 HP 構築、留学案内資料作成  
z 大学の留学生受入れ環境の改善：多くの大学が教員採用において「英語で授業ができること
を」資格要件とする等、大学の国際化の推進 












語研修プログラムを開設する場合、学校毎に 4～5,000 万ウォンを支援する大学特化事業支援はある。 
（c） 留学生の送り出し政策 

































       出典：外務省広報文化交流部人物交流室「主要国における留学生受入れ政策」平成 20 年 5 月および「主要国・地域における留学生受入れ政策」2004 年 8 月より作成 





























































●J. William Fulbright Foreign Scholarship Board（フルブライト理事会）：
フルブライト・プログラム等の連邦政府奨学金の監督を行う機関（連邦議会により
設置され、メンバーは大統領により任命される）。




















































































































出典：科学技術・学術審議会人材委員会第 43 回資料 
第2-66図表 博士後期課程在籍者への経済的支援（人数） 
                                              





















集"Survey of Earned Doctorates(SED)"によると、博士課程学生に対する経済的支援を調査した結果、在
学中におけるもっとも主要な財源は工学（Engineering）や物理科学（Physical Science）であれば Research 
assistantships/traineeships であることがわかる。（第 2-68図表） 
 
Primary source of support and broad field of study









Research assistantships/traineeships Teaching assistantships Fellowships/dissertation grants







以下では The National Postsecondary Student Survey（NPSAS）の第 4 回調査53に基づき米国における
博士課程学生への経済的支援の傾向を分析する。 










理工学分野では 95%以上が何らかの経済支援を受けている。特に Tuition Waivers を含む Grants を得
ている者（Life and Physical Sciences 79.0%; Engineering 77.4%）、Assistantships により支援を受けている




（注） Grants には tuition waivers が含まれる。同様に Loan には Stafford loans が、Assistantship には Work study が含まれる。 
出典：Susan Choy & Emily Cataldi: Student Financing of Graduate and First-Professional Education: 2003-04, pp. 71f.を一部加工 
 
                                              
53 1986-7 年に NCES によりはじめて実施され、現在詳細な結果が刊行されているものは 2003/04 年に実施された第 4 回調査が最新であ
る。2008 年秋に第 5 回調査が行われたが、結果がまだ明らかとなっていない。なお、同回の調査で有効と判断された博士課程学生の
回答数は 10,890、有効回答率は 91%となっている 。（出典：Susan Choy & Emily Cataldi, Student Financing of Graduate and 







の、Grants や Assistantships、Tuition Waivers 等の支援額は国内学生を上回っている。 
 
z 理工学分野 
理工学分野は他分野と比較して多額の経済支援を受けている（Life and Physical Sciences $27,300; 
Engineering $26,000 ） が Grants （ Life and Physical Sciences $15,400; Engineering $14,900 ） や

















理工学分野は、連邦政府から直接支援を受ける学生が少ない（Life and Physical Sciences 20.7%; 
Engineering 14.3%）代わりに、大学（Institutional）から経済支援を受け取る学生が多い（Life and Physical 





出典：Susan Choy & Emily Cataldi: Student Financing of Graduate and First-Professional Education: 2003-04, pp. 107-09.より一部加工 
















z NSF（National Science Foundation） 
z NIH（National Institutes of Health） 
z DOE（Department of Education） 
z DOS（Department of State） 
z EPA（Environmental Protection Agency） 
z DOD（Department of Defense） 
 
2006 年に米国大学院評議会（Council of Graduate Studies）が上下院に提出した政策提言書には米
国の大学院が得ている連邦政府からの助成額が記載されているが、この表を見る限りにおいて、理工学
分野の大学院にとって大きな財源は NIH である。 
 









z GRF（Graduate Research Fellowships） 
博士課程学生を対象とした奨学金として$124,760,000（1 人当たり約$40,860）を要求している。この結
果、リサーチ・フェローとなる博士課程学生は合計 3,075 名にのぼるとされる56。 
 




z IGERT（Integrative Graduate Education and research Training） 
理工学分野の博士課程学生に対する学際的プログラム（インターンシップを含む）の特別奨学金（一人
当たり$30,000 の手当金＋授業料負担）として、$63,790,000 を要求している。 
 
なお博士課程院生に対する奨学金支給は、教育予算（Education & Human resources）のみならず研
究予算（Research & Related Activity）の枠からも計上されている点に特徴がある。 
 
第2-74図表 NSF の予算要求（2009 年度） 
 
出典：NSF, FY2009 Budget Request to Congress (2008.02), Summary Tables-10. 
 
                                              
55 出典：NSF, FY2009 Budget Request to Congress (2008.02), EHR-6. 
































出典：EUA, Doctoral Programmes in Europe’s Universities, p.16. 
 
調査の前提となっている支援形式の 3 類型について補足すると、EU 諸国（ボローニャ宣言調印国）内
では北欧諸国及び東欧の一部で、博士課程への採用が任期付研究員としての雇用と同義であるケース











                                              
57 出典：EUA, Doctoral Programmes in Europe’s Universities: Achievements and Challenges, Report Prepared for European Universities 
and Ministries of Higher Education, Bruxelles 2007. 
(http://www.eua.be/fileadmin/user_upload/files/Publications/Doctoral_Programmes_in_Europe_s_Universities.pdf） 







































の外部審査機構である RAE（Research Assessment Exercise）は 2008 年、高等教育機関に所属する研究
者の研究レベルの評価や研究費の獲得状況とあわせ、67 に区分した専門分野別に博士課程学生一人
当たりに対して用意されている奨学金支給枠（受給者数）の試験的な算出を行っている60。以下では生物
学、物理学、そして機械工学の 3 専門分野について、それぞれ RAE 側が作成した統計を引用し、各分野
の学生がどのような財源から経済支援を受けているのかを概観する。 
 





第2-79図表 分野間の格差（物理 Physics） 
 
出典：http://www.rae.ac.uk/pubs/2009/ov/MainPanelE_levels.zip 
                                              









程学生（RA3a）に対して割り当てられる給付奨学金枠は 0.32-33、つまり約 1/3 と差はほとんど存在しない。
しかし、財源の内部構成を詳細に見ると、分野ごとに大きな差が見られる。 
それは、リサーチカウンシルなどを財源とする「OST/OSI Research Councils et al」の給付件数の多寡
にかなりの部分由来する点である。物理分野に関しては全奨学金給付件数の 6 割強、学生数の 2 割分を
「OST/OSI Research Councils et al」が占めるのに対し、機械工学分野では全奨学金給付件数の27%弱、
学生数（FTE 換算）では 1 割未満しかカバーしない。このリサーチカウンシル由来の奨学金募集件数の多















一等 学費免除＋毎月 500～600RMB 給付 
二等 学費免除＋毎月基本生活費を給付 












第2-82図表 BK21 事業費の主要構成内容 
 
出典： 教育人的資源部韓国学術振興財団「頭脳韓国（BK）21 を正しく知る―BK21 説明資料―」 
（http://www.jasso.go.jp/study_a/documents/koreaBK.pdf）
                                              






対象 5 ヶ国の大学や理工系研究科の入口、プロセス、出口の概形データを整理する。 
日本の調査対象大学は、研究機能が充実している大学院を国立と私立に分け、国立から 8 大学院、

































米国 カリフォルニア大学バークレー校（University of California, Berkeley）
世界水準の教育研究実績を誇り、州立
大学としては米国トップクラス。 1855年 州立 22 3
米国 メリーランド大学カレッジパーク校（University of Maryland, College Park) 有力州立大学。 1856年 州立 79 37
英国 ケンブリッジ大学（University of Cambridge）
英国最古の大学の一つとして世界的に
も有名な大学。 1209年 国立 2 4
英国 シェフィールド大学（University of Sheffield)
先進的ガバナンスのあり方など英国内
で社会的注目を集める大学。 1905年 国立 68 77
中国 清華大学（Tsinghua University）
中国で最も評価の高い大学の一つ。理
系に強いと言われている。 1911年 国立 40 201-302
中国 上海交通大学（Shanghai Jiao Tong University）
国家重点大学（予算優先配分等が行わ
れている）であり理工系の伝統が強い。 1896年 国立 163 201-302
韓国 ソウル国立大学（Seoul National University） 韓国を代表する国立大学。 1946年 国立 51 152-200
韓国 高麗大学（Korea University） 韓国を代表する私立大学の一つ。 1905年 私立 243 303-401
日本 東京大学(University of Tokyo) （参考） 1877年 国立 17 19
日本 広島大学(Hiroshima University) （参考） 1949年 国立 212 201-302













者に占める大学院生の割合）も清華大学が 56%、東京大学が 48%と高い。米国の 2 大学は大学院生の数
が多いものの、大規模な学部学生を抱えており、大学院生比率は、カリフォルニア大学バークレー校
（UCB）が 30%、メリーランド大学カレッジパーク校（UMCP）が 26%と高くない。英国の 2 大学はともに大学
院生の数は多くないが、大学院生比率はケンブリッジ大学が高く（36%）、シェフィールド大学が低い（24%）
という違いがある。韓国の 2 大学は大学院生の数、大学院生比率ともに各国大学の中間的である。 
日本の大学に関しては、東京大学を除く国立大学は大学院生の規模の割に大学院生比率が高く（特
に理工系に特化している東京工業大学が際だって高い（50%））、一方、私立大学は大規模な学部を抱え
ていることもあり、大学院生比率は、早稲田大学が 15%、慶應義塾大学が 11%と特に低い。 






カリフォルニア大学バークレー校 34,953 24,636 10,317 30%
メリーランド大学カレッジパーク校 39,014 28,857 10,157 4,566 26% 12%
ケンブリッジ大学 18,077 11,582 6,495 36%
シェフィールド大学 23,914 18,290 5,624 24%
清華大学 31,395 13,900 17,495 5,316 56% 17%
上海交通大学 33,060 19,639 9,667 19 29% 0%
ソウル国立大学 26,605 16,990 9,615 2,602 36% 10%
高麗大学 28,568 19,454 9,114 32%
早稲田大学 56,263 47,654 8,609 2,007 15% 4%
慶應義塾大学 42,553 37,890 4,663 1,171 11% 3%
東京大学 28,071 14,471 13,600 6,188 48% 22%
大阪大学 19,942 12,018 7,924 3,340 40% 17%
九州大学 18,393 11,843 6,550 2,286 36% 12%
東北大学 17,860 10,815 7,045 2,811 39% 16%
筑波大学 15,981 10,171 5,810 2,144 36% 13%
名古屋大学 15,893 9,791 6,102 2,475 38% 16%
広島大学 15,412 11,050 4,362 1,756 28% 11%




























ソウル国立大学； http://www.snu.ac.kr/about/ab0103.jsp（2008 年 4 月 1 日現在） 
高麗大学；http://www.korea.edu/（2008 年 1 月 1 日現在） 
日本の国立大学 ；各大学「平成 18 事業年度に係わる業務実績報告書」 
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早稲田大学； http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/2008/number01.html(2008 年度版) 






























































カリフォルニア大学バークレー校 34,953 24,636 10,317 2,682 1,898 8% 18%
メリーランド大学カレッジパーク校 36,014 25,857 10,157 4,566 2,404 24%
ケンブリッジ大学 18,077 11,582 6,495 3,527* 2,392* 20% 37%
シェフィールド大学 23,914 18,290 5,624 3,609* 2,250* 15% 40%
清華大学 31,395 13,900 17,495 5,316 1,246 437 4% 2%
上海交通大学 29,306 19,639 9,667 19 301 145 1% 1%
ソウル国立大学 26,605 16,990 9,615 2,602 1,348 650 5% 7%
高麗大学 28,568 19,454 9,114 1,655 386 6% 4%
早稲田大学 56,263 47,654 8,609 2,007 2,034 1,243 4% 14%
慶應義塾大学 42,553 37,890 4,663 1,171 690 376 2% 8%
東京大学 28,071 14,471 13,600 6,188 1,863 1,621 7% 12%
大阪大学 19,942 12,018 7,924 3,340 822 627 4% 8%
九州大学 18,393 11,843 6,550 2,286 883 729 5% 11%
東北大学 17,860 10,815 7,045 2,811 871 761 5% 11%
筑波大学 15,981 10,171 5,810 2,144 921 786 6% 14%
名古屋大学 15,893 9,791 6,102 2,475 908 786 6% 13%
広島大学 15,412 11,050 4,362 1,756 581 503 4% 12%



















（注）英国の大学の留学生数は EU 圏外からの学生数。データが不明の箇所は空欄とした。 






ソウル国立大学；http://www.snu.ac.kr/about/ab0103.jsp（2008 年 4 月 1 日現在） 
高麗大学； http://www.korea.edu/（2008 年 4 月 1 日現在） 
日本の国立大学；各大学「平成 18 事業年度に係わる業務の実績に関する報告書」 
早稲田大学； http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/2008/number04.html (2008 年 5 月 1 日現在) 


















































修士 博士 修士 博士 
Ａ大学 理学系 4 2 2% 3% 
B 大学 理工学系(1) 73 18 16% 32% 
B 大学 理工学系(2) 6 13 3% 19% 
C 大学 理工学系 44 28 7% 24% 
Ｄ大学 理学系 2 3 1% 6% 
Ｄ大学 工学系 31 23 5% 27% 
E 大学 工学系(1) 8 6 3% 16% 
E 大学 工学系(2) 69 45 8% 44% 
F 大学 理学系 0 3 0% 8% 
F 大学 工学系 15 9 5% 28% 
Ｇ大学 理学系 5 1 3% 3% 
Ｇ大学 工学系 23 11 5% 14% 
Ｈ大学 工学系 82 51 9% 30% 
Ｉ大学 理工学系 13 5 1% 6% 
J 大学 理工学系 14 4 2% 6% 
合計  389 222 5% 20% 
 理学系 11 9 2% 5% 
 工学系 228 145 7% 29% 
 理工学系 150 68 5% 18% 
出典：各研究科へのアンケート調査より作成63 
                                              














カリフォルニア大学バークレー校 5,535 6.3 1.9
メリーランド大学カレッジパーク校 3,867 9.6 2.7
ケンブリッジ大学 2,845 6.4 2.3
シェフィールド大学 1,268 18.9 4.4
清華大学 5,636 5.6 3.1 0.9
上海交通大学 3,135 10.5 4.3
ソウル国立大学 1,752 15.2 5.5 1.5
高麗大学 3,570 8.0 2.6
早稲田大学 2,038 27.6 4.2 1.0
慶應義塾大学 2,246 18.9 2.1 0.5
東京大学 3,960 7.1 3.4 1.6
大阪大学 2,546 7.8 3.1 1.3
九州大学 2,338 7.9 2.8 1.0
東北大学 2,653 6.7 2.7 1.1
筑波大学 2,191 7.3 2.7 1.0
名古屋大学 1,865 8.5 3.3 1.3
広島大学 1,847 8.3 2.4 1.0
















カリフォルニア大学バークレー校；教員は Faculty と Academic Staff (Full Time Equivalent) 
メリーランド大学カレッジパーク校；教員は Faculty のみ 
ケンブリッジ大学；教員は Academic, Academic related(Full Time Equivalent) 





出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf (2008 Spring) 
メリーランド大学カレッジパーク校；http://www.newsdesk.umd.edu/facts/quickfacts.cfm（Fall 2008 Enrollment & UM Employees） 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/planning/data/facts/poster_2008.pdf（Full Time Equivalent Numbers） 




高麗大学；http://www.korea.edu/（2008 年 4 月 1 日現在） 
日本の国立大学 ；各大学「平成 18 事業年度に係わる業務実績報告書」 
早稲田大学； http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/index.html（2007 年度） 









ない。（第 2-91図表、第 2-92図表、第 2-93図表） 
 
第2-91図表 国内大学の教員数（研究科単位） 
本務 兼務 合計 本務
Ａ大学 理学系 781 270 38 308 2.9 2.5
B大学 理工学系(1) 1,081 218 66 284 5.0 3.8
B大学 理工学系(2) 728 218 62 280 3.3 2.6
C大学 理学系 499 149 0 149 3.3 3.3
C大学 工学系 1,541 331 0 331 4.7 4.7
Ｄ大学 理学系 541 136 60 196 4.0 2.8
Ｄ大学 工学系 1,543 365 244 609 4.2 2.5
E大学 工学系(1) 749 176 37 213 4.3 3.5
E大学 工学系(2) 2,153 467 202 669 4.6 3.2
F大学 理学系 407 - - 0 - -
F大学 工学系 852 204 0 204 4.2 4.2
Ｇ大学 理学系 463 165 0 165 2.8 2.8
Ｇ大学 工学系 1,228 312 33 345 3.9 3.6
Ｈ大学 工学系 2,984 473 68 541 6.3 5.5
Ｉ大学 理工学系 2,460 246 583 829 10.0 3.0





出典：各研究科へのアンケート調査より作成。A～J 大学は調査対象となった国内 10 大学を指す。 
 





Lecturers with security of employment 4
Endowed Chairs and Distinguished Professorships 52
Student
Total student enrollment 4,360
Undergraduate students 2,687
Graduate students 1,673
Student / Faculty Ratio
Graduate students / Full professors 10.7














Energy, Fluid Dynamics and
Turbomachinery 29 108 - 3.7 3.7
Electrical Engineering 21 165 - 7.9 7.9
Mechanics Materials and Design 21 165 - 7.9 7.9
Civil, structural, Environmental
and Sustainable Development 18 80 30 4.4 6.1
Manufacturing and Management 14 86 40 6.1 9.0
Information Engineering 24 80 - 3.3 3.3
合計 127 684 70 5.4 5.9
 
（注） Research Student は研究コースの大学院生で約 90%が Ph.D.コース(フルタイム)、残りが MPhil コース。 
Taught MPhil は教育コースの大学院生。 













































カリフォルニア大学バークレー校 5,535 8,960 1.62
教員：Facultyを含むAcademic Staff
職員：Management Stuff, Non-Academic Staff
※FTE換算
Academic:  academic administrators, regular teaching faculty, lecturers and other teaching
faculty, student assistants, researchers, librarians, cooperative extension researchers,
university extension faculty, and other academic personnel;
Non-Academic:   senior management (SMG), management and senior professionals (MSP),
and professional and support staff (PSS).
メリーランド大学カレッジパーク校 3,867 5,717 1.48 教員：Faculty職員：Staff (Includes Executive, Administrative, Managerial, Exempt, Non-exempt Staff,
ケンブリッジ大学 2,845 3,078 1.08 教員：Academic,Academic related職員：Technical、Clerical and Secretarial、Manual and Domestic
シェフィールド大学 1,268 3,460 2.73 教員：Academic職員：Technical、Support  Staff
清華大学 5,636 1,309 0.23 教員：正高级职务（教授）、副高级职务 （准教授）、教师（講師）
職員：教职工人数（教職員数）から正高级职务、副高级职务、教师を除いた値






筑波大学 1,721 964 0.56 2008年5月1日現在。定員外、実務家みなし専任教員等を含む。附属学校教員、病院・附属学校教育局の職員、休業中のものを除く。
東京大学 3,916 2,161 0.55 2007年5月1日現在。教諭・養護教諭、医療系職員除く。
東京工業大学 1,117 543 0.49 2008年5月1日現在。一貫教育校の教諭等を除く。
名古屋大学 1,754 846 0.48 2008年5月1日現在。附属学校教員、医学部附属病院の職員、任期付正職員を除く。
東北大学 2,743 1,314 0.48 2008年5月1日現在。休職者を含む。病院職員を除く。
九州大学 2,224 1,021 0.46 2008年5月1日現在。病院・別府先進医療センターの職員を除く。見なし教員を含む。
広島大学 1,594 687 0.43 2008年5月1日現在。附属学校教員、医療・看護系職員、休職者・休業者は含まない。
大阪大学 2,877 1,222 0.42 2008年5月1日現在。医療職員、派遣・休職・育休は含まない。
早稲田大学 2,038 782 0.38 教員2007年度。職員2007年4月1日現在。専任教職員のみ。







出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf (2008 Spring) 
メリーランド大学カレッジパーク校；http://www.newsdesk.umd.edu/facts/quickfacts.cfm（Fall 2008 Enrollment & UM Employees） 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/planning/data/facts/poster_2008.pdf（Full Time Equivalent Numbers） 




高麗大学；http://www.korea.edu/（2008 年 4 月 1 日現在） 
東北大学；http://www.tohoku.ac.jp/japanese/profile/about/05/about0504/（2008 年 5 月 1 日現在） 
筑波大学；http://www.tsukuba.ac.jp/public/booklets/pdf-details2008/p24.pdf（2008 年 5 月 1 日現在） 
東京大学；http://www.u-tokyo.ac.jp/index/b02_03_j.html(2007 年 5 月 1 日現在) 
東京工業大学；http://vote.soc.titech.ac.jp/about-titech/j/1.pdf（2008 年 5 月 1 日現在） 
名古屋大学；http://www.nagoya-u.ac.jp/about-nu/history-data/figure/(2008 年 5 月 1 日現在) 
大阪大学；http://www.osaka-u.ac.jp/jp/annai/about/profile2008.pdf（2008 年 5 月 1 日現在） 
広島大学；http://www.hiroshima-u.ac.jp/top/intro/gaiyou/syokuin/p_bc17f9.html(2008 年 5 月 1 日現在) 
九州大学；http://www.kyushu-u.ac.jp/university/data/gaiyou20.10.1jpn/H20gaiyo_P29-31.pdf(2008 年 5 月 1 日現在) 




http://www.waseda.jp/sankaku/figure/pdf/2_staffs.pdf(職員数：2007 年 4 月 1 日現在) 
より作成。（日本の大学は出典が異なるため第 2-91図表の教員数と異なる点に注意） 







大学名 教員数 職員数 教員当たり職員数
筑波大学 1,721 964 0.56
東京大学 3,916 2161 0.55
東京工業大学 1,117 543 0.49
名古屋大学 1,754 846 0.48
東北大学 2,743 1314 0.48
九州大学 2,224 1021 0.46
広島大学 1,594 687 0.43
大阪大学 2,877 1222 0.42
早稲田大学 2,038 782 0.38
慶應義塾大学 2,246 845 0.38  
（注） 筑波大学； 2008 年 5 月 1 日現在。定員外、実務家みなし専任教員等を含む。附属学校教員、病院・附属学校教育局の職員、休
業中のものを除く。 
東京大学；2007 年 5 月 1 日現在。教諭・養護教諭、医療系職員除く。 
東京工業大学； 2008 年 5 月 1 日現在。一貫教育校の教諭等を除く。 
名古屋大学； 2008 年 5 月 1 日現在。附属学校教員、医学部附属病院の職員、任期付正職員を除く。 
東北大学； 2008 年 5 月 1 日現在。休職者を含む。病院職員を除く。 
九州大学；2008 年 5 月 1 日現在。病院・別府先進医療センターの職員を除く。見なし教員を含む。 
広島大学； 2008 年 5 月 1 日現在。附属学校教員、医療・看護系職員、休職者・休業者は含まない。 
大阪大学； 2008 年 5 月 1 日現在。医療職員、派遣・休職・育休は含まない。 
早稲田大学；教員 2007 年度。職員 2007 年 4 月 1 日現在。専任教職員のみ。 









早稲田大学； 教員数： http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/index.html 
  職員数：http://www.waseda.jp/sankaku/figure/pdf/2_staffs.pdf 




米国の 2 大学を見ると、ファカルティ・メンバーを上回るスタッフを抱えていることがわかる。 
（第 2-97図表、第 2-98図表） 
 
第2-97図表 UCB 全学教職員数（2008 Spring） 
FTE Head-count
Faculty 1,784 2,135
Academic Staff 3,751 6,853
Management 958 1,027
Non-Academic Staff 8,002 12,324  
（注）Academic Staff includes student assistants, research, acad. administrators and librarians 
出典：UCB ウェブサイト（http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf）より作成 
 
第2-98図表 UMCP 教職員数（2008 年度秋学期） 




Tenure/Tenure Track Faculty 1,485
Graduate Assistants 4,031
Staff (Includes Executive, Administrative, Managerial, Exempt,
Non-exempt Staff, etc) 5,717






英国の 2 大学では、職員をどのように定義するかにより解釈が異なる。しかし、2 大学共に教員数を上
回る職員数となっている。（第 2-99図表、第 2-100図表） 
 
第2-99図表 ケンブリッジ大学教職員数 





Clerical and Secretarial 1,483
Manual and Domestic 506
Other n/a
Total staff 8,614  











Support Staff 3,275  














うち博士后在站人员（ポスドク） 957 人  
（注 1） 中国科学院は 1949 年 11 月に創立された中国最高レベルの科学技術学術機関及び自然科学・ハイテク総合研究センターである。
中国工程院は工学科学の最高諮問学術機構であり、政府の諮問機構でもある。 





教职工数（教職員数） 7,509 人 
 校本部教职工（本部の教職員） 5,238 人 
  专任教师（専任教員） 3,135 人 
    正高级（教授） 736 人 
    副高级（准教授） 1,178 人 
    中级・初級（講師） 1,221 人 
  行政人员（行政人員） 687 人 
  教辅人员（教員補佐） 964 人 
  工勤人员 452 人 
 科研机构人员数（科学研究機関） 794 人 
 校办工厂职工数（大学経営工場） 644 人 
 其他附设机构人员数（その他付設機構） 833 人 




















（全学） 5,421 6,480 120% 5,135 6,188 121%
理学系研究科 838 764 91% 645 721 112%
工学系研究科 1,124 1,943 173% 904 1,036 115%
（全学） 3,304 3,554 108% 1,845 2,144 116%
システム情報工学研究科 722 666 92% 212 120 57%
数理物質科学研究科 480 365 76% 113 72 64%
（全学） 3,236 3,808 118% 2,922 2,811 96%
理学研究科 524 532 102% 390 307 79%
工学研究科 1,198 1,467 122% 653 606 93%
（全学） 3,124 4,216 135% 3,088 3,340 108%
理学研究科 516 549 106% 378 327 87%
基礎工学研究科 366 561 153% 210 167 80%
工学研究科 950 1,373 145% 515 532 103%
（全学） 2,831 3,409 120% 2,446 2,475 101%
工学研究科 945 1,191 126% 479 310 65%
理学研究科 308 373 121% 219 205 94%
（全学） 2,718 3,670 135% 2,755 2,388 87%
理学府 300 348 116% 210 141 67%
工学府 530 816 154% 378 289 76%
（全学） 2,584 3,484 135% 1,622 1,533 95%
理工学研究科 1,136 1,504 132% 609 601 99%
（全学） 1,950 2,449 126% 1,640 1,756 107%
工学研究科 342 605 177% 248 133 54%














（注） 筑波大学の全学の収容定員および収容数において博士課程一貫は 1～2 年が修士課程、3 年～が博士課程に含まれている。
「システム情報工学研究科」「数理物質科学研究科」については博士課程一貫は修士課程、博士課程に含まれていない。 













学校名 データ 修士 専門職 博士 総計
入学志願者数 121,616 50,613 20,773 193,002
入学者数 77,451 9,059 16,926 103,436
実質倍率 1.6 5.6 1.2 1.9
入学志願者数 30,912 11,469 7,131 49,512
入学者数 18,225 2,154 5,618 25,997









国名 大学名 入学志願者 合格者 入学者 入学志願者÷合格者
入学志願者
÷入学者
カリフォルニア大学バークレー校 32,592 5,919 3,042 5.5 10.7
Masters（修士） 18,231 3,637 1,941 5.0 9.4
Doctoral（博士） 14,361 2,282 1,101 6.3 13.0
メリーランド大学カレッジパーク校 18,300 5,399 2,969 3.4 6.2
ケンブリッジ大学 10,883 4,385 2,567 2.5 4.2
シェフィールド大学 16,340 2,320 7.0
PGT（Postgraduate Taught） 13,615
PGR（Postgraduate Research） 2,725
ソウル国立大学 8,494 4,186 2.0
修士 6,603 3,211 2.1






出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf（Fall 2007） 
メリーランド大学カレッジパーク校；「Annual Report 2006-2007, The Graduate School, University of Maryland」（2007 年度選抜） 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/reporter/2007-08/special/10/statistical.pdf（2005 年） 
シェフィールド大学；「Our Annual Report 2006-2007」 









Ａ大学 理学系 1.3 1.0
B大学 理工学系(1) 1.4 1.2
B大学 理工学系(2) 1.4 1.2
C大学 理工学系 1.6 1.1
Ｄ大学 理学系 1.7 1.0
Ｄ大学 工学系 1.4 1.1
E大学 工学系(1) 1.3 1.0
E大学 工学系(2) 1.3 1.0
F大学 理学系 1.4 1.1
F大学 工学系 1.3 1.0
Ｇ大学 理学系 1.2 1.0
Ｇ大学 工学系 1.2 1.1
H大学 工学系 2.0 1.3
I大学 理工学系 1.2 1.0












入学しないことが特徴である。（第 2-107図表、第 2-108図表） 
 




第2-108図表 UMCP の入学者の選抜状況 
志願者数 志願者に占める割合 合格者数 合格率 入学者数 入学率
入学者に占
める割合
US白人 6,999 （38.2%） 3,124 44.6% 1,605 51.4% （54.1%）
USマイノリティ 2,464 （13.5%） 994 40.3% 615 61.9% （20.7%）
外国人 8,215 （44.9%） 1,002 12.2% 603 60.2% （20.3%）
US不明 622 （3.4%） 279 44.9% 146 52.3% （4.9%）
合計 18,300 （100.0%） 5,399 29.5% 2,969 55.0% （100.0%）  










国内 Home 1,849 (17.0%) 1,173 (26.8%) 927 (36.1%)
国外 9,034 (83.0%) 3,212 (73.2%) 1,640 (63.9%)
EU 1,682 (15.5%) 766 (17.5%) 470 (18.3%)
Overseas 7,352 (67.6%) 2,446 (55.8%) 1,170 (45.6%)
全体 10,883 (100.0%) 4,385 (100.0%) 2,567 (100.0%)  
 
学部・学科別入学者数、及び外国人率（大学院課程、2005年）
国内 Home 171 (43.4%) 36 (47.4%) 28 (29.8%) 107 (47.8%)
国外 223 (56.6%) 40 (52.6%) 66 (70.2%) 117 (52.2%)
EU 71 (18.0%) 7 (9.2%) 15 (16.0%) 49 (21.9%)
Overseas 152 (38.6%) 33 (43.4%) 51 (54.3%) 68 (30.4%)
全体 394 (100.0%) 76 (100.0%) 94 (100.0%) 224 (100.0%)
国内 Home 112 (22.3%) 18 (35.3%) 70 (24.1%) 24 (14.8%)
国外 391 (77.7%) 33 (64.7%) 220 (75.9%) 138 (85.2%)
EU 90 (17.9%) 11 (21.6%) 39 (13.4%) 40 (24.7%)
Overseas 301 (59.8%) 22 (43.1%) 181 (62.4%) 98 (60.5%)


























First year student population
Total Overseas Home+EU





（注）01 August 2006–31 July 2007 
出典：University of Sheffield「Our Annual Report 2006-2007」より作成 
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z ケンブリッジ大学（Department of Engineering） 





 Applications（応募） Accepted（合格） Arrivals(入学) 
英国国内 78 61 44 
EU 諸国 65 47 36 
EU 以外の外国 505 235 96 
出典：ケンブリッジ大学 Department of Engineering 担当者へのインタビュー結果 
（d） 中国 





工学 2,146 人 (64.6%)
理学 380 人 (11.4%)
文学 453 人 (13.6%)
工商管理 201 人 (6.0%)
医学 73 人 (2.2%)
法学 71 人 (2.1%)
硕士生（修士生） 5,617 人
うち港澳台学生（香港、マカオ、台湾からの学生） 24 人 (0.4%)
うち留学生 180 人 (3.2%)
学历专业学位（学術学位） 4,068 人 (72.4%)
非学历专业学位（専業学位） 1,549 人 (27.6%)
博士生 1,147 人
うち港澳台学生（香港、マカオ、台湾からの学生） 8 人 (0.7%)






計 7,988 人 415 人 (4.9%)
本科（学士） 4,641 人 370 人 (7.4%)
硕士（修士） 3,347 人 42 人 (1.2%)













人文 174 363 152 2.4 93 112 74 1.5
社会 198 463 205 2.3 47 112 49 2.3
自然科学 353 535 328 1.6 71 154 82 1.9
看護 38 103 41 2.5 14 24 14 1.7
経営 89 356 100 3.6 19 53 18 2.9
工学 842 1,343 849 1.6 204 305 200 1.5
農業生命科学 210 262 188 1.4 60 82 62 1.3
法科 109 371 118 3.1 34 74 37 2.0
教育 225 709 232 3.1 90 207 91 2.3
生活科学 52 122 54 2.3 23 52 25 2.1
獣医科 43 53 43 1.2 19 13 13 1.0
薬学 89 124 94 1.3 27 31 26 1.2
音楽 47 141 3 47.0 18 57 13 4.4
医科 176 348 191 1.8 133 221 137 1.6
歯科 67 102 68 1.5 46 69 47 1.5
保健 110 290 105 2.8 18 70 19 3.7
行政 157 346 157 2.2 20 88 20 4.4
環境 98 231 98 2.4 22 86 26 3.3
国際 83 165 83 2.0 7 15 5 3.0































Ａ大学 理学系 76% 96%
B大学 理工学系(1) 59% 51%
B大学 理工学系(2) 72% 55%
C大学 理工学系 78% 66%
C大学 理学系 66% 85%
C大学 工学系 81% 56%
Ｄ大学 理学系 65% 89%
Ｄ大学 工学系 83% 46%
E大学 工学系(1) 92% 76%
E大学 工学系(2) 78% 55%
F大学 理学系 86% 78%
F大学 工学系 93% 56%
Ｇ大学 理学系 80% 79%
Ｇ大学 工学系 38% 28%
Ｈ大学 工学系 64% 71%
Ｉ大学 理工学系 96% 85%


















































2004 3,182 2,086 34%
2005 3,843 215 94%
2006 3,556 1,846 48%
2007 3,396 1,779 48%
2004 1,209 418 65%
2005 1,252 418 67%
2006 1,032 303 71%






                                              
65 メールインタビューによると以下の通り。 
①米国私立大学（地質学・地球物理学科）：90％以上は他大学から、30-40％は他分野から、30-40%は外国から。 
②Georgia Institute of Technology（School of Chemical & Biomolecular Engineering）：Ph.D.入学者の 9 割以上が他大学出身。5～6 割
は他国出身。他分野出身は３割程度。 
③University of Michigan（Department of Mechanical Engineering, Electrical Engineering and Computer Sci.）：他大学出身者 8 割、他
分野出身者(主に物理・応用物理など)1 割、他国出身者 6 割。 
④Johns Hopkins University（Department of Civil Engineering）他大学からの入学者が圧倒的多数（内部進学を教員も勧めない）。 





（a） Graduate Division の権限 
入学者選抜の実務上の手続きは、各 Departments が中心的な役割を担っているが、最終的な選抜権
限を有するのは全学の Graduate Division である。Graduate Division の権限とは、具体的には、①プログ
ラム別の入学者数の枠の設定、②最低入学基準の設定の 2 つである。 
(i) 入学数の枠の設定 
前年冬に各専攻から希望入学者数の枠に関する申請書が Graduate Division に提出される。申請書を
基に Graduate Division は学位授与数や退学者数等の諸要素を加味して Departments 毎に入学者数の




NSF は 1998 年以降、AEGP（The Alliance for Graduate Education and the Professoriate）を推進しており、マイノリ
ティ出身の理工系 PhD 授与数増大を目的にグラントを授与している。UCB もこのグラントの対象となっており、給付奨
学金に代表される奨学金システムの拡充、ならびに将来の PhD 候補者リクルートを主眼に毎年 50 名の米国人マイノ
リティ学生に対し Berkeley Edge Program と呼称されるオープンキャンパス（研究者との個別面談、志望動機 Personal 
Statement 執筆に関するガイダンスを含む）を開催している68。 
(ii) 最低（基本）入学基準の設定 
Graduate Division は UCB 大学院プログラム全体の最低入学基準として以下を定めている。 
z アクレディテーションを受けている高等教育機関で授与された学士号（もしくはそれ相当）を有す
ること。 
z 十分な学業成績を有すること（GPA3.0 以上）。 











                                              
67 出典：カリフォルニア大学バークレー校「Guide to Graduate Policy」 
68 出典：AEGP ウェブサイト（http://www.agep.us/） 
カリフォルニア大学バークレー校ウェブサイト（http://ls.berkeley.edu/diversity/bep/conf/） 





プログラム開始日（秋学期の場合は 8 月下旬）の約 1 年前（9 月の第 2 月曜日）より受け付けが開始さ








of the Graduate School が有しているが、その判断は各プログラムが志願者からの申請書類、成績・学位
証明書をチェックした上で出す推薦状に基づいて行われる。なお、海外で成績・学位証明書が発行され




z 学部または以前に所属した大学院の成績が優れているか（平均 B=GPA3.0 以上を要求）。 
z 推薦状において大学院で成功を収める可能性がどれだけ強く示唆されているか。 
z 各種テストのスコア（GRE、GMAT、MAT、TOEFL（英語が母語でない場合のみ））が優れているか。 







12 月から 2 月中旬が一つの目安になるものの、プログラムにより具体的な締め切りは異なる。 
                                                                                                                                                
Confirmation Mail（確認メール）に付属している ID とパスワードを入力することで願書／個人の識別を行う。 
71 出典：http://grad.berkeley.edu/programs/list.shtml 

















切りより 2 週間早い独自の締め切りが設定されている。 
大学院学事評議会 Board of Graduate Studies 事務への出願後、志望者は確認メールを受け取る。確
認メールにはオンライン・トラックバックシステムへの ID とパスワードが記載されており、出願者はオンライ
ンで現在の処理状況を確認できる。 
（b） 出願時期（Michaelmas Term（秋学期相当）の場合）77 
基本的にいつ出願するかは自由である。各学科が特に定めていない場合には、最も遅い場合だと 9
月下旬、もしくは 10 月上旬に開始される Michaelmas Term の場合、学期開始 2 月前（7 月末）が締め切り
となる。ただし、多くの学科で事実上の締め切り（選考会開催日時）を 4-5 月に定めているようである。 
 
次頁に、大学院学事評議会 Board of Graduate Studies が公開している選抜プロセスを引用した。 
 















































大学院の願書受付は Postgraduate Admission Office79が一括で行っている。出願があると、受理確認
および志願者番号を志願者に返送する。実際の選考は各 Department が主体的に実施しており、志願者
への合否通知は外国人学生の場合には、再び Postgraduate Admission Office から行う。教育コースの場
合、英国出身者に対しては各学科が合格通知の送付を行う事例も存在する。 













漢語水平孝試（ＨＳＫ：Hànyǔ Shuǐpíng Kǎoshì） 
中国の教育部（日本の文部科学省に相当）が設けた中国語を母国語としない中国語学習者のための唯一・公認の中国
語能力認定標準化国家試験。現在、中国国内を含め 42 ヵ国、120 以上の試験会場でＨＳＫ試験が実施されている。ＨＳＫ







書類審査、⑤第 2 外国語、⑥実技試験（一部の分野のみ)で行われる。 




































博士課程志願者のみ該当 修士学位論文概要  
 
追加書類：所持者または該当者のみ提出 






博士課程志願者のみ該当 研究実績書 論文・研究資料 
志願資格確認書  
 
                                              





















Resident（州内出身者) USD 9,129 \888,020
Non-Resident(州外・外国人） USD 18,381 \1,788,055
Resident（州内出身者) USD 2,123 \206,477
Non-Resident(州外・外国人） USD 3,457 \336,248
GBP 3,390 \468,484 分野に係わらず共通（国内）
GBP 12,768 \1,764,486 外国人は文理・専門職別
理工（最低） GBP 3,390 \468,484
理工（最高） GBP 11,390 \1,574,052
理工（最低） GBP 12,100 \1,672,171
理工（最高） GBP 21,700 \2,998,853
RMB 0 \0
修士課程 RMB 33,000 \469,103
博士課程 RMB 40,000 \568,610
修士課程 RMB 0 \0
博士課程 RMB 0 \0
修士課程 RMB 28,900 \410,821
博士課程 RMB 45,500 \646,794
理学 KRW 5,536,000 \390,644
工学 KRW 6,446,000 \454,858
理学 KRW 5,556,000 \392,056



















































メリーランド大学カレッジパーク校；（Fall 2008 - Spring 2009） 
  Candidate 前 http://www.umd.edu/bursar/t_ftgrd0809.html 




上海交通大学； 外国人学生（修士） http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/cnpage/zsjiaodashuoshi.asp 







大学院課程（医学、MBA 等一部課程を除く）の 2008-09 年授業料モデル（1 セメスター当たり）を第
2-120図表に示す。また、1 学事年（9 ヶ月単位）の大学院生の生活コストモデルを第 2-121図表に示す。 
 
第2-120図表 UCB 大学院課程授業料モデル（2008-09、1 セメスター当たり） 
Fees Resident Non-Resident 
University Registration Fee $432.00 $432.00 
Educational Fee $3,561.00 $3,717.00 
Berkeley Campus Fee $207.75 $207.75 
Class Pass Fee-Transit $57.00 $57.00 
Health Insurance Fee $849.00 $849.00 
Non-Resident Tuition Fee n/a $7,347.00 
Total $5,106.75 $12,609.75 
出典：UCB ウェブサイト（http://registrar.berkeley.edu/Default.aspx?PageID=feesched.html） 
 
第2-121図表 UCB 大学院課程生活コストモデル（2008-09、1 学事年（9 ヶ月単位）当たり） 
Budget Item Cost 
Living Expenses $20,388.00 
Books $1,040.00 
Health $1,698.00 
Student Fees $8,516.00 
Total Graduate Budget (Resident) $31,642.00 
Non-Resident Tuition 
Registration/ Ed. Fee $15,006.00 




受けられるような配慮がなされている。例えば、College of Engineering の大学院生の場合、94%が貸与を
含めた援助を受けている86。UCB の大学院生を対象とした経済的援助は以下の種類がある87。 
z Fellowships & Awards（給付奨学金） 
z Loans（学資ローン） 
z Parent Grants：扶養義務を有する子を持つ低収入の学生対象 
z Prizes（懸賞金） 
z Summer Aids（夏季休暇援助金）：現在サイト閉鎖により詳細不明88 
z Research and Teaching Opportunities（雇用機会提供） 
z Work Study（学生雇用・労働への補助金制度） 
z 学費減免措置（Fee Remission Program） 
 





以下では特に、Research and Teaching Opportunities について整理する。 
（a） Research and Teaching Opportunities（雇用機会提供）89 
特に UCB における経済的援助の形態として特色ある大学院生の雇用について記述を行った。 
 
(i) GSR（Graduate Student Researcher） 
GSR（Graduate Student Researcher）は他大学でのリサーチ・アシスタントに相当する職種で、研究室で
の研究プロジェクト遂行にかかわる活動全般を行う。博士課程学生の指導教員が、ほぼ例外なく GSR の
雇用先となる。そのため GSR として雇用されるには指導教員が決定していることが前提となる。GSR には、
雇用期間に応じ Step1-10 が存在する。 
(ii) GSI（Graduate Student Instructor） 
雇用機会提供型の経済的支援として、UCB で最も一般的な、いわゆるティーチング・アシスタントであ
る。UCB 全体で 1,600 名が雇用されている。週 16-20 時間の範囲でプログラムの担当教員が行う授業運
営全般の補助を行う。 
GSI には 4 つの Step が存在し、4 セメスターの雇用で Step 2 昇格、6 セメスターの雇用で Step 3 昇格
といった形で経験に応じて Step が昇格する。Step 3 になると授業の補佐役に留まらず、実際の教育や採
点に係わることが許される。また、Step 1-2 の GSI が担当する科目は Lower Division Courses に限定され
ているが、Step 3 以上ではより専門性が高い Upper Division Courses も担当できる。 
(iii) AI-GS(Acting Instructor-Graduate Student） 
GSI で Step 2 となった博士課程学生には、AI-GS（Acting Instructor - Graduate Student）と呼称される
職種への雇用機会が与えられる。AI-GS と GSI との相違は、AI-GS には教科書の選定から採点に至るカ
リキュラム編成、運営の権限が与えられている点にある。また、AI-GS の担当科目は Upper Division 
Courses に限定される。AI-GS も GSI と同様に Step1-3 が存在する。 
(iv) その他 
GSI（AI-GS 含む）や GSR といった教育・研究活動全般に携わる職以外に、Reader、Tutor などより限定
した職務内容で大学院生が雇用されている。2008 年 11 月時点で、UCB では 2,879 人（ヘッドカウント、




国人学生には英語能力証明として TOEFL iBT の提出が課されることが多い。 
職種の如何を問わず、同一の大学院生の雇用は 4 年、申請付きで 6 年（12 セメスター）が上限となって
いる。また全職種を合計した労働時間は基本的に週 20 時間が上限となっている91。 
なお給与が支払われるだけでなく、雇用された全ての博士課程学生について授業料（健康保険料を
含む）が減免される。 
                                              
89 出典：カリフォルニア大学バークレー校 What you need to know about being a GSI, GSR, Reader or Tutor, passim”
（http://www.grad.berkeley.edu/policies/pdf/apptknow.pdf） 
90 出典：カリフォルニア大学バークレー校“Demographics of the Academic Student Employee Unit” 
（http://atyourservice.ucop.edu/employees/policies_employee_labor_relations/collective_bargaining_units/academicstudentemployees_b
x/demographics.html） 
91 給付奨学金を得ている場合には 10 時間が上限となる。 
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UCB に雇用された大学院生は学生であると同時に労働者（Academic Student Employee）として UAW





第2-122図表 UCB 大学院生俸給表 
Title Name /Rank Hourly Monthly Annual
Teaching Assistant 関連 #1
Graduate Student Instructor （GSI)
STEP 1 $3,327.40 $33,274.00*
STEP 2 $3,507.50 $35,075.00*
STEP 3 $3,681.70 $36,817.00*
STEP 4 $3,960.20 $39,602.00*
Acting Instructor-Graduate Student(AI-GS)
STEP 1 $3,507.50 $35,075.00*
STEP 2 $3,681.70 $36,817.00*
STEP 3 $3,960.20 $39,602.00*
Reader-Graduate Student $12.18
Reader-Undergraduate Student $12.18
Reader-Non-Student with BA $12.18





Research Assistant 関連 #2
Graduate Student Researcher（GSR)
STEP 1 $15.53 $2,702.00 $32,424.00
STEP 2 $16.74 $2,912.00 $34,944.00
STEP 3 $18.56 $3,229.00 $38,748.00
STEP 4 $20.05 $3,488.00 $41,856.00
STEP 5 $21.38 $3,720.00 $44,640.00
STEP 6 $22.37 $3,893.00 $46,716.00
STEP 7 $24.17 $4,205.00 $50,460.00
STEP 8 $26.09 $4,540.00 $54,480.00
STEP 9 $28.19 $4,905.00 $58,860.00
STEP 10 $30.44 $5,296.00 $63,552.00
Graduate Student Assistant Researcher
STEP 1 $15.53 $2,702.00 $32,424.00
STEP 2 $17.73 $3,085.00 $37,020.00  
（注） *印は 10 ヶ月換算（Annual salaries expressed as ten month full-time equivalent salaries） 
俸給の中に授業料等の免除分が含まれているかは不明。 
出典： (#1)http://hrweb.berkeley.edu/pay/uawwg.htm （10/01/08 現在）  
(#2)http://www.ucop.edu/acadadv/acadpers/tab0708/table23.pdf( 10/1/07 現在） 
 
                                              






（a） 必要費用モデル（2009 年秋セメスター版）93 
UMCP では、セメスター毎に履修単位時間数（credit hours）に応じた従量課金システムを採用している。
大学院課程については、州内出身者の場合は単位時間数当たり 444 ドル、州外出身者（外国人を含む）
の場合は 958 ドル／単位時間が授業料の基本となり、これにフルタイムの場合 1,137 ドル、パートタイムの




州内出身者の場合 753 ドル、州外出身者の場合には 1,402 ドルが履修単位時間数に関係なく授業料と





















UMCP で雇用されている大学院生は、Graduate Assistantships と一括して呼称され、学部生相手の授
業実施にかかわる Teaching Assistantships、教員の研究プロジェクトを補佐する Research Assistantships、
そして事務補助を主業務とする Administrative Assistant の 3 種に区分される。加えて、学生寮部門
（Department of Resident Life）が 20 名ほどの大学院生アシスタントを雇用している。大学に直接雇用され
る前 3 者については、経済的メリットとしては授業料減免が中心となるのに対し、学生寮部門への雇用の
                                              






場合には週 20/30 時間の労働と引き換えに、18,923 ドル／年（2008 年度）の手当が具体的に支払われる
（週 30 時間になると住居が追加で支給される）。大学に雇用される場合には、基本的な労働時間は「フル
タイム」（週 20 時間）、「パートタイム」（週 10 時間）の二種のいずれかが基本となる。 
 
【※外国人院生の雇用に関する追加要件98】 
外国人学生で GA、とりわけ TA として雇用されるものは、MEI（Maryland English Institute）が実施する
語学試験（TSE）を受験する必要がある。TSE スコアが 50 を下回った場合、同英語センター主催の英語コ
ース（UMEI006; 008）の履修が義務付けられるが、その際の語学講座受講費は学生の自己負担である。




週当たりの上限は基本 20 時間、支給額のモデルは大学院生の場合 9.15 -12.15 ドル/時間である99。 







理系分野で国内学生の約 3.8 倍の授業料が課されている。（第 2-123図表） 
 
第2-123図表 年間推定コスト（PhD, MPhil, MSc, CPGS, MLitt and NOTAF）2009-10 
Fee Classification UniversityComposition Fee College Fee Settling-In Figure Maintenance Annual Costs
Home £3,390 £2,175 Not applicable £9,847 £15,412
EU/Exchange £3,390 £2,175 £325 £9,847 £15,737
Overseas Arts £9,747 £2,175 £325 £9,847 £22,094
Overseas Science £12,768 £2,175 £325 £9,847 £25,115















ッジ大学では、ケンブリッジ基金（Cambridge Trusts）に代表される大学やカレッジ（2008 年度は 31 のカレ





Awards の例として、ORS（Overseas Research Students Awards Scheme）を挙げる。ORS の受給資格者
はケンブリッジ大学の大学院生に限定されないものの、同大学博士課程学生への支給率が他大学より高
い（申請者の約 9 割に支給）。事実上学費減免制度に近い性格を持ち、外国人学生を対象に高額の授











（d） 雇用機会提供（RA・TA 他） 
フルタイム学生の場合、大学に雇用されるには 1 年以上の在籍が条件であり、就労時間の上限も基本















z EU 内（Home） 



















Programme Department Award Home Overseas
Mechanical Engineering and Industrial Management Mechanical Engineering MSc(Res) £4,290 £14,600








（c） 授業料免除（Fee Scholarships） 




UK/EU Students 標準授業料（Home/EU）を免除 在学最低年限
Overseas Students 授業料を標準授業料（Home/UK）まで引き下げ 在学最低年限
New Route PhD students








は教育上の配慮から、年間 180 時間が限度となっている。 
 
第2-129図表 シェフィールド大学の雇用型支援の単価（1 時間当たり） 
Studio demonstrating, marking, course planning: ￡8.00
Laboratory demonstrating, fieldwork up to one day’s duration: ￡12.10
Small group tutorials, problem classes: ￡16.20
Large group tutorials: ￡24.40  
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/content/1/c6/07/47/11/CoP2008_09.pdf） 
 











(ii) 外国人学生（第 2-130図表、第 2-131図表）108 
申込金（Application Fee）と授業料（Tuition Fee）を毎年支払う必要がある。 
修士課程（Master Programs）では英語コースが設けられており、中国語コースよりも授業料が高い。 
z 申込金（Application Fee）：600RMB/year 
z 授業料（Tuition Fee）：下図表 
第2-130図表 清華大学の大学院授業料（外国人学生：中国語コース） 
  Master's Programs Doctoral Programs 




Law, Journalism 28,000 32,000 
Humanities 28,000 32,000 
Arts 45,000 50,000 
MBA 49,000 なし 
単位：RMB/year 
出典：清華大学ウェブサイト（http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/）より作成 
第2-131図表 清華大学の大学院授業料（外国人学生：修士英語コース）  
  Master's Programs Doctoral Programs 



















外国人留学生に対しては次の 3 種類の奨学金が用意されている。 
z 中国政府奨学金（Chinese Government Scholarship：CGS） 
z 北京市政府奨学金（Beijing Government Scholarship：BGS） 




z 中国政府奨学金（CGS：Chinese Government Scholarship）111 
z 学費、実験費用、寮の家賃、指定医療保険料金すべてが免除される。 
z 年 1 回、中国国内町間の交通費を支給する。 




z 北京市政府奨学金（Beijing Government Scholarship：BGS） 
授業料全額あるいはその一部を補助する。 
 
z 清華大学奨学金（Tsinghua University Scholarship ：TUS） 
清華大学が独自に設立した奨学金で、授業料全額または半額を補助する。 
 













































B 類  学費すべて免除 





















いわゆる RA､ TA に近い対価型の経済的支援である。 
＜給付条件＞ 
z 指導教員の推薦 
z 直前の成績が平均評点 3.3 以上 
z 勤労所得が年 1,200 万ウォン未満 
＜勤務条件および業務＞ 









大学院の奨学金支援現況を見ると、2007 年の奨学金受給生の比率は登録学生の 52.6％、1 人当たり





学生数（A）  9,813 人
奨学金受給人員（B）  5,160 人
奨学金支給総額（C）  21,358,994 千ウォン
C/B（ウォン） 4,139,330 ウォン／人


















2005 年に勤労奨学金制度を改正し、対象数を 900 名へと大幅に増員し、月 40-60 時間、奨学金も
20-30 万ウォンに増額し、現在まで続けられている。 
（d） その他大学院生支援状況 
2007 年後期時点で 3,384 名（修士課程 1,802 名、博士課程 1,582 名）の大学院生が奨学金を受給し
ている113。 
 










第2-136図表 高麗大学 2008 学年度登録金 
系列 入学金 授業料 その他 合計 
人文・社会 1,056,000 4,520,000 66,000(博士：86,000) 5,642,000(修士) 
5,662,000(博士) 
理学・体育 1,056,000 5,470,000 66,000(博士：86,000) 6,592,000(修士) 
6,612,000(博士) 
工学・芸能 1,056,000 6,380,000 66,000(博士：86,000) 7,502,000(修士) 
7,522,000(博士) 

























外国人人文系 （授業料＋入学金）の 75% 
外国人自然系（注 3） 
1,2 学期: 授業料全額 





定員外 : 授業料の 30% 
定員内 : 授業料の 20% 
其の他勤労奨学金 関連部署で勤労を提供している学生  
校外 
奨学金 
校外奨学金 30 余種  財団が決めた基準  財団が決めた金額 
BK21 奨学金 BK21 選定学科 
修士: 月 50 万ウォン以上 
博士: 月 90 万ウォン以上 
（注 1） 韓国で助教とは、勤労を提供して、奨学金をもらう形の奨学金の1つである。正確な名称は学校ごとに異なる。高麗大学の場合、
「助教(研究 A.行政 A)奨学金」であり、研究・授業補助業務または(学科の)行政補助を担当すると推測される。 
（注 2） 特別な基準が記載されていないが、在学者であれば全員給付される奨学金と考えられる。 
































ーシップ）対象者を 60 名増員する。 
月額 15 万円 
















年間 30 万円 2,000 名 














































A大学 理学系 781 44,873 106,048 271 648
B大学 理工学系(1) 1,081 6,000 505,132 40,587 44,285 4 472 302 351




D大学 理学系 541 26,528 127,224 61,307 26,740 34 114 250 287
D大学 工学系 1,543 36,515 412,260 61,750 48,590 77 397 252 777
E大学 工学系(1) 749 3,650 不明 34,827 (修士)12,937.2 6 不明 170
(修士) 210
(博士) 118
E大学 工学系(2) 2,153 8,560＋? ? 100,984 152,685 107 491 518 658
F大学 理学系 407 なし なし なし 20,000 220
F大学 工学系 852 0 29,374 28,432 33,481 0 323 81 520
Ｇ大学 理学系 463 15,000 28,397 38,446 不明 261 106 339
Ｇ大学 工学系 1,228 8,014 53,714 35,592 301 387 720
Ｈ大学 工学系 2,984 166,194 544,224 166,420 373195 108 509 727 838
Ｉ大学 理工学系 2,460 125,640 278,978 87,371 324 509 1264












































































































































OED は教育改善に向け、各教員への個別相談を行っている他、Presidential Chair Fellow、Lecturer 





ウェブサイト上で、教育改善に資する幅広いマテリアルが提供されており、E-book の形態で 1 冊の電








特別懸賞金制度は個人を対象とした DTA（Distinguished Teaching Award）119、および学部教育に対し
特に貢献した学科（プログラム）に対して贈られる EIA（Educational Initiatives Awards）の 2 種から構成さ
れ120、その賞金は現金で DTA の場合 10,000 ドル、EIA の場合には 20,000 ドルである。 




一方、助成金として制度化されているのは Institutional Improvement Grants、Instructional Minigrant 
Program であり、特別懸賞金と同様に前者は学科（プログラム）主体で遂行するプロジェクト、後者は個々
の教員をその助成の対象とする122。最大支給額は Institutional Improvement Grant が 4,000 ドル、
Instructional Minigrant Program が 1,000 ドルと特別懸賞金と比較した際には少額であるものの、特に後
者に関しては科目内での既存の教材改善など、応募のハードルが低く設定されており、多くの教員にとっ
てよりアクセスが容易になっている。 
                                              
116 出典：http://teaching.berkeley.edu/index.html 








特に新任教員を対象とした、教授法改善プログラムの施行については、UMCP では STF(Senate Task 
Force)がその責を担う。STF は General Education/Library/ Post-Tenure Review の 3 部門より構成され、
教員と学生（学部生）をその成員に含む。 














Teaching Committee である。各 Teaching Committee は教員 10 名で構成され、年次ごとに教育・教授内
容の評価を行い、Annual Quality Statement を作成する。なお、通常の科目での評価に加え、Ph.D.学生
への指導も同 Statements での評価対象に含まれる。両制度に加えて、Faculty/Department の学部・大学
院学生とスタッフより構成される Department/ Faculty Student Staff Committee が教育改善システムとして
存在する。学生側の意見反映の機会を提供する目的で設置された同 Committee は、学期に最低 1 度の
会合が義務付けられており、そこでの答申を Faculty Board、もしくは Teaching Committee に提出すること
になっている。 





ピ ア ・ レ ビ ュ ー （ 同 僚 教 員 に よ る 授 業 評 価 ） は CPPD （ Centre for Personal and Professional 
Development）が教育改善プログラムの 1 つとして用意しているもの、特に定期的な受講は要求されてい
ない。 
                                              
123 出典：Senate task Force report on Mentoring and Success of Junior Faculty, passim. 
(http://www.faculty.umd.edu/Mentoring/SenateMentoringReport.doc) 








and Teaching Service）を設置している。同部局は教育学部と共同で、HELP（The Higher Education 
Learning Pathways）と称される全学での教育改善プログラムを推し進めている。同プログラムの活動の柱
となっているのは、ピア・レビュー、および新規教員に対する教育プログラム CiLT（The Certificate in 
Learning and Teaching）である。 
 
（a） ピア・レビュー 
ピア・レビューの実施責任は学科長（Head of Department）にあり、シェフィールド大学において 1 学事




（b） CiLT プログラム 
シェフィールド大学に新規雇用された教員に対しては、教育スキル向上を目的とした CiLT プログラム
の修了が義務付けられている。同プログラムは法律上、2 年間のパートタイム修士課程として位置付けら




z Learning and Teaching Advocate127 
全学の教育改善を LeTS が部局として担当する一方、各学部レベルで取り組みに関する相談窓口とし
て、Learning and Teaching Advocate が任命されている。Advocate に任命された教員に対しては、2007
年度より全学レベルで開催される Learning and Teaching Conference への出席が義務付けられているも
のの、具体的な活動内容について全学レベルの規定は存在しない。 
 
z Senate Awards for Excellence in Learning & Teaching128 
教育面で優れた評価を挙げたスタッフへの報奨金制度として設けられている。直接的な賞金に加え、
教育に対するグラントも存在し、以下 4 カテゴリで教員は評価対象となる。 
 A) Sustained Excellence：前年に引き続き優秀なスタッフが対象。 
 B) Rising Stars：勤続期間 6 年未満のスタッフを対象。 
 C) Excellence in Collaboration：学びの改善に貢献したチームへ。 
 D) Excellence in Leadership：スタッフにより選定。学びの改善に向け最も努力した学部長が支給対象と
なる。 
加えて、教員個人のみならず学内プロジェクトについても教育改善を志向したプロジェクトに対し最高
10,000 ポンドを支給する一方、個人についてもワークショップ参加 1 件につき 500 ポンドなど小口のグラ
ント支給制度を充実させている。 
 




127  出典：http://www.shef.ac.uk/lte/advocates, http://www.shef.ac.uk/lte/conference 































































Ａ大学 理学系 33% 5% 4% 53% 5% 0% 46% 14% 10% 29%
B大学 理工学系(1) 9% 0% 0% 84% 6% 0% 23% 26% 0% 51%
B大学 理工学系(2) 16% 0% 3% 78% 4% 0% 0% 0% 38% 62%
C大学 理工学系 15% 0% 0% 83% 2% 0% 0% 0% 66% 34%
Ｄ大学 理学系 29% 1% 14% 50% 7% 0% 4% 7% 27% 63%
Ｄ大学 工学系 7% 1% 12% 79% 1% 0% 44% 24% 23% 9%
E大学 工学系(1) 9% 2% 0% 88% 2% 0% 16% 0% 71% 14%
E大学 工学系(2) 8% 2% 87% 0% 3% 0% 28% 56% 0% 16%
F大学 理学系 5% 0% 3% 92% 0% 0% 46% 51% 0% 3%
F大学 工学系 21% 9% 64% 0% 6% 0% 45% 10% 17% 28%
Ｇ大学 理学系 20% 1% 17% 58% 4% 0% 26% 11% 11% 51%
Ｇ大学 工学系 14% 0% 1% 85% 0% 0% 14% 11% 51% 24%
Ｈ大学 工学系 14% 0% 13% 62% 10% 0% 32% 8% 17% 44%
Ｉ大学 理工学系 6% 0% 10% 83% 2% 6% 57% 29% 9% 0%




























は 1/4 程度である。 
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第2-142図表 UMCP（College of Computer, Mathematical and Physical Sciences） 















○理学部門the School of Physical Sciences 
　地球科学及び地理学部Earth Sciences and Geography 











　-応用数学・理論物理The Department of Applied







　-基礎数学・統計The Department of Pure
Mathematics & Mathematical Statistics （DPMMS） 56 16 回答数少数につき詳細不明 回答数少数につき詳細不明
　物化学部Physics and Chemistry










　- 物質工学及び冶金学科Department of Materials









○技術工学部門The School of Technology







　A）化学工学学科Dpt. of Chemical Engineering 9 14 回答率55％（サンプル不足） 回答サンプル不足
　B） 生命工学研究所Institute of Biotechnology 23 10 回答率20％（サンプル不足） サンプル不足


















割程度だが、工学では就職が 8 割程度となっている。 
第2-144図表 ソウル国立大学の卒業生の進路 
修士
計 就職 進学 軍隊
人文 104 70 18 47 5 9 73.7 41.9
社会 126 91 50 38 3 5 75.2 62.5
自然科学 241 148 82 63 3 4 62.4 48
看護 26 23 21 2 0 1 92 91.3
経営 127 77 67 8 2 18 70.6 67.7
工学 664 566 432 117 15 21 88 84.9
農業生命科学 152 118 88 29 1 2 78.7 73.3
法科 39 34 23 9 2 3 94.4 92
教育 218 158 135 21 2 11 76.3 73.4
生活科学 47 38 28 10 0 3 86.4 82.4
獣医科 31 20 14 5 1 3 71.4 63.6
薬学 71 50 42 8 0 1 71.4 67.7
音楽 36 19 7 12 0 2 55.9 31.8
医科 172 123 95 16 12 4 73.2 67.9
歯科 37 23 20 2 1 3 67.6 64.5
保健 70 58 52 6 0 0 82.9 81.3
行政 88 68 54 14 0 1 75.2 74.2
環境 102 76 72 4 0 1 75.2 74.2
国際 87 49 45 4 0 26 80.3 78.9









計 就職 進学 軍隊
人文 37 28 28 0 0 4 84.8 84.8
社会 29 23 22 1 0 4 92 91.7
自然科学 129 113 112 1 0 0 87.6 87.5
看護 10 10 10 0 0 0 100 100
経営 16 12 12 0 0 0 75 75
工学 283 245 241 4 0 3 87.5 87.3
農業生命科学 59 50 47 3 0 6 94.3 94
法科 22 21 21 0 0 1 100 100
教育 57 47 47 0 0 4 88.7 88.7
生活科学 17 13 12 1 0 0 76.5 75
獣医科 26 18 16 1 1 5 85.7 84.2
薬学 30 21 19 2 0 2 75 73.1
音楽 4 2 2 0 0 0 50 50
医科 142 114 108 3 3 3 82 81.2
歯科 41 19 19 0 0 2 48.7 48.7
保健 7 7 7 0 0 0 100 100
行政 6 4 4 0 0 0 66.7 66.7
環境 19 15 15 0 0 0 78.9 78.9
















（a） キャリア・センターの Ph.D.向けプログラム 
全 26 名（うちカウンセリング担当者 19 名、Ph.D.保持者 2 名）の職員を擁する UCB キャリア・センター
では、各分野、課程に応じたキャリア開発支援プログラムを設置している。キャリア・カウンセリングやキャリ





ており、2007-08 年にかけて 3,562 件の利用が記録されている。 







キスト、シラバスを具体的に指定すること、及び議論の時間を時間内に設ける義務が GSI Teaching and 
Resource により各 Department に課されている。 
また、GSI に特化した教授法改善のグラント（最大 300 ドル）制度も存在する。このグラントはゲストの招
聘や博物館に代表される文化施設への引率、入館料などに充てることを企図したものである。加えて、プ
ログラム／学科 Department ごとに、学部長が 1 名 Faculty Advisor for GSI Affairs と称される専門の教員
の指名を行うことになっている。指名を受けたこの教員は、センターと個々のGSI間の仲介役として現場の
GSI にとっての相談窓口となる。 
（c） MOT（Management of Technology Program）130 
1989 年、UCB の College of Engineering 及び Haas School of Business の連携プログラムとして発足し
た。工学部の大学院課程と平行して受講可能であり、必修から 2 科目、関連選択科目より 6 科目の受講、
GPA3.0 以上で修了証明書（Certificate）を発行している。 
 






（a） Human Resources Office131 
UMCP の Human Resources Office では学生の professional development、並びに skills training を志向
し、大学院レベルで計 46 科目のトレーニング・プログラムを実施している。同プログラムは PROMISE
（Maryland’s Alliance for Graduate Education and the Professoriate）プロジェクトの活動の一環であり、す
べての大学院生が参加可能である。ただし、アカデミック・キャリアを希望する大学院生を対象に、論文等
の学術出版物の執筆、刊行に必要なスキル養成科目が大多数を占めている。 
（b） CTE（Centre for Teaching Excellence）132 
同センターは、大学院生 TA および新任教員の教育スキル改善を志向したプログラムを実施している。
プログラム参加は全 TA／教員に義務付けられたものではなく、特別手当支給により自発的受講を促して




（c） MTECH Ventures133 





また科目開講以外にも賞金付きの大学発技術の商品化に関する Maryland $75K Business Plan 






（e） ＜外国人学生のみ＞IES（International Education Service）135 
Office of International Education Service は特に外国人学生向け、あるいは海外企業を対象としたイン
ターン充実に向け様々な取り組みを行っている。数学、工学分野を専攻する博士号取得以前
（pre-doctoral）の院生については、3 週間から 12 か月にわたりオフ・キャンパスで週 32 時間インターン活
動を行うことが許されている。また理工系の大学院生は、博士論文完成後、労働従事することを条件に滞
在許可期間を最大 17 カ月延長する Optional Practical Training の制度も整備されている。 








（a） Cambridge University Careers Service Center136 
Careers Service Center は、特に理工系の学生を対象とした専門のキャリア・アドバイザー（フルタイム）
を 2 名配置している。1 対 1 の相談に加え、数多くのワークショップを開催している。 
（b） GDP（Graduate Development programme）137 
主に研究職を希望する大学院生を対象に、プレゼンテーション技術等、教職で必要とされるスキル育
成に特化した内容が行われる。 
（c） Transferable Skills Training138 
博士課程でリサーチ（研究）を進めていく中で習得され、アカデミックもしくはノン・アカデミックどちらの
キャリアを歩む場合でも有用な転用可能スキル(Transferable Skills)という概念は英国のリサーチカウンシ
ルが 2001 年共同声明で定義した概念である。 




ただし、各学部（School）に一名ずつ専門の担当者が配置され、この Transferable Skills について院生
の相談窓口としての機能を果たすことが期待されている。 
 
                                              
136 出典：http://www.careers.cam.ac.uk/ および http://www.careers.cam.ac.uk/stuart/areport08.pdf 
137 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/life/graduate.html 




（a） RTP（Research Training Programme）139 
前述したとおり、英国のリサーチカウンシル（RC）は2001年、研究コースに所属する大学院生が習得す
べきスキル（Transferable Skills）を、7 分野に大別して発表した。 





RTP の各開講科目は院生が所属する大学院課程ごとに必修、学部限定、全学の 3 段階に区分けされ
ており、修了要件にかかわる単位数とは別に具体的に習得するスキルの系統にかかわる University 
Objective が、A） 調査手法・コンテクスト把握に貢献する専門スキル習得、B）個人の人間的・職業的発
展（personal & professional development）に貢献する専門スキル習得、C）各専門分野のさらなる知識習
得という 3 つの領域に関して定められている。 






といったアカデミックな活動に並行して、TA としての教育活動（1 単位）等も評価の対象に含まれる。 
なお、RTP プログラム諸科目の成績評価基準は科目により異なり、出席のみで認定が行われるものが存
在する一方、3,000-5,000words のレポート提出が認定要件となるものも存在する。 
                                              
139 出典：http://www.shef.ac.uk/rtpwebsite/unitDetail.html?org=CIV&unit=1041&faculty1=FCE 
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習得関連、という RTP の各部門のうち、A 部門について 4RTP 単位、B 部門について 3RTP 単位、専門分












（c） ExES（Excellence Exchange Scheme） 
大学院生の generic and transferable skill 訓練の一環として、全学の Ph.D.課程（New Route Ph.D.を含
む）1-2 年次の大学院生を対象に、Centre of Excellence への訪問、訓練を目的とした渡航・生活費を支
給する特別支援を実施している。 
（d） GRO（Graduate Research Office）142および Glossop Road Graduate Research centre143 
GRO では、レジュメ（CV）記入の手引きなど実務的なワークショップを開催している。また個別のキャリ
ア相談を Glossop Road Graduate Research centre が月 2 回、一人当たり 30 分を目安に開催している。 
（e） TNA（Training Needs Analysis）144 
RTP の訓練科目選択の助けとなるよう、大学院生に対し任意で TNA（Training Needs analysis）を実施
している。入学後、毎年同じ様式の計画書を記入し結果をチェックすることで、大学側は大学院生に対し
自分が課程内で身につけたスキルを実感させ、モチベーションを維持することを期待している。 
（f） PCHE（Postgraduate Certificate in Higher Education）145 
シェフィールド大学では、実験助手及びTAとして教鞭をとる大学院生を対象に、TAもしくは今後のアカ
デミック・キャリアで要求される教育スキルのさらなる向上を目的として 2 年間のパートタイムかつオプショ
ナルの大学院課程（大学院学位として、修了者には Postgraduate Certificate を授与）を開講している。 





（g） EAS（Enterprise at Sheffield）146 
シェフィールド大学では、EAS（Enterprise at Sheffield）という学生起業家育成を目的としたプロジェクト
を立ち上げている。具体的には「Enterprise Zone」と銘打ったウェブサイトで、大学院・学部双方の学生を




ただし、直接的な経済支援の上限額は 250 ポンドと極めて限定的である。 










大学に対する全ての求人情報が career centre を通じて公表される。ただし、特別なキャリア開発支援
についての情報は記載されていない。 
⑥ ソウル国立大学 








                                              





















































































 （1） 学生の獲得戦略 
 （2） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
B 教育や学生の質に関する問題意識 
 （1） 学生の質に関する認識 




















 （1） 学生の獲得戦略 
  z 優秀な大学院学生確保のため最重視している市場は何処か？ 




 （2） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 








 （1） 学生の質に関する認識 
  z 大学院学生の質（学力／能力／姿勢など）は、近年変化しているか？ 
  z 学生の質が変化しているとすれば、変化の中で教育上問題となる点はあるか？ 
  z 学生の質が変化しているとすれば、変化の原因として何が考えられるか？ 




  z 大学院教育でどの様な人材を輩出すべきと考えているか？ 
  z 大学院教育の質改善をどのように実施しているか？ 
C 大学院改革の方向性についての意見 











































































































































































































運営費交付金として国からくる RA・TA 経費は年 400 万円程度である。これに研究科の独自予算を加





















































































































































































































































































































究をする仕事を考えさせるべきである。ただ、RA 採用のために博士学生を 30 人程度面接したところ、大
学教員よりも企業の研究職を希望することに驚いた。大学にとっては問題である。 
 171
(4) 国立大学 4 
① 理学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 




























































































































れば年 200 万円程度、日本学術振興会特別研究員となっていれば月 20 万円程度の補助が得られる。 



















プ校でも大学院入学 1 年目は基礎科目を学び直させる。優秀な学生はスキップできるが、Qualifying 
examination は受ける必要がある。こうした基礎教育はその後の学生の成長に寄与し、また外部入学者へ





















第 3 期は理学系からするとイノベーション的なものを重視しすぎではないかという批判がある。第 4 期は
是非基礎的なところをもう少し見てほしい。ただし、工学的な基礎と理学系の基礎とは違う。 


































































































































































































































































































































文部科学省からの RA 経費、総長裁量経費、研究院長裁量経費、GCOE／COE／教育 GP 等、幾つ
















































































課程は入学時点から、博士課程は課程 2 年次から参加し、授業料など 16 万円／月支給されている。 
運営委員会にも企業関係者が参加しており、修了後の進路についても、国内企業への受入れを打診
している。 
















教育、大学院教育、先端研究指導の 3 階層に教員を区分し、担当を明確にするのが望ましい。 
経済的支援 
雇用型奨学金は推進すべきである。日本では RA 支給額が少なすぎてほとんど意味がない。 
TA はうまく活用すれば自身への教育効果もあり、非常に有効である。ただし現状では、TA の活動内


































































































電気であれば大学院の授業を 3 層にしており、1 層は自分の研究室以外の知識を輪講で学び、修士
ならば自分の研究室以外の 2 か所で実験をし、博士の場合は自分の研究室以外 6 人について演習する
というものである。その次の層では、オプトエレクトロニクス、半導体工学など、学部の上のレベルの基本
科目を設定し、教員が指導して履修させている。大学院の講義は通常 2 年に 1 回だが、コアカリキュラム


























































































































































































































 （1） 学生の獲得戦略 
  z 優秀な大学院学生確保のため最重視している市場は何処か？ 




 （2） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 












  z 大学院教育でどの様な人材を輩出すべきと考えているか？ 

























































(2) UMCP A. James Clark School of Engineering, Associate Dean 他148 
以下の 8 つの専攻（Department）がある。 
1) Aerospace 
2) Biological  
3) Chemical and Biomolecular 
4) Civil and Environmental 
5) Electrical and Computer 
6) Fire Protection 
7) Materials Science 
8) Mechanical 
- Reliability Engineering Program 
- Nuclear Engineering Program 
 
それぞれの専攻の規模は異なっており、最も大きな Electrical and Computer には 60 人の教員がおり、








Ph.D.候補となる能力を審査する Qualifying Exam を受けるためにはコースワークの要件がある。基本の
4 クラス、続いて技術的な選択科目 5 科目、研究活動である。Qualifying Exam の通過率は Mechanical の











入学しようとする学生は GPA で 3.0（4.0 満点）を持っていなければならない。さらに、良好な GRE の点
数も求められる。推薦状も評価される。研究経験も加点される。 
教員が学生獲得に関与するのは、専攻に見学旅行に来るよう学生を招待する段階までである。 






































物理分野でも昔は Qualifying Exam の通過率は 50%程度で、学生の 1/3 が脱落する状況だったが、今
は 90%以上の学生が通過するようになった。Qualifying Exam の位置付けが時代とともに変わってきてい
る。 
そもそも Qualifying Exam の実施内容は分野や学部に依存する。たとえば、材料分野では大学院教育
がリサーチ中心であるため Qualifying Exam を実施せず、プレプロポーザル（研究計画書の審査）を学生
に行わせている。 










































Master でも研究を発表する機会がある。さらに特殊な例としては Undergraduate でも論文を書くことが
あった。サマーリサーチとして始まって、パートタイムで研究しているうちに、他で報告されていない結果が
出たのでその学生に論文を書かせた。サマーリサーチは 1 時間 10 ドルの給与を教員が自分の研究費か
ら出している。サマーリサーチは、必修ではないが、可能であれば学生はやったほうが良いことになって
おり、単位にもなる。ただ、論文を書くような学生は例外で、夏は 1 日の時間を費やせるから、ある意味良















Board of Director などを作っているが、ほとんどは教育ではなく研究について議論されている。 
（g） 支援体制 
専攻には教員が 15 人いるが、ビジネスオフィスに様々な役割のスタッフが 5～6 名がおり、購買、グラン






教育の支援スタッフについては研究科の単位で IT の担当者が 3～4 人いて、プロジェクターやパソコン
の管理を担っている。教員が利用しているパソコンも IT 担当者が管理している。 
（h） TA 
学部によるが、TA はほとんどの宿題の採点や、実験のデモを行っている。さらに大学全体で教えなけ
ればならない物理、化学、数学の授業については TA を活用する。TA 活動をエンカレッジするため物理
であれば TA の賞が設けられている。 
日本の TA は給料が安いので授業まで担当できないかもしれないが、米国の TA は、当研究科の場合
















































































大学院については、各 Department が入学させる学生数を決めることができる。ただし、Computer 
Science では一定の成績以上であれば志願者全員を入学させている。これは州政府の IT を振興するとい
う方針に基づくものである。ただし、その分 TA 予算がたくさん割り当てられる。 
州から大学への補助金は学生数には依存しない。Undergraduate は以前は 29,000 人位だったが、こ
















































例えば Assistant Professor として赴任してきた場合、次のようになる149。 
(i)2 年間の夏の給与保証 
(ii)2 年間の担当科目数は、1 学期当たり 1 科目の保証 
(iii)Research Assistant 1 名の 2 年間の給与保証 
また、採用時にはできる限り、研究所との兼務を取り付けようと、学科長は各種研究所の所長と掛け合
う。通常、兼務契約期間は 3 年だが、通常の研究成果を出していれば、さらに 3 年の兼務延長が行われ
る。 
つまり、研究立ち上げ時の苦労を考慮して、Assistant Professor である 6 年間は 1 学期 1 科目を教える
だけで済むこととなる。 
専門分野や事情によって、研究所が存在しなかったり、兼務ができなかった場合でも、公平を期すた
めに、最初の 6 年間は 1 学期 1 科目に削減される。厳密には、新規採用時での契約書では 2 年間だけ
の保証となっているが、運用の実態としては 6 年間となっている。 
担当科目数の軽減措置に加えて、担当科目の選択や委員会等の仕事の軽減においても、若い教員
の便宜を図っている。 
























































本学には修士課程がなく、Ph.D.を目指すプログラムのみである。4～6 年で Ph.D.を取得する。 
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米国では大学院に入ったときにはアドバイザー（指導教員）が決まっていない。その代わり、アドバイザ



















ースが 6 つくらいある。日本では修士で 1 つ、博士ではほとんど無いのではないか。 
米国は入ってくる学生のレベルが日本より低いのでコースワークが重視されているという面もあるが、本
学では発展的な内容までコースワークで教える。日本では研究活動の中で本を読み、過去の論文を読ん
で学ぶ高水準の内容まで本学では講義がある。大学院の 3 年目相当に場の量子論、素粒子物理学の 2





































TA はティーチングだけでなく、宿題の採点もしてくれる。採点は TA がすべて行う。採点を教員が自分
でやるのは無理である。日本の TA はここまでできない。 
90 分の講義が 2 回、60 分のディスカッションが 1 回となっている場合、60 分のディスカッションは TA で
ある学生がやっている。ディスカッションは、教員が自分で行わないので、何をやっているか教員はわから
ないこともある。 

















本学では大体教員 1 人に博士課程の学生は 2 人であり、3 人が限界である。米国でも最後は教員の背
中を見て学ぶ。単純に米国の 3～5 倍の学生を日本では見ているのではないか。これはアカデミックな人
                                              
150 UCB の TA については、第 4-62 図表  カリフォルニア大学バークレー校における TA（GSI）の等級参照 
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を育てるには多すぎる。学生が 10 人になったら教育は難しい。 
（h） 複数のトップ校の存在 
米国では MIT、UCB、CALTECH といったトップ 5 まではほとんど教科書も同じで標準化されている。同







































調査対象者としては、U.S. News & World Report の理工学分野で上位となっている 29 大学のウェブサ
イトから教員情報を収集し、原則として我が国の大学（院）でも教育を受けた経験を持ち、日米双方の教













































































大学院教育の質 taught マスター、research マスター、Ph.D.プログラムの相違 
大学院教育の質の向上方法 
大学院教育の質に関する課題 
大 学 院 の 理 工 系 教 育 に 関 す る 新 た な 試 み （ transferable skills, Research 











































(1) ケンブリッジ大学 Department of Engineering （Graduate Study Office）Director /Senior 
Administrator 
① Department of Engineering について 
ケンブリッジ大学での大学院教育は日米の大学院（Graduate School）と大きく異なる。特に、4 年間
（Bachelor 3 年＋Msc1 年など）の学部教育を終えると直接 Ph.D.コースに入ることができること、修士コー
ス（taught コース、research コース）は一般的には Ph.D.へのステップではないことがその大きな違いとして
挙げられる。したがって、大学院の学生のほとんどは Ph.D.の学生となっている。 
Department of Engineering におけるアカデミックな事項についての決定は、Department に設置された




研究方法については個々の Supervisor に多くの裁量が与えられている。 
Department of Engineering は、ケンブリッジ大学全体の約 10%の学生が在籍している最も大きい
Department である。Department はさらに以下の 6 つの Division に分類されている。 
z Energy, Fluid Dynamics and Turbomachinery (a) 
z Electrical Engineering (b) 
z Mechanics Materials and Design (c) 
z Civil, structural, Environmental and Sustainable Development (d) 
z Manufacturing and Management (e) 
z Information Engineering (f) 
 
各 Division の教員、学生の人数は以下のとおりである。 
 
第3-9図表 ケンブリッジ大学① Department of Engineering の概要 
Division (a) (b) (c) (d) (e) (f) 合計 
教員 29 21 21 18 14 24 127 
Research Student151 108 165 165 80 86 80 684 
Taught MPhil152 - - - 30 40 - 70 
 
Ph.D.コースは標準 3 年のコースだが、平均すると Ph.D.取得までにフルタイムの学生で約 4 年間かか
る。なお、Ph.D.コースにおける学生の活動はあくまで研究が中心であり、専門知識を得るための講義は
ない。一般的に講義は学部生向けという位置づけである。 
Taught コースは、MPhil の 1 年生および学部の 4 年生もとることが可能である。ただしこのコースからは
通常 Ph.D.コースには進まない。Taught コースでは、産業界に在籍している学生や、特定の知識を身に
着けてすぐに産業界に行く予定の学生、途上国の学生が多い。また、すでに別の分野で Ph.D.を取得し
                                              
151 Research Student:約 90%が Ph.D.コース(フルタイム)、残りが MPhil コース。これ以外にパートタイムの Ph.D.の学生が 10 名ほど在籍し
ている。 
152 MPhil:Department of Engineering では 2 つの Division でのみ Taught コースの MPhil の学生がいる。 
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ているような学生もいる。 
Department of Engineering の事務組織には、学部向けと大学院向けの 2 つの組織がある。各 Division
でも細かな事務機能はあるが、基本的に中央集権的な組織である。大学院向けの事務組織は 3 名のスタ
ッフで構成されている。 
一方で全学的な事務組織もある。これは Board of Graduate Studies（BGS）と呼ばれ、入学許可、卒業





2008 年に Department of Engineering において、Ph.D.コースに応募、合格、入学した学生数は下図表




 Applications（応募） Accepted（合格） Arrivals(入学) 
英国国内 78 61 44 
EU 諸国 65 47 36 
















2. 学生は 2 通の推薦状、成績を大学に示す。 
3. その領域に関係する Division に学生のデータが渡され、興味のある研究者が必ず面接
（場合より電話インタビュー）する。（ただし、実際には、学生から自分が学びたいと考える
先生に直接連絡をして相互理解を図ることが多いようである） 












Department of Engineering にとって一番大きな学生向けの経済支援はリサーチカウンシル (RC)から
のものである。これは英国人学生向けのもの、EU 諸国の国籍を持つ学生向けのものがあるが、英国の学
生向けが多い。次いで企業からの Studentship がある。これ以外に European Funding (RC のヨーロッパ版
のような位置づけ)がある。 









Department of Engineering の Ph.D.卒業生の進路は、アカデミアないし純粋な研究職に進む者は半数
以下で、半数以上が産業界で就職している。この傾向は、年により若干の偏りがあるものの大きな違いは
























場合には、学生本人、カレッジの Tutor、Department が一体となって状況の改善方法を検討する。 
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(2) ケンブリッジ大学 Department of Engineering （現場教員（日本人）） 
① Department of Engineering について 
Department of Engineering はケンブリッジ大学で最も大きい Department である。Department 内部に 6
つの Division がある。他の大学と比較して、Engineering 以外の分野の研究者とお互いに協力して研究で
きる環境となっていることがケンブリッジ大学の特徴である。 




第3-11図表 Department of Engineering の収支構成 
収入 研究収入： 23 百万ポンド（増えつつある） 
取引収入： 4 百万ポンド 
政府ファンド： 14 百万ポンド 
学費：  8 百万ポンド 
支出 スタッフ給与： 24 百万ポンド（アカデミック 8 百万、研究者 7 百万、学生 3 百万、サポート
6 百万） 
人件費外経費： 17 百万ポンド 
その他経費： 9 百万ポンド 
 
② Department of Engineering での大学院教育の概要 
（a） コース規模 
Department of Engineering では Ph.D.コースの学生が約 600 人在籍している。通常は、Ph.D.取得を目




クへの就職も増えている。一方、MPhil コースは前述の通り Ph.D.に進むための一年コースであり、MSc は
日本での学部 4 年目のイメージに近いものである。 
（c） 教育スタッフの構成（Department of Engineering 全体） 
Department of Engineering 全体で、Professor が 46 名、Reader が 23 名、Senior Lecturer が 22 名、




2007 年～2008 年の Department of Engineering における大学院入学者数は 224 名である。うち、英国
出身者は 50 名程度であり、海外留学生が多い。海外は特に中国人留学生が増えている。また、入学者






















































Department of Engineeringでは工学系の技術文書の書き方など、独自のTransferable Skillsのプログラム
を作っている。 


























                                              
153 『ロバーツ報告』提言 Recommendation5.3「リサーチ大学院生のビジョンに関して（年 2 週間のトレーニング勧告：非義務付け）」に基づく
と思われる。 
154 Supervisor の許可のもと週 10 時間までこの種の活動に従事可能。ただしカレッジ付きの「Tutor」とは異なる。 
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(3) ケンブリッジ大学 Department of Physics （現場教員） 
① Department of Physics ついて 
ケンブリッジ大の物理学部生は非常に優秀である。ただし、難解であるがゆえに他の学部に移ってしま
う学生もいれば、他の学部にいても、優秀な学生で最後に物理学部に来る者もいる。 
Department には、教員等のアカデミックスタッフが約 65 名、ポストドクター等の研究者が約 150 名、秘
書等のサポートスタッフが約 125 名在籍している。 
Ph.D.の学生は約 250 名在籍しており、毎年約 70～80 名入学する。一方、修士 MPhil（Research）コー
スの学生は少なく、年に6～10名程度が入学する。また、修士MSｃ（Taught）コースは現在は存在しない。 
 
（a） 基本的なコース構成（Ph.D./ MPhil/ MSc） 
Department of Physics の Ph.D.コースは 3 年間が標準的な入学から修了までの期間だが、平均すると
3.5 年程度で Ph.D.を取得する学生が多い。特に実験系の研究分野では修了までの期間が長くなる傾向
にある。 
























すでに 3 年間ほど進められている”Transferable Skills”についても、Department of Physics や School of 





これは Department 内で研究発表を行うカンファレンスで、学生が企画するものであり、2007 年以降毎年 1








Ph.D.の学生のうち、約 3/4 は英国を含む EU 諸国の出身で、残りの 1/4 が非EU からの留学生である。
なお、Ph.D.の学生全体の半分以上はケンブリッジ大の物理学部出身である。 

























Department of Physics で Ph.D.を取得した後の進路として、修了後すぐに産業界で就職する者もいる
が、まずポストドクターとして研究者になり、ポストドクター職を 1～2 回繰り返す間にアカデミアでポストが
見つからずに産業界で就職する、というパターンが多い。Department of Physics を修了後、最終的に











(4) ケンブリッジ大学 Institute of Manufacturing, Department of Engineering （現場教員） 
① Institute of Manufacturing (IfM)について 
Institute of Manufacturing （以下、IfM）は、Department of Engineering の中の Manufacture and 




学の存在を社会にアピールすることも IfM の重要なミッションとなっている。結果として、Ph.D.、MEng 等の
学位取得を目的としたコースの他に、企業向けの短期間の taught コース、セミナー開催、企業に対するコ
ンサルティングなど、産業界と連携した様々な取り組みを 7 つの研究領域において実施している。 
IfM の Ph.D.コースでは様々なバックグラウンドをもつ学生が入学することも特徴である。例えばある年
に入学した学生 14 人のうち、ケンブリッジ大学からの入学者は 2 人のみであり、仕事をしながらパートタイ




IfM の組織規模は、Ph.D.コースの学生を含め、全体で約 250 名程度となっている。これは約 10 年前の
設立当時と比較しておよそ倍の規模である。250 名の内訳は、Ph.D.コースの学生が約 90 名、Teaching 
Staffs として教授 3 名、レクチャラー・シニアレクチャラー約 30 名、その他に契約ベースで長期間雇用され
るプロフェッショナルリサーチアソシエイツ、産業界との連携部門、サポートスタッフ等が在籍している。 
② 大学院教育における”Transferable Skills”について 
（a） Ph.D.取得後のアカデミック以外のキャリアについて 
IfM で Ph.D.取得した後には、様々な進路がある。全体的な統計ではないが、あるサンプル（全体で 14
人）を取り上げると、アカデミック・キャリアに就いたのは、1 人のみであった。残りは、民間のコンサルティン
グ、金融、IT、自動車、大学の産学連携部署、外国政府、自身で起業など、全てノンアカデミック・キャリア












                                              
155 なお、パートタイムの場合は Ph.D.取得に通常 5 年間を要する。 
156 ケンブリッジ大学の委託研究に関する全学的な窓口は Cambridge Enterprise である。 
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（b） 英国における“大学院の新しい教育”の評価 




（c） IfM における新しい大学院教育について 
産業界のニーズへ積極的に取り組んでいるとはいえ、Ph.D.コースでは研究のオリジナリティ、研究によ
る新しい発見が当然必要であり、学生に対しては研究の質が最も重視されることは IfM でも同じである。 
一方で、多くの卒業生が産業界に就職する IfM の Ph.D.学生にとって共通して必要なスキルの提供も
また重要であり、これらは、Transferable Skill、モジュール、リーディングクラブという 3 つのプログラムによ
って提供されている。これらのプログラムは IfM 以外の Department of Engineering でも必須のプログラム
であるが、IfM が独自に提供している内容もあり、より実践的なスキルが身につく内容を意識して設計され
ている。 
Transferable Skills は、産業界で就職する場合に必要となる IT スキル、プレゼンテーションスキル、コミ
ュニケーションスキルなどの向上を図ったものである。Ph.D.コース学生は参加が必須であり、年度の終わ
りに Transferable Skills の履修記録を IfM 事務局に提出することが求められている。 
モジュールは、いわゆる講義型の授業で、ここでも IfM の独自のプログラムを提供している。Ph.D.の学

















(5) シェフィールド大学 Department of Applied Mathematics （現場教員（日本人）） 
① Department of Applied Mathematics での大学院教育の概要 
（a） 基本的なコース構成（Ph.D./ MPhil/ MSc） 
Department of Applied Mathematics における Ph.D.コースでは、最初の一年で MPhil を取得し、続く 2



















































シェフィールド大学では Research Training Programme (RTP)を実施しており、Ph.D.の学生は基礎的な
研究、発表スキルなどを身につけることができる。RTP は全ての Ph.D.コースの学生に必須であり、Ph.D.1













サポートスタッフの充実度は Department 毎に異なる。例えば工学部だと Professor1 人に対して 1 人の









                                              
157 英国では Professor になると給与はいわゆる給与テーブル外となるため個別交渉となる。 
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また、一般的に英国での学位審査は日本の学位審査より厳しく、Pｈ.D.の取得は難しい。シェフィール
ド大学では、Ph.D.コースの 1 年終了後に Mini VIVA と呼ばれる口頭試問による進捗チェック、レポートの
提出が必要である。さらに、2 年終了後にもレポートの提出が必要であり、3 年終了後に VIVA と呼ばれる
学位審査がある。これは、内部メンバーおよび外部審査委員で計 3 名の委員会による非公開口頭試問で、
何時間も質問されるものである。 








る158。また、リサーチカウンシル（RC) からの奨学金159は 3 年間分しか支払われないため、Ph.D.を取得す
るのに平均 3.5～4 年間要することを考慮すると、3 年終了後は金銭面での工夫が必要となるケースが多













究を通じて 1 対 1 で教員から学ぶからこそ理解できるという認識なのではないか。 
                                              





(6) シェフィールド大学 Department of Engineering Materials （現場教員（日本人）） 
① Department of Engineering Materials での大学院教育の概要 
（a） 入学者の構成（内部進学／英国他大学／海外） 














（RC）をはじめ、多くの奨学金は Ph.D.コースの学生に対して 3 年間分しか支給されないという問題がある。
















                                              
161 ただし、これは Engineering Materials の分野では、バイオや、鉄、高分子といった物質について関連が深く、周辺の学問分野と近いこ
とから、専攻を変えたがる学生が多いという可能性はある。 
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英国の場合は、Professor に限らず、Senior Lecturer、Lecturer など、教員162は基本的に自分の研究グ
ループを持ち、研究資金を獲得して、グループを運営していかなければならない点が日本と異なる。これ













でも最短で学部の 3 年間と、Ph.D.の 3 年間の 6 年間で Ph.D.がとれてしまう点には問題がある。日本の




が集金力の高い人だと、企業からの Studentship をもらえる。 
海外からの Ph.D.コースへの申し込みは非常に多い。近年では中国・インドからの申し込みが多いと感
じる。 
Ph.D.の学生は、最初の 1 年は MPhil として登録される。1 年後の評価として、まず、1 年終了時点で
Literature Review とよばれるレポート提出を求められる。また、先行研究のレビューが行われる。これらに












                                              




(7) シェフィールド大学 Graduate Research Office, Acting Head / RTP Administrator 
① リサーチトレーニングプログラム（RTP）について 
（a） プログラムの背景と目的 














理工系だけでなく、人文・社会科学系も含む全てのフルタイムの Ph.D.学生は、Ph.D.一年目に 20 単位、
卒業までに 45 単位の RTP を受講することが義務づけられている。RTP の一つのクラス規模は、6～8 人位
の小規模なものから、大きいと 30 人程度のものまで様々である。 
RTP の主な内容は、①分野毎の基礎知識、②分野毎の基礎スキル、③プロフェッショナルトレーニング
（特にノンアカデミック・キャリアでも活かせる知識、就職対応）、である。履修の順序は自由であるが、
Ph.D.の 1、2 年の間に、①および②を履修し、3 年目に③を履修する学生が多い。ただし、履修は
Supervisor の承認が必要となっており、相談して他の学科等で提供されている単位を取得することも認め
られている。 





いう苦情が多くなってきた。また、GRO としても RTP の全容が把握できていないので、来年中に予定され
ている包括的評価の一環として RTP の全体像を把握し、重複を排除するなど、内容を大幅に見直すこと
を考えている。 
                                              
164 英国政府に対してもシェフィールド大学での知見がインプットされている。 
165 大学全体で、RTP のモジュールは 500 近くあり、年々追加されている。 
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（c） プログラム実施の結果 























英国で近年取り組みが始まった Doctoral Training Centre が、シェフィールド大学で現在 2 箇所設置さ
れており、将来的に 5 つまで増える予定である。ここでは、学際的な研究を行う優秀な学生を対象として、











                                              


















(8) シェフィールド大学 副学長 
① 理工学分野における大学院教育の質について 
（a） Taught マスター、Research マスター、Ph.D.の相違 
大学院教育では Ph.D.コースがメインとなるが、Ph.D.コースに至るまでの道のりは複数あり、これは専攻
により傾向が異なる。具体的には、学部で 3 年間の教育を受け、Bsc を取得した後に、①そのまま大学院
の Ph.D.コースに行く（3 年間）167、②1 年間をかけて大学院の MSc または MRes を取得した後、Ph.D.コー





MSc（Taught マスターコース）では学生は通常の学位よりもより専門的な教育を受ける。さらに MSc の取
















は Ph.D.の標準コースを 3 年間から 4 年間に改訂した。 
                                              
167 20 年前は一般的だったが、今はほとんどない。 
168 ナノテクでは Ph.D.に半数くらい行く。MSc 取得後に企業で一定期間働いてから Ph.D.に来る者もいる。 
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② 理工学分野における新しい大学院教育に向けた取り組みについて 






















また、Ph.D.学生向けの RC からの奨学金は 4 年で終了するため、学生には 4 年以内で Ph.D.を取得し
なければならないというプレッシャーがかかる。また、4 年以上になると学費も上がる。平均的には Ph.D.取






















などを行っている。また、Department 単位では独自の支援も行っており、例えば Department of 





































































































































































































































































































ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 



















































































































































































（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 
博士号取得後、アカデミアでの就職を考えてポストドクターになるのは 40％程度と思われる。




ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
Office ）  Director 
/Senior 
Administrator 




































れていれば年 200 万円程度、日本学術振興会特別研究員となっていれば月 20 万円程度の補
















































































































で教えなければならない物理、化学、数学については TA が活躍する。 
日本の TA は給料が安いので教育まで担当できないかもしれないが、米国の TA は、当研究


















（ Graduate Study 































































































































































































































ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
























































































































































































































































































































































































を担当する。グラントの会計についても専攻で 2 人くらいが見ている。 










































（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 


































































































シェフィールド大学では、博士課程コースの 1 年終了後に Mini VIVA と呼ばれる口頭試問に
よる進捗チェック、レポートの提出が必要である。さらに、2 年終了後にもレポートの提出が必要
であり、3 年終了後に VIVA と呼ばれる学位審査がある。これは、内部メンバーおよび外部審査
委員で計 3 名の委員会による非公開口頭試問で、何時間も質問されるものである。 
博士課程の学位審査については、英国の場合は相当詳細な論文を要求される。それまでに
投稿した論文をうまく束ねれば良い、というレベルではない。 
















































































A. James Clark 
School of 
Engineering, 















（ Graduate Study 












工学系の技術文書の書き方など、独自の Transferable Skills のプログラムを作っている。 






Office,  Acting 















企業からも Supervisor になってもらう CASE プログラム（Cooperative Awards in Science and 
Engineering）は、うまく機能していると評価している。参加する学生は多くの場合、産業界のニ
ーズに応えるため、応用に近いフェーズの研究をしている。 

































A. James Clark School 
of 
Engineering  ,Associate 
Dean 他 
当研究科は毎年プログラムをチェックしており、各専攻は契約によって判断される他、著名














































Office, Acting Head 















などの違いを考慮して、物理学、機械工学、バイオエンジニアリングの 3 分野を選定した。169 
第4-1図表 調査対象分野と選定理由 


















基礎研究 推進 4 分野 
（ものづくり技術） 













大学名 課程 物理 機械工学 バイオエンジニアリング 



















学部 Physics Mechanical Engineering Bioengineering 




学部 Physics Mechanical Engineering Bioengineering 













College of Letters and Science > Physics course







College of Computer, Mathematical and Physical
Sciences > Physics course


















(Department of Mechanical Engineering)
Master of Science and Doctor of
Philosophy in Engineering M.S./Ph.D. 44 348




A. James Clark School of Engineering
(Department of Mechanical Engineering)




Professional Master of Engineering Program
（社会人向け、午後・夜間開校、遠隔教育が主） ENPM
Joint Bachelor/Master Program B.S./M.S





















A. James Clark School of Engineering












Physics ： （ Faculty ） http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_dept_management&Itemid=423 （ Graduate Student ）
http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_dept_management&Itemid=423 



















育 成 し よ う と す る

























































    * （a）自然科学を中心とする諸分野の研究の第一線で開拓的な研究を行う研究・教育者 
    * （b）国際的、学際的な研究プロジェクト等の中核となる研究者 











































































































































































研究指導は研究室毎に行われる。教授、准教授、助教で見る。1 学年当たり 2 名を超えないという内規
















































































































































専攻全体で入学者数は毎年 120 人程度。教員数は 120 人なので、平均すると教員 1 人に対して 1 学
年に学生 1 人ということになる。ただし、研究室によって人気に違いがあるので、人気のある研究室は 1 学
年 2 名まで取れることになっている。特殊な事情がある場合には 3 名までとれる場合もある。 





























































評価の視点はオリジナリティ、クオリティ、クオンティティ、イニシアティブ、プレゼンテーションの 5 点。 
学会誌への事前の論文発表実績などは学位取得の条件としていない。専攻の教員は外的な基準に
頼らずとも自分たちで正しく審査・評価できると自信を持っている。 





















































































































































                                              































































                                              





































































































ジング分野」の 6 分野から構成されている。学生は、これら分野それぞれで最低 1 つの講義科目を履修し




























































































































































































































































授業は半期で 1 コマ（学部）・1 コマ（大学院）＋ゼミの指導＋研究指導というのが一般的な教員の負荷
になる。 



















































































































































































































































2001 年、大学院重点化に伴い、教育カリキュラムの改定を行った。機械工学分野を 3 コース（（1）生産
科学コース、（2）設計工学コース、（3）エネルギー工学コース）に分けて教育すべき内容を設定している。
コース毎に共通して必要な授業科目をコア科目（8 科目）として指定している。それ以外に専攻で開設さ
れている 38 科目を専門科目としている。学生は自分の所属するコースに応じて 
自分のコースのコア科目から 4 科目 8 単位以上、 
それ以外のコア科目および専門科目の必修と選択科目から 16 単位以上 








背景としては、博士前期課程学生が必要な単位を 1 年次前期に集中してとる傾向にあった（1 年次後
期から就職活動が始まるため）。その結果、講義室の学生収容数や、教員の負担に大きな偏りが発生し






















































(7) UMCP 物理学専攻（Chair） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 










































ある。1 年目に研究に入るための試験を受けさせる。大学によって要求は異なるが、本学では Qualifying 



















入学した学生の 90-95%は TA になる。これは Department の負担（州からの予算）である。教員にファン
ドが割り当てられ、TA を雇う。2 年目の試験にパスすると RA になる。これはほとんどグラントで賄われてい
る。しかし、資金配分機関が物理、特に理論に資金配分しないので、十分な学生を獲得できないという問
題がある。 
（d） Qualifying Exam 
1 年目に少なくとも 1 回受けなければならない。1 年に 2 回試験があるので、2 年のはじめまで 3 回のチ
ャンスがある。現代物理と古典物理の 2 つがある。 
試験は落とすためではなく、理解させるためのものである。落としたいとは考えていない。誰が成功する
のかわからない。若い人は励まさなければならない。プレッシャーを与えるのではない。 





















国の STEM(Science, Technology, Engineering, Mathematics)の教育を支援しようとしている。小学校レベ
ル、大学レベルでやることなど難しい問題である。我々がやらなければならないことの1つは、大学の先生
が高校で教えることだろう。 































































就職先は、Master レベルでは、R&D 組織、モトローラ、GE、USPO が挙げられる。Master レベルではさ






















ポートされている。Graduate Office が応募者を選び、ファカルティ・メンバーが選ぶという手順である。 
（b） 留学生の獲得 











女性は大学院で 25%、学部では 20-40%である。ファカルティでは 4 人が女性。機械工学は全米でも女
性が少ない。 






過去 4～5 年、学部で工学を学ぶ学生は増えている。機械工学は 2-3%の成長率だが、コンピュータ工
学は減っている。バイオエンジニアリングは増えているが絶対数がまだ小さい。 
全米で 80,000 人の学部の機械工学の学生がいる。電気計算機工学は 68,000-70,000 人。10 年前は
電気工学 85,000-90,000 人で、機械工学は 70,000 人だった。つまり、シフトしている。バイオエンジニアリ
ングは 10,000 人だが年 30%で増加しており、本学でも 2 年前にコースを設けた。 
15 年前は機械工学にとって良くない時期だった。古く成熟している分野と思われ、学生数は減ってい
た。細胞やナノや IT が注目を浴びていた。しかし、人々は原理として機械工学が必要だと言うことに気が









（a） Qualifying Exam 
Qualifying Exam では 10 日間でリサーチプランを作り、質問を受ける。これは論文とは別の内容で、研
究テーマ（Research agenda）を見つけられる能力を身につけさせる。これはどのような進路に進むにしても
重要である。Qualifying Exam では 2 トピックス選んでアドバイザーを含む 3 人の Committee を編成する。
信頼性工学では 3 つの特定の質問が準備されているが、機械工学にはそのようなものはない。 
（b） コース設計 























すべての Department でアセスメントが行われている。Dean や Provost による内部的なもの、ミシガン大
学など外部のものがある。ABETのアクレディテーションも6 年ごとにある。しかし、まずは Department 内の
自己点検に時間が割かれている。Mid-Atlantic の団体による大学全体の認証評価も行われる。 
ABET によって学部のプログラムが認定されていれば、大学院の質も保証されていると考えられる面が




ファカルティや学生の意見を聞くことも役立つ。また、PE 試験(Professional Engineer Exam)、FE 試験
(Fundamentals of Engineering Examination)の合格率も指標となる。 
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と高く、GPA の平均も 4.2 と高い。これは大学で一番高い。 
入学する学生は教員で選んでいる。ウェブベースで応募してきた者から選ぶが、機械工学のように教

















大学院は以下の 4 つのコアコースがある。 
1. Bimolecular and cellular rate processes 
2. Cellular and tissue biomechanics 
3. Electrophysiology of the cell 
4. Cellular and physiological transport phenomena 
Provost と議論しているが、学部学生も増えていて成長ステージにあるが、教員が少ない。 
（b） Master の位置づけ 
Ph.D.コースが主体であり、Qualifying Exam で落ちた人が Master となるが、FDA、NIH、NIST が従業員






りの Master は市場がないのではないか。 
（c） 経済的支援と TA 
学生一人当たり 29,000 ドルの支援をし、学費も負担するがそれは 45,000 ドルなので、単純に 74,000
ドルが学生 1 人当たりかかる。この負担はプロポーザルによって NSF や NIH から受け取っており、産業界
からはわずかである。 
TA は 2 回やることが義務となっている。TA を要求している理由は 2 つ。1 つは大学が金を節約するた
めである。もう 1 つは学生にとって TA の経験は、アカデミックジョブに就くのによいことである。 
1 年目はコースワーク中心なので金を払うのみになってしまうが、優秀な学生には 1 年目は学内予算で
トレーニング・グラントとして払う。 
（d） Qualifying Exam 
Qualifying Exam では、出された 4 つの問題のうち 1 つを選び、1 週間で調査をしてプロポーザルを作り、
質問に答える。問題を発見してリサーチすることが求められる。 
エンジニアとしてこのケースにどう対処する？といった文章の問題になっている。これに対して学生は
約 20 ページ程度のプロポーザルを作る。多くは PowerPoint のプレゼンテーションとなる。 
当然落ちることもあるが、2 回チャレンジができる。最初の学期が終わった 1 月に試験があり、次は夏で
ある。それでだめなら、Ph.D.ではなく Master となる。 
1 回の試験で 15 人のうち 1～2 人が落ちるが、落ちないように工夫している。 
Qualifying Exam の 1 年後にリサーチプロポーザルを作る。アドバイザーを選んでからテーマを決める。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
学部プログラムは ABET を受けている。Department は 5 年ごとにレビューされており、middle states の
組織が大学院を認定している。 
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部となり、さらにそこから教員が外に出て Department ができると言う形で 2 年前にできた。学部は農学部、
バイオリソースエンジニアリング学部から発展してきたので構造がしっかりしている。 







て全米にバイオメディカルエンジニアリングの Department が 2 ダース以上できている。 
本学では、バイオメディカルエンジニアリングではなく、バイオエンジニアリングを作った。その理由とし
ては、バイオメディカルエンジニアリングの学部で B.S.を取得しても仕事につきたがらず、さらに Graduate 
School やメディカルスクールに行って、バイオメディカルデバイス会社に行く。ミスマッチが起きている。こ
のフィードバックがあった。 
Graduate School は別で、NSF、NIH からリサーチに金がつき、ニーズに合致している。たくさんのスター
トアップカンパニーがたくさんの Ph.D.を雇っている。 
他の大学のコースも研究し、機械工学、メディカルスクール、電気工学から選んだ。Department を作っ































placement center でインタビューの仕方など支援している。 
金融業等の産業界が大学にリクルートに来てレジュメ（CV）を集めている。 
③ 学生の入学状況 
大学院は学部と異なり Department レベルで学生の選抜を実施している。 
入学については、Admission Committee を作って決める。 
学生獲得については、合格した（Admitted）学生の面倒しか見ていない。Admission前には事務部門で







Ph.D.コースの修了には、実験なら 7 年、理論なら 5 年程度要している。 






（c） Preliminary Exam 




現代物理などの分野があるが、各回のテストで 2/3 が合格している。 
本学では優秀な学生を獲得しており、GRE のスコアも高い。そのため、Preliminary Exam は高い率で通
っているとも言えるだろう。 
                                              
180 http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_content&task=view&id=88&Itemid=140 
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（d） Annual Progress Report 






最初の 2 年間の学生支援の金は州、大学のファンドから来ている。大学としての基金がある。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
カリキュラムは、教員からのコース・プロポーザルをもとに、academic committee を作って決める。本学






それぞれの Department に Director が率いる Administration の組織がある。人文系の Department で
どのようになっているかはわからないが、工学の Department では同様の組織である。 
Department には Director と Chair がいることになるが、Chair はアカデミックなことを担当する。たとえば、
ファカルティのリクルートを行い、給与を決める。Chair でいる間、教育は担当していない。 






























（programs of study）の修了。具体的には、数学、化学、物理、生命化学分野の大学院科目（advanced 
courses）が、問題解決のための工学システム・アプローチ（The engineering systems approach for 








学位授与の条件：工学上の組織、プロセス、ハード（structures, processes, and equipment）のデザイ
ン、設計、運用を行う際に関係してくる、テクノロジー、社会学、環境、経済上の問題を重視した





























































700-800 人だが、アドミッションは 150 人からせいぜい 200 で、実際に入学するのは 100 人に達するかと
いう状況である。 
Preliminary Exam は筆記試験であり、学部の知識で受けられるものである。入学 1 年以内に受けさせる。
落とすなら早めにしないとならない。3 科目試験を行い、3 科目全て合格するのは 70%、30%は再度受験す
ることになる。UCB は学生のレベルが高いが、2 回目も失敗すると Ph.D.はだめということになる。全体の
10%くらいが落ちる。 
Qualifying Exam は 2 年強在学しないと受けられない。学生 1 人に先生 4 人というように 1 人 1 人の学
生に Committee を作る。Qualifying Exam で落ちることはまずないが、1 回目で落ちる人はいる。 
RA をしながら Qualifying Exam を受けるが、RA でやったことを発表するのも 1 つの方法である。 
いくつ論文を出していないと Ph.D.を授与しないということはないが、論文を出すように奨励はしている。 
4 年制の学部で一定の GPA の学生は、もう 1 年で BS と MS が取得できる 5 年生のプログラムがる。ア
プライの手続も簡単である。 










まるが加速度が高い。日本の大学の輪講で 1 年かけてやることを 1 学期の 1 科目で済ませる。1 つの授
















































































 High completion rates 
within normative time
 Employment outcomes 
(known for > 70% of Ph.D. 
alumni)
 Over half in academia are 
in tenure track positions at 
top schools, e.g.
– Duke 
– Johns Hopkins 
– Stanford 
– University of Minnesota









第4-8図表 UCB バイオエンジニアリング・大学院プログラム卒業生の進路 
                                              






440-450 の応募があり、学部ですでに publication（proceedings）を書いている優秀な学生さえいる。 
学生に対するインタビューの後に、技術的なインタビューに応じている。 
























第4-9図表 UCB バイオエンジニアリング・大学院プログラムへの志願者・入学者 
（b） マッチング 















UCB の学部からは 2-3 人の学生が進学して来るのみである。ただし、優秀な学生であるために残るよう
にという引き抜きは UCB でも起こる。公平に見ている。 
 
Student and Faculty Diversity
 Faculty recruitment: 
– 54% new hires women or minority males
 Graduate enrollment (2006-07)
– 42% Female
– 11% Underrepresented Minority (2X applicant pool %)
 Graduate degrees (10 year average)
– 40% Female
– 4.5% Underrepresented Minority
 Undergraduate enrollment 
(2006-07)
– 37% Female
– 5% Underrepresented Minority
 Undergraduate degrees 
(8 year average)
– 37% Female
– 3% Underrepresented Minority
 
出典：UCB バイオエンジニアリング専攻提供資料 













大学院のプログラムは UCB と UCSF 両方の大学の共通プログラムである Ph.D.コースのみである。 
プロフェッショナル・マスターのコースを別途設けるかは検討中である。本学でも夜間プログラムはうまく
いっていないので、遠隔教育を考えている。 
入学した学生が Ph.D.を取得する割合(graduate rate)は高い。本プログラムでは Ph.D.を目指す学生し
 325
か採らないためである。他大学には、Ph.D.ではなく Master が大きいケースがある。たとえば、スタンフォ
ード大学は Master 学生から選んで Doctor へ進学させている。つまり、フィルタリングを行っている。しかし、




学生が研究を始める時期（年次）はグループによって異なっている。Fluid Mechanics では 1 つの論文
を書けば良くても、生物は 5 報出すなどの違いがある。 
個人差もある。経験を積んでから研究を始めるのではなく、3 年目から研究を始める学生は、教員がた
くさん助ける必要がある。 





本 Department には 7 人の職員がいる。ファンドがあればたくさん雇うことが可能である。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） 教育の評価 
評価については、キャンパスの中のしくみとして 7 年に 1 回に自己点検を行っている。 
Advisorｙ Board を設けて評価している。 
外部評価について、ABET は恐ろしい(terrible)。CALTECH などは受けていない。また、バイオエンジ





教員 1 人当たりの学生は 3 人程度である。教員がどの程度グラントを獲得できるかによって養える学生
数が決まる。また、教員のスタイルにもよるだろう。化学では 7～15 人の学生を採ったりするし、理論や数
学は 2 人だったりする。 
平均的な教員は 1 セメスターに 1 クラスを教えている。1 年には 2 セメスターあるので、2 クラス教えるこ










Department facts at a glance
 Almost 10 years old
– (First new COE department in over 40 years)
 16.16 Faculty FTE
– 17 Core Faculty
– 12 Joint Faculty
 15 new BioE faculty hires since 1998
 41 new courses developed by core faculty since 1998
 2006-07 Enrollments
– Undergraduate: 301
– Graduate (doctoral): 169
 Extramural Funding
– Core BioE Faculty Awards: 55 projects totaling >$26M
– Joint BioE Faculty Awards: 81 projects totaling >$99M
Department of Bioengineering
 
出典：UCB「Program Review 2007」 






















修士課程182 ・大学院に 2 年以上在学 
・30 単位以上修得 
・修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格 
博士課程183 ・大学院に 5 年以上在学（修士課程の 2 年を含める） 



























































物理学研究に必要となる基礎的な数学の問題 2 問を出題する。 
○物理学 
基本的な物理の問題 6 問を出題する。 
第 1 問～第 3 問はいずれも必修問題で、量子力学（第 1 問）、統計力学（第 2 問）、古典力学および電磁
気学（第 3 問）、を主な範囲とする。 


















修士課程 1 年 「物理学特別実験 I」または「物理学特別演習 I」 
修士課程 2 年 「物理学特別実験 II」または「物理学特別演習 II」 
博士課程 1 年 「物理学特別実験 III」または「物理学特別演習 III」 
博士課程 2 年 「物理学特別実験 IV」または「物理学特別演習 IV」 
博士課程 3 年 「物理学特別実験 III」または「物理学特別演習 III」 
出典：東京大学「平成 20 年度大学院履修案内」より作成 
 


































機械工学（第 1 部） 主に、熱工学、流体工学の分野から出題 







（1）第 1 次試験について 
（イ）筆記試験 








（2）第 2 次試験について 







修士課程を修了するためには、所要科目を履修して 30 単位以上を修得しなければならない。 
2008年度に入学した修士課程の学生においては、原則として、機械工学特別演習Iの6単位以外に、
授業科目表における共通基盤分野から 4 単位、選択した一つの専門分野から 10 単位、その他の専門分
野から 6 単位の計 20 単位を、取得しなければならない。 
アカデミック、ノンアカデミックのいずれに進むにしろ必要となる内容は共通基盤とし、自分の専門分野












 分野名 講義内容 
共通基盤 共通基盤科目 応用数学、数値解析、情報と計測、科学技術英語、他 
専門分野 固体力学・材料分野 弾性学、塑性学、破壊強度学、表面工学、結晶学、計算材料科学、他 
 熱・流体分野 熱工学、熱流体工学、数値熱流体工学、分子熱流体工学、エネルギー変換工学、
他 
 機力・生産分野 機械力学、制御工学、振動工学、振動音響学、車両工学、ロボティクス、他 
 設計・生産分野 機械・システムの創造設計手法、極・超微細加工計測技術の原理と応用、先端加
工技術の基礎と応用、他 











1 年次 10 月、 


































TOEFL-CBT, TOEFL-PBT、または TOEFL-iBT の公式スコアを提出した者は受験できない。 
2）専門科目 
A. 総合科目 









TOEFL-CBT, TOEFL-PBT、または TOEFL-iBT の公式スコアを提出した者は受験できない。 
2）専門学術 
A. 総合科目 






を図表を含めて A4 判用紙片面印刷 4 枚以内にまとめたもの 3 部）に基づいた 30 分間程度の総合的な試問
（口頭発表と試問）を行う。口頭発表には PC プロジェクターが使用で きる。 
C．第 1 次試験合格者について、修士論文に関して試問を行う。その期日は追って通知する。 
 













修士課程については、6 分野の各々の分野から少なくとも 1 科目、計 12 単位、また、各教員が担当する
科目である以下の計 13 単位を含め、30 単位以上を履修しなければならない。 
・ バイオエンジニアリング輪講第 1（2 単位）、 
・ バイオエンジニアリング特別実験第 1（6 単位）、 
・ バイオエンジニアリング演習第 1（4 単位）、 







博士課程については、各教員が担当する科目である以下の計 20 単位を含め、20 単位以上を履修しな
ければならない。 
・ バイオエンジニアリング輪講第 2（3 単位）、 
・ バイオエンジニアリング特別実験第 2（10 単位）、 
・ バイオエンジニアリング演習第 2（7 単位） 
なお、修士課程においてバイオエンジニアリング演習第 3 を履修していない者は、博士課程において、












課程 区分 入学者の選抜 








































学）の学生を対象とした「5 研究科共通講義」および「5 研究科共通セミナー」が提供されている。 
 
第4-23図表 広島大学 5 研究科共通講義 
授業科目 単位数 開講部局 実施センター 
理工系キャリアパスセミナー 1 理学研究科 キャリアセンター 
放射光科学特論Ⅰ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
放射光科学特論Ⅱ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
ベンチャー起業論（ＭＯＴ-1） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術戦略（ＭＯＴ-2） 2 工学研究科 産学連携センター 
知的財産および財務会計論（ＭＯＴ-3） 2 工学研究科 産学連携センター 




催（発表時間 14 分、質疑応答 5 分）、教員全員が独創性・論理性・積極性・発表能力・コミュニケーション
能力を評価し（評点各 10 点）、教員会で合否を判定する。なお、博士課程進学者に対しては、これをもっ
て専門知識と関連知識を問う口頭試問（発表時間 20 分、質疑応答 5 分）とする。 
博士後期課程は、博士学位請求論文の提出後、主査及び副査（4 名）による予備審査会（発表時間 40
分、質疑応答 20 分）にて、論文内容に関する専門知識及び関連知識を問う口頭試問を行う。論文発表











課程 区分 入学者の選抜 
博士前期課程 推薦選抜 （出願資格） 





























2001 年、大学院重点化に伴い、教育カリキュラムの改定を行った。機械工学分野を 3 コース（（1）生産
科学コース、（2）設計工学コース、（3）エネルギー工学コース）に分けて教育すべき内容を設定している。
コース毎に共通して必要な授業科目をコア科目（8 科目）として指定している。それ以外に専攻で開設さ
れている 38 科目を専門科目としている。学生は自分の所属するコースに応じて 
z 自分のコースのコア科目から 4 科目 8 単位以上、 
z それ以外のコア科目および専門科目の必修と選択科目から 16 単位以上 
z 工学研究科共通科目の必修を含めて 4 単位以上、 
z 自専攻の開設科目、他専攻の開設科目（特別講義を除く）、前述以外の共通科目から 







科目区分 履修区分 科目名 配当年次 
コア科目 選択必修 精密工作学特論 1 または 2 
  材料物理学特論 1 または 2 
  応用物理学特論 1 または 2 
  弾塑性学特論 1 または 2 
  設計学特論 1 または 2 
  材料強度学特論 1 または 2 
  材料プロセス特論 1 または 2 
専門科目 必修科目 機械システム工学講究Ⅰ 1 
  機械システム工学講究Ⅱ 2 
  機械システム工学講究Ⅲ 3（博士後期課程 1 年） 
  機械システム工学講究Ⅳ 4（博士後期課程 2 年） 
  機械システム工学講究Ⅴ 5（博士後期課程 3 年） 
  機械システム工学セミナーⅠ 1 
  機械システム工学セミナーⅡ 2 
 選択必修科目 （複数） 1 または 2 






大講座 教育科目 教授 准教授・講師 助教
材料複合工学 ●● ●●   
材質制御工学 ●● ●● ●●
材料成形工学   ●● ●●
材料物理学   ●● ●●
工学基礎（留学生）   ●●   
材料強度学 ●● ●● ●●
熱工学 ●●   ●●
反応気体力学 ●● ●● ●●
燃焼工学 ●● ●● ●●
プラズマ基礎科学 ●● ●● ●●
量子エネルギー工学 ●● ●● ●●
材料力学 ●●   ●●
機械力学 ●● ●● ●●
機械要素学 ●●   ●●
流体工学 ●● ●● ●●
生産システム ●● ●● ●●
制御工学 ●● ●● ●●
機械加工システム ●● ●● ●●

































名以上（教授を 2 名以上含むものとする）の審査委員をもって構成される。 
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*2：Theoretical Dynamics、 Methods of Statistical Physics、 Methods of Mathematical Physics、











第4-28図表 UMCP 物理学 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
                                              
188 取得可能学位は M.S.と Ph.D.の 2 種類が用意されている。M.S.は修士論文を提出するコースと提出しないコースが存在する。結果とし




第4-29図表 UMCP の物理学専攻の入学要件 



















 総合 6.0 
 各分野 6 
物理 
・学士（物理） 


















自分の専門領域以外の専門科目を 2 科目以上、履修することを義務化している。 
コア科目については、必修科目ではないが、候補者資格試験合格のためには、これらの科目の知識
が不可欠となっている。 
ラボ科目のうち 1 科目の履修が必要である。 
 
第4-30図表 Ph.D.プログラムの修了要件（UMCP 物理学） 
<Ph.D. 修了要件> 
1. Preliminary Exam（事前試験）に合格することで物理学の基本的な知識を有していることを証明すること。Preliminary 
Exam の成績が不十分な場合には、口頭試験を課すこともある。 
2. Graduate Laboratory (PHYS621)あるいは Research Electronics (PHYS 685)もしくはそれに代わる科目を、B 以上の
成績で履修、単位取得すること。 
3. 理論物理を専攻する学生は、PHYS624 もしくは PHYS 625 を、B 以上の成績で履修、単位取得すること。 
4. リサーチ・セミナー「物理の基礎と最前線（Foundations and Frontiers of Physics）」（0 単位）を、3 学期終了時点まで
に履修すること。 
5. Preliminary Research Presentation（事前研究報告）を実施し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュ
ア・トラック保持者）により承認を受けること。 
6. 4 年次終了までに Ph.D.候補者（Candidate）となること。Ph.D.候補者になるためには、上記の要件 1,2,4,5 を満たすこ
とに加え、学術論文（Scholarly Paper）を 1 本執筆し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュア・トラック
保持者）により承認を受けることが条件となる。 
7. 専門分野（field of specialization）以外から 2 科目を履修すること。そのうち最低一科目は物理プログラムの 700 番台
（もしくはそれ以上）科目であること。 
8. 少なくともセミナー2 単位、論文研究科目 12 単位以上を履修し、独創性を有する博士論文を発表し、ディフエンスを
通過すること。 
9. 大学院の算出基準に基づく最終的な GPA が 3.0 以上で修了すること。 
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.umdphysics.umd.edu/index.php/academics/graduate/requirements.html）より作成 
③ RA・TA 
GRA（Graduate Research Assistantship）は候補者資格試験の合格後からで、Research assistantships
となっているが、基本的には自分自身の研究活動に専念できる。 
GTA（Graduate Teaching Assistantships）は、週 20 時間、クラスの運営全般を補助する。まだ指導教員
が決定していない学生が優先される。 
なお、GTA を希望する外国人学生は、英語要件として、Maryland English Institute (MEI)による
evaluation program へ参加した後でなければ、GTA が認められない。 
④ 候補者資格試験（Qualifying Examination） 
Classical Physics、Quantum Physics の 2 分野から各 5 問（計 10 問）が出題される筆記試験であり、
4 問合格する必要がある。2 日かかる負荷が高い試験である。1 年次末までにどちらかの分野の試験
を受験することが必須である。最終的には両方に合格する必要があり、合格期限は初回受験の 1 年後ま
でである。年に 2 回行われるので、チャンスは 3 回となる。 
⑤ Preliminary Research Presentation 
候補者資格試験合格後 1 年以内に実施される。 
口述試験であり、当該エリアの研究動向の概要報告、学生自身が実施した研究内容の報告、あるいは
その組み合わせのいずれか。前者はファカルティ成員 2 名（うち 1 人はテニュア持ち）に承認してもらう必
要がある。後者は指導教員と相談の上作成。 
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第4-31図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UMCP 物理学） 
Year No Courses
1st PHYS 601 Theoretical Dynamics
1st PHYS 603 Methods of Statistical Physics
1st PHYS 604 Methods of Mathematical Physics
1st PHYS 606 Electrodynamics
PHYS 615 Nonlinear Dynamics of Extended Systems
2nd PHYS 621 Graduate Laboratory
1st PHYS 622 Introduction to Quantum Mechanics I
1st PHYS 623 Introduction to Quantum Mechanics II
PHYS 624 Advanced Quantum Mechanics
PHYS 625 Non-relativistic Quantum Mechanics
PHYS 675 Introduction to Relativity, Gravitation and Cosmology
2nd PHYS 685 Research Electronics
PHYS 704 Statistical Mechanics
PHYS 708 Seminar in Teaching College Physics
PHYS 709 Seminar in General Physics
PHYS 711 Symmetry Problems in Physics
PHYS 715 Chaotic Dynamics
PHYS 718 Seminar in General Physics
PHYS 719 Seminar in General Physics
PHYS 721 Atomic and Optical Physics I (Survey)
PHYS 722 Atomic and Optical Physics II
PHYS 726 Research Group Rotation in Quantum Optical Information
PHYS 728 Seminar in Atomic and Molecular Physics
PHYS 731 Solid State Physics: Survey
PHYS 732 Introduction to Solid State Physics II
PHYS 738 Seminar in Experimental Solid State Physics
PHYS 739 Seminar in Theoretical Solid State Physics
PHYS 741 Nuclear Physics: Survey
PHYS 748 Seminar in Experimental Nuclear Physics
PHYS 749 Seminar in Theoretical Nuclear Physics
PHYS 751 Elementary Particle Physics I: Survey
PHYS 752 Elementary Particle Physics II: Theory
PHYS 758 Seminar in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 759 Seminar in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 761 Plasma Physics I: Survey
PHYS 762 Plasma Physics II
PHYS 769 Seminar in Plasma Physics
PHYS 776 Advanced Gravitation Theory
PHYS 778 Seminar in Space and Cosmic Ray Physics
PHYS 779 Seminar in General Relativity
PHYS 798 Special Problems in Advanced Physics
PHYS 798B PHYSICS COLLOQUIUM
PHYS 798C INTRO TO SPRCNDUCTIVIY
PHYS 798D APPLIED DYNAMICS SEMINAR
PHYS 798E HIGH TEMP SPRCNDCTVTY
PHYS 798L BIOPHYSICS
PHYS 798N BIOPHYS MOTION IN CELLS
PHYS 799 Master's Thesis Research
PHYS 808 Special Topics in General Physics
PHYS 809 Special Topics in General Physics
PHYS 818 Special Topics in General Physics
PHYS 819 Special Topics in General Physics
PHYS 828 Special Topics in Atomic and Molecular Physics
PHYS 829 Special Topics in Quantum Mechanics and Quantum Electronics
PHYS 832 Theory of Solids I
PHYS 838 Special Topics in Experimental Solid State Physics
PHYS 838A CURR TOP SURFACE PHYS
PHYS 838C SUPERCONDUCTIVITY
PHYS 839 Special Topics in Theoretical Solid State Physics
PHYS 839A SP TOP PHYS SOL ST
PHYS 849 Special Topics in Theoretical Nuclear Physics
PHYS 851 Advanced Quantum Field Theory
PHYS 858 Special Topics in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 859 Special Topics in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 869 Special Topics in Plasma Physics
PHYS 878 Special Topics in Space and Cosmic Ray Physics
PHYS 879 Special Topics in General Relativity
PHYS 888 Special Topics in Applied Physics
PHYS 889 Special Topics in Interdisciplinary Problems
PHYS 898 Pre-Candidacy Research
PHYS 899 Doctoral Dissertation Research  
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.physics.umd.edu/academics/grad/Current/BlueBook.htm）より作成 
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(8) UMCP 機械工学 Ph. D.プログラムの場合 
修士プログラムからの転入者に対し 24 単位までの単位転用を認める。また修士プログラムの成績優秀






































第4-33図表 UMCP 機械工学専攻の入学要件 



















 総合 6.0 













At least a 3.2 






（ 外 国 か ら の
志願者のみ） 




大学院のコースワークから 42 単位(credits)以上が必要であり、少なくとも 18 単位(credits)は UMCP の
コースワークでなければならない。つまり、他の認定された大学の大学院コースワークの 24 単位(credits)
までは、アドバイザーと大学院 Committee の許可のもとで含めることができる。すべての単位(credits)は
600 レベル以上から得たものでなければならない。また。数学から 6 単位(credits)取得する必要がある。 
③ RA・TA 
RA(GRA)、TA(GTA)制度がある。GTA を希望する外国人学生は、英語要件として、Maryland English 
Institute (MEI)による evaluation program へ参加した後でなければ、GTA が認められない。 





でのサマリーを口述試験の 3 日前までに提出する必要がある。口述試験では 15 分間のプレゼンテーショ
ンの後、質問（テーマに直接関係ない場合もあり）が行われる。 





第4-34図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UMCP 機械工学） 
Year No Courses
ENME 600 Engineering Design Methods
ENME 601 Manufacturing Systems Design and Control
ENME 602 MEMS Device Physics and Design
ENME 603 Advanced Mechanisms and Robot Manipulators
ENME 605 Advanced Systems Control
ENME 610 Engineering Optimization
ENME 611 Geometric Modeling for CAD/CAM Applications
ENME 616 Computer-Aided Manufacturing
ENME 625 Multidisciplinary Optimization
ENME 627 Manufacturing with Polymers
ENME 631 Advanced Conduction and Radiation Heat Transfer
ENME 632 Advanced Convection Heat Transfer
ENME 633 Molecular Thermodynamics
ENME 635 Energy Systems Analysis
ENME 640 Fundamentals of Fluid Mechanics
ENME 641 Viscous Flow
ENME 642 Hydrodynamics I
ENME 644 Fundamentals of Acoustics
ENME 646 Computational Fluid Dynamics
ENME 647 Multiphase Flow and Heat Transfer
ENME 656 Physics of Turbulent Flow
ENME 657 Analysis of Turbulent Flow
ENME 660 Miroelectronic Components Engineering
ENME 661 Dynamic Behavior of Materials and Structures
ENME 662 Linear Vibrations
ENME 664 Dynamics
ENME 665 Advanced Topics in Vibrations
ENME 667 Turbulence Simulations
ENME 670 Continuum Mechanics
ENME 672 Composite Materials
ENME 673 Energy and Variational Methods in Applied Mechanics
ENME 674 Finite Element Methods
ENME 677 Elasticity of Advanced Materials and Structures
ENME 678 Fracture Mechanics
ENME 680 Experimental Mechanics
ENME 684 Modeling Material Behavior
ENME 690 Mechanical Fundamentals of Electronic Systems
ENME 693 High Density Electronic Assemblies and Interconnects
ENME 695 Failure Mechanisms and Reliability
ENME 700 Advanced Mechanical Engineering Analysis I
ENME 704 Active Vibration Control
ENME 705 Non-Newtonian Fluid Dynamics
ENME 706 Impact of Energy Conversion on the Environment
ENME 707 Combustion and Reacting Flow
ENME 710 Applied Finite Elements
ENME 711 Vibration Damping
ENME 712 Measurement, Instrumentation and Data Analysis for Thermo-Fluid Processes
ENME 760 Mechanics of Photonic Systems
ENME 765 Thermal Issues in Electronic Systems
ENME 770 Life Cycle Cost and System Sustainment Analysis
ENME 775 Manufacturing Technologies for Electronic Systems
ENME 780 Mechanical Design of High Temperature and High Power Electronics
ENME 785 Experimental Characterization of Micro- and Nanoscale Structures
ENME 788 Seminar
ENME 799 Master's Thesis Research
ENME 808K Advanced Topics in Mechanical Engineering: Micro-Electro-Mechanical Systems I (MEMS I)
ENME 808B -- BIO-MICROFLUIDICS
ENME 808D -- SUSTAIN ENRGY PRD & UTIL
ENME 808G -- FLEXBLE MACROELECTRONICS
ENME 808P -- ADV MTHDS RISK-BSD DSGN
ENME 808R -- FIBER OPTICS
ENME 808Y -- DEFORMBLE BODIES & BHVR
ENME 808Z -- ELECTRONIC PROD DEVELOP
ENME 898 Pre-Candidacy Research
ENME 899 Doctoral Dissertation Research  
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.enme.umd.edu/grad/phd-req.html）より作成 
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(9) UMCP バイオエンジニアリング Ph. D.プログラムの場合 
Ph.D.論文の提出に量的要件（査読論文 2 件）を設けている。 






























出典：メリーランド大学カレッジパーク校 Bioengineering Graduate Program Student Handbook 











第4-36図表 UMCP のバイオエンジニアリング専攻入学要件 
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Speaking6.5 
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 総合 6.0 




＋推薦状 3 通 
General 共通 
共通 
（ 外 国 か ら の 志
願者のみ） 




コ ー ス ワ ー ク は 45 単 位 (credits) 以 上 の 履 修 が 必 要 で あ る 。 通 常 1 年 次 に 必 修 科 目
（BIOE601,602,603,604）、1～2 年次前期に選択科目(生命科学、工学、数学、コンピュータ科学分野から






Ph.D.プログラムの学生は、2 学期の TA が必須となっている。 
④ 研究適性試験（Research Aptitude Exam） 
通常 1 年次の後期（second semester）が始まる前に受けなければならない。 
配布された problem statements の 4 つの問題の中から 1 つを選択し、その回答を一週間で調査を行い、
Written Proposal および Oral Presentation を行うことが必須となっている。Oral Presentation は、3 名のフ
ァカルティ・メンバーからなる審査委員会で発表する必要がある。 
Written Proposal では、与えられた研究課題に対して、自分であればどの様なアプローチで研究する







第4-37図表 RAE の概要 
PART I: WRITTEN PROPOSAL 
The objective of the written proposal is to communicate how a specific research problem may be investigated. The 
following details the sections required within the written proposal as well as the purpose of each section: 
z Abstract: State why the field (your problem) is significant, the objective, and the strategy to solve the specific 
problem. Typically, an abstract is one page or less in length. 
z Specific Aims: State a global hypothesis, specific hypotheses, and specific aims which will address the specific 
hypotheses. 
z Background and Preliminary Studies: Introduce the fields pertinent to your proposal as well as any preliminary 
calculations or research results. Depending upon your background and problem, you may or may not discuss 
preliminary studies. 
z Research Design and Methods: Outline detailed experiments which will investigate each hypothesis, and therefore 
each specific aim. Each experiment should contain an objective, experimental plan, and success criterion. The 
information provided in the experimental plan (or the cited references in the experimental plan) should allow a 
reader to carry out the proposed plan. Include a methods section, resources required to perform your experimental 
plan, and a time line. The experimental plan is the heart of the proposal. 
z Cited References: Cite sources for background information and experimental plan. 
The proposal is not to exceed 10 pages using a 12pt font and 1.5 line spacing. The 10 page limitation covers the proposal 
body text, as well as any figures, tables and schemes. The title page, abstract, and cited references do not count toward 
the 10 page limitation. 
 
PART II: ORAL PRESENTATION 
The objective of the oral presentation is to succinctly communicate the key points of the written proposal. Typically, 
this would require an introduction that presents the field of research and then a discussion of the experimental plan. The 
presentation should not last longer than 20 min. This guideline would generally be interpreted to also mean that the 
presentation should not be longer than 15 slides. Both during and after the presentation, the committee may ask 
questions concerning the proposal, as well as relevant background topics. Each student will be notified by email of the 
place and time of the oral presentation. The presentations should be delivered using Microsoft PowerPoint. A laptop 
computer and LCD projector will be provided on the day of the presentation. 
出典：University of Maryland, College Park「Bioengineering Graduate Program Student Handbook」 
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第4-38図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UMCP バイオエンジニアリング） 
Ph.D MS
First Year BIOE 601 Biomolecular and Cellular Rate Processes ◎ ◎
First Year BIOE 602 Cellular and Tissue Biomechanics ◎ ◎
First Year BIOE 603 Electrophysiology of the Cell ◎ ◎
First Year BIOE 604 Cellular and Physiological Transport Phenomena ◎ ◎
First Year BIOE 605 Laboratory Rotations I ◎
First Year BIOE 606 Laboratory Rotations II
BIOE 608 Bioengineering Seminar Series
BIOE 610 Instrumentation in Biological Systems
BIOE 611 -- TISSUE ENGINEERING
BIOE 631 -- POROUS FLOW MODELING
BIOE 645 Advanced Engineering Start Up Ventures
BIOE 799 Master's Thesis Research ◎
BIOE 808K -- MEMS I
BIOE 898 Pre-Candidacy Research
BIOE 899 Doctoral Dissertation Research ◎
BIOE 689 Special Topics In Bioengineering: Use of Genomics and Proteomics in Infectious Diseases
BIOE 689M Special Topics In Bioengineering:
BIOL 620 Cell Biology (Offered with laboratory as BSCI 421)
BIOL 622 Membrane Transport Phenomena
BIOL 651 Physical Chemistry for Biologists
BIOM 601 Biostatistics I
BCHM 463 Biochemistry of Physiology
BCHM 669 Biological Mass Spectronomy
BSCI 422 Principles of Immunology
CHEM 403 Radiochemistry
CHEM 705 Nuclear chemistry
MOCB 630 Eukaryote Molecular Genetics
MOCB 639 Advanced Cell Biology
MOCB 640 Protein Structure and Function
NACS 641 Introduction to Neurosciences
NACS 728R Computational Neuroscience
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Evolutionary Computation and Artificial Life
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Medical Imaging and Imaging Analysis
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Introduction to Biomaterials
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Polymers, Bio-Polymers and their Applications in Nano- and Bio-Techn
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Chemical and Biological Detection
BIOE 689M Special Topics in Bioengineering: Cell Motility
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Bionanotechnology: Physical Priciples
BIOE 689Q Special Topics in Bioengineering: Quantitative Cell Physiology
AMSC 666 Numerical Analysis I
CMSC 828U Advanced Topics in Information Processing: Exploiting Biological Resources
ENCH 620 Methods of Engineering Analysis
ENCH 648 Special Topics in Chemical Engineering: Advanced Biochemical Engineering
ENEE 631 Digital Imaging Processing
ENEE 719 Advanced Topics in Microelectronics: Mixed Signal VLSI Circuit Design














出典：University of Maryland, College Park「Bioengineering Graduate Program Student Handbook」より作成 
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(10) UCB 物理学 Ph. D.プログラムの場合 
基本的に Ph.D.取得を目指した教育課程となっている。取得可能な学位としては M.A.と Ph.D.の 2 種
類であるが、M.A.のみを取得目的とした学生の入学は認めていない。（Ph.D.取得の過程で M.A.取得が
可能となっている）  
Preliminary Exam. が大きな関門を担っている。Ph.D. candidate となるには、Preliminary Exam. に合
格後、さらに Qualifying Exam. に合格する必要がある。特に Preliminary Exam.は筆記・口頭それぞれが
数回に別れて行われており、大きな関門となっている。 








































第4-39 図表 UCB 物理学専攻 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
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① 入学要件 
第4-40図表 UCB 物理学専攻の入学要件 







































課程入学後 1 年次に、まずは電磁気学（Physics 209: Classical Electromagnetism）、統計物理学
（Physics 211: Equilibrium Statistical Physics）、量子力学（221A-B: Quantum Mechanics）の 3 科目
(courses)を履修することが義務付けられている。推奨されている履修モデルでは、前 2 科目が 1 学期目、
2 学期目に量子力学の履修を行うことになる。 
また、必修科目に加えて 5 学期（3 年次 1 学期）までに 18 単位(units)の選択科目を履修する必要があ





テーションを行う場となるポスター・カンファレンス、及び③将来 GRA/ GSI へ雇用され経済支援を受ける





ほとんどの大学院生に対して、Preliminary Examination を通過後に GSI(TA)か GRA(RA)のいずれかの
ポストが与えられる。 
GSI への推薦条件は GPA3.1 以上である。 
④ 事前試験（Preliminary Examination） 
各学期開始時に行われ、学部レベルの知識が深く習得できているかを問う内容である。筆記と口述に
 354
分かれており、1 年次に筆記試験のうち 1 種類の受験が必須である。1 回で合格する確率は 7 割前後とさ
れている。 
z 筆記試験：Classical（力学・電磁気学・光学）、Quantum（量子力学）の 2 種類で各 3 時間を要する。 
z 口述試験：筆記試験合格後に受験可。筆記試験と同じく Classical、Quantum の 2 種類があり、説明
能力より分析能力に主眼がおかれる。 




第4-41図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UCB 物理学） 
Year NO Courses Requirement




1st 209 Classical Electromagnetism ◎
1st 211 Equilibrium Statistical Physics ◎
212 Nonequilibrium Statistical Physics
216 Special Topics in Many-Body Physics
1st 221A Quantum Mechanics ◎
1st 221B Quantum Mechanics ◎
226 Particle Physics Phenomenology
C228 Extragalactic Astronomy and Cosmology
231 General Relativity
232A Quantum Field Theory I
232B Quantum Field Theory II
233A Standard Model and Beyond I
233B Standard Model and Beyond II
234A String Theory I
234B String Theory II
238 Advanced Atomic, Molecular, and Optical Physics
240A-240B Quantum Theory of Solids
242A-242B Theoretical Plasma Physics
250 Special Topics in Physics
1st 251 Introduction to Graduate Research in Physics
C254 High Energy Astrophysics














290N Seminar in Non-Neutral Plasmas
290P Seminar







295 Special Study for Graduate Students
299 Research
1st 300 GSI Training Seminar
602 Individual Study for Doctoral Students  
出典：UCB ウェブサイト（http://physics.berkeley.edu/academics/grad/09_GradProgram.pdf）より作成 
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主専攻に加え副専攻 2 つを義務化しており、「主専攻」で GPA 要求（3.5 以上）するだけではなく、「副
専攻」にも GPA3.0 以上を求めるなど幅広い知識を要求している（M.Eng.課程においては工学(College of 
Eng.)以外からの科目履修を義務化（最低 8 単位）している）。また、ハース・ビジネススクールとの共同運





































Ph.D. Candidate Oral  
Presentation Seminar
 




第4-43図表 UCB の機械工学専攻入学要件 



























＋推薦状 3 通 
＋専攻内の分野の所属希望を尋ねるオリジ
ナル書類  
General 共通 共通 





入学直後の学生は、まず 1 つの主専攻（Major）と 2 つの副専攻（Minors）を決定する。 
36 単位(units)以上の履修が必要であるが、必修科目と定められている科目はない。ただし、コア科目
の3～4科目は履修が強く推奨されている。選択必修科目は、主専攻分野、副専攻分野（2分野）より選択







z Fluid Mechanics 




z Ocean Engineering 
z Solid Mechanics 






GSI(TA)については、在籍中に 1 学期行うことが義務づけられている。GPA3.1 以上の場合に推薦され
る。 
④ 事前試験（Preliminary Examination） 
年 2 回、学期はじめに実施される筆記試験である。全体の成績が GPA3.3 以上の学生のみ受験できる。
9 分野から主専攻を含む 3 分野に合格する必要がある。不合格の場合、再試験は 1 度のみ可能である。 
⑤ 候補者資格試験（Qualifying Examination） 
口頭試験。主専攻 4 科目、副専攻各 2 科目を指定の成績以上で修了後に受験可能。 
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第4-44図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UCB 機械工学） 
NO Courses
C212 Heat and Mass Transport in Biomedical Engineering
C213 Fluid Mechanics of Biological Systems
C214 Advanced Tissue Mechanics
C217 Biomimetic Engineering -- Engineering from Biology
C218 Introduction to MEMS Design
C219 Microelectromechanical Systems (MEMS)
220 Precision Manufacturing
221 High-Tech Product Design and Rapid Manufacturing
222 Advanced Manufacturing Processes
C223 Polymer Engineering
224 Mechanical Behavior of Engineering Materials
C225 Deformation and Fracture of Engineering Materials
226 Tribology
227 Mechanical Behavior of Composite Materials
228 Computer-Aided, Optimal Mechanical Design
229 Design of Basic Electro-Mechanical Devices
230 Real-Time Applications of Mini and Micro Computers
232 Advanced Control Systems I
233 Advanced Control Systems II
234 Multivariable Control System Design
235 Switching Control and Computer Interfacing
C236 Control and Optimization of Distributed Parameters Systems
237 Control of Nonlinear Dynamic Systems
239 Advanced Design and Automation
240A Advanced Marine Structures I
240B Advanced Marine Structures II
241A Marine Hydrodynamics I
241B Marine Hydrodynamics II







258 Heat Transfer with Phase Change
259 Microscale Thermophysics and Heat Transfer
260A Advanced Fluid Mechanics I
260B Advanced Fluid Mechanics II
260D Advanced Fluid Mechanics IV
262 Theory of Fluid Sheets and Fluid Jets
263 Turbulence
266 Dynamics and Stability of Engineering and Geophysical Flows with Rotation, Convection, or Waves
267 Geophysical Fluid Mechanics
C268 Physicochemical Hydrodynamics
273 Oscillations in Linear Systems
274 Random Oscillations of Mechanical Systems
275 Advanced Dynamics
277 Oscillations in Nonlinear Systems
280A Introduction to the Finite Element Method
280B Finite Element Methods in Nonlinear Continua
281 Methods of Tensor Calculus and Differential Geometry
282 Theory of Elasticity
283 Wave Propagation in Elastic Media
284 Nonlinear Theory of Elasticity
285A Foundations of the Theory of Continuous Media
285B Surfaces of Discontinuity and Inhomogeneities in Deformable Continua
285C Electrodynamics of Continuous Media
286 Theory of Plasticity
287 Multiscale Modeling and Design of New Materials
288 Theory of Elastic Stability
289 Theory of Shells
290A Nonlinear Dynamics of Continuous Systems
290C Topics in Fluid Mechanics
290D Solid Modeling
290G Laser Processing and Diagnostics
290H Green Product Development: Design for Sustainability
290L Introduction to Nano-Biology
290M Expert Systems in Mechanical Engineering
290N System Identification
290P New Product Development: Design Theory and Methods
290Q Dynamic Control of Robotic Manipulators
290R Topics in Manufacturing
C290S Hybrid Systems and Intelligent Control
290T Plasmonic Materials
290Z Topics in Control, Modeling and Optimization
298 Group Studies, Seminars, or Group Research
C298A Topics in Fluid Mechanics
299 Individual Study or Research
602 Individual Study for Doctoral Students  
出典：UCB ウェブサイト（http://www.me.berkeley.edu/new/grad/StudentHandbook08-09.pdf）より作成 
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第4-46図表 UCB のバイオエンジニアリング専攻入学要件 































＋推薦状 3 通 
General 共通 共通 
出典： UCB ウェブサイト（http://grad.berkeley.edu/programs/list.shtml、 
http://bioeng.berkeley.edu/prospectives/admissions.php） より作成 
② コースワーク 
1 年次にラボ・ローテーションが必須（通常夏学期）となっている。学期中には週 8～10 時間、夏期休暇
中は週 32-40 時間を費やす。ローテーションの成果は、学生によって運営されるバイオ研究セミナー
(Bioengineering Research Forum)での 15 分の口頭発表を行うか、プログラム全体規模で行われる年次研
究カンファレンス(Annual Research Conference)で発表することが必要である。 
その他に必修となっているのはセミナー科目（200）と TA トレーニング科目のみであるが、学生は主専
攻（Major Area）、副専攻（Minor Area）をそれぞれ 1 つずつ選択し、主専攻から 16 単位(units)、副専攻か
ら 8 単位(units)の取得が必要である。後者は研究によって一部代替可能である。 
選択必修科目として定められている科目は以下の通り広範囲に亘っている。 
Area Requirements (Semester Units) ： 
- Anatomy, Physiology and Biology (9) 
- Biochemistry, and Chemistry beyond General Chemistry (3) 
- Engineering in a traditional discipline and Computer Science(7) 
- Mathematics (beyond linear algebra and differential equations) and Statistics (2) 
③ RA・TA 
TA は GSI と呼ばれており、TA トレーニング科目を履修した上で、週 10 時間（基本）の経験を最低 1 度
行う必要がある。通常 2 年次に行われ、GPA3.1 以上の場合に推薦される。 
④ 候補者資格試験(Qualifying Examination) 
候補者資格試験は、次の 2 つで構成されている。 




第4-47図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UCB バイオエンジニアリング） 
NO Courses
200 The Graduate Group Introductory Seminar
210 Cell Mechanics and the Cytoskeleton
211 Cell and Tissue Mechanotransduction
C212 Heat and Mass Transport in Biomedical Engineering
C213 Fluid Mechanics of Biological Systems
C214 Advanced Tissue Mechanics
215 Models of Cell Mechanics: Dynamics of the Cytoskeleton and Nucleus
C216 Macromolecular Science in Biotechnology and Medicine
C217 Biomimetic Engineering -- Engineering from Biology
C218 Stem Cells and Directed Organogenesis
221 Introduction to Micro and Nanobiotechnology: BioMEMS
C223 Polymer Engineering
C230 Implications and Applications of Synthetic Biology
231 Introduction to Computational Molecular and Cellular Biology
240 Topics in Computational Biology and Evolution
241 Probabilistic Modeling in Computational Biology
243 Computational Methods in Biology
244 Introduction to Protein Informatics
C246 Topics in Computational Biology and Genomics
265 Principles of Magnetic Resonance Imaging
C279 Occupational Biomechanics
290 Advanced Topics in Bioengineering
290A Advanced Topics in Biomechanics and Tissue Engineering
290B Advanced Topics in Bioinformatics and Genomics
C290C Topics in Fluid Mechanics
290D Advanced Topics in Computational Bioengineering
290F Advanced Topics in Biomedical Imaging and Signal Processing
290H Advanced Topics in Biomedical Systems Engineering
290I Advanced Topics in Special Topics in Bioengineering
298 Group Studies, Seminars, or Group Research
299 Individual Study or Research  







(1) UMCP の指導体制 
学生指導は Research Advisor が一元的に責任を持つこととなっている。大学院入学時点では
Research Advisor が専攻長（Chair）により暫定的に割り当てられ、本格的なリサーチワークが始まる段階
で Research Advisor が確定する189。 
① 物理学 Ph. D.コースの場合 
z Dissertation Advisor の割当・指名 







z 論文審査委員会（5 名） 
5 名の委員で構成され、最低 3 名は物理学専攻内から、専攻外から 1 名を選定する。主査は通常は
Dissertation Advisor が務めるとされている。委員会の設置時期は、「論文提出後、口答試験の最低 10 日
前」とされており、主査である Dissertation Advisor 以外は論文提出まで学生指導に関わっていないと推
測される。 
 
② 機械工学 Ph. D.プログラムの場合 
z Research Advisor の割当・指名 
Research Advisor は可能な限り早期に決定するとされている。Research Advisor は学生への研究指導
とともに、科目履修を含めた学習全般への助言を行うことが明記されている。 
 
z 候補者資格試験委員会（3 名） 
候補者資格試験委員会の主査は、大学院部門長／専攻長により指名される。Research Advisor は委
員となるが、主査を務めることはできない。残りの委員は Technical Division Leader190及び大学院部門長
により指名されるため、学生・Research Advisor は委員構成に直接関与しないことになる。 
 
z 論文審査委員会（最低 5 名、うち 3 名は専攻内） 
主査は Research Advisor が務める。委員として、「専攻長代理」として専攻長が指名する機械工学専攻
以外の教員（UMCP 内）から 1 名加わる。委員の人選は主査、専攻長代理を除き、学生が行うこととなって
いる。論文審査委員会の設置時期は不明だが、プロポーザル（計画書）、学生指導を行うこととされている
ことから、候補者資格試験(Qualifying Exam.)に合格した後、早い段階で設置されると推測される。 
                                              
189 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/doctoral_degree_policies.htm#5 
190 Technical Division Leader は機械工学専攻内に複数存在するサブ細目／専門分野 Technical Division それぞれに存在する責任者的
存在。 
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③ バイオエンジニアリング Ph. D.プログラムの場合 
z Research Advisor の割当・指名 
バイオエンジニアリング分野では、1 年次は Research Advisor を暫定的に専攻長が務めることとなって
いる。1 年次終了時までに Research Advisor を正式に指名する必要があり、学生は候補者 4 人と面接を
行った上で 1 名に決定する。 
 
z 論文計画書（プロポーザル）審査委員会（3 名） 
本審査は、実質的には候補者資格試験(Qualifying Exam.)に相当する。主査は Research Advisor が務
め、それ以外に専攻内から 2 名（計 3 名）で構成される。本委員会が、そのまま論文審査委員会に引き継
がれることが推奨されているが、必須ではない。 
 
z 論文審査委員会（5 名） 
審査委員は、主査（＝Research Advisor）が推薦することとなっており、学生が主体的に指名するので
はない。主査以外に、専攻内から 2-3 人、専攻外（UMCP 内）から 1 名、外部機関（Ph.D.を保有する著名













修士・博士論文審査、候補者資格試験(Qualifying Exam.)を行う委員会の委員は、Graduate Adviser の助言を元に学生が指名す
ることになっている（学生が主体的に決定する）。 
 
① 物理学 Ph. D.プログラムの場合 
入学した学生には最初はメンターがつく。これはまだ研究室（指導教員）が決まっていないためである。 
 
② 機械工学 Ph. D.プログラムの場合192 
z Graduate Adviser の割当 




                                              
191 以下の情報は、大学院便覧 GGP（Guide to Graduate Policy）における記述に基づく。 
192 出典：Mechanical Engineering, UCB, Student Handbook, 2008-09. 
 364
 




候補者資格試験委員には Research Adviser は含まれない。教員 4 名から構成されることとなっており、
機械工学から 2-3 名、それ以外の分野から 1-2 名で構成することとなっている。 
 
z 論文審査委員会の指名 
Adviser 等の助言を元に学生が指名する。主査（=Research Adviser）以外に、専攻内から 2-3 名、専攻
外（UCB 内）から 1-2 名で構成される。審査委員は、論文審査だけでなく、学生の研究指導に加わる。 
 
③ バイオエンジニアリング Ph.D.プログラムの場合193 
z Graduate Adviser の割当 
各学生に 1 人 Peer Adviser が割り当てられる。Peer Advisor は学生の科目履修や進路の相談に対応す
ることとなっている。Peer Adviser 以外に学務上の諸手続の支援を行う Graduate Adviser が 2 名、割り当
てられる。 
 
z Research Mentor の指名 
ラボ・ローテーションや Peer Adviser の助言を元に、学生は実際に研究指導を受ける教員（Research 





Research Mentor 指名後に候補者資格試験(Qualifying Exam.)が実施される。候補者資格試験委員に






委員会の主査は Research Mentor が務めることとなっているが、それ以外に、専攻内から 2～3 人、専攻





                                              









出典：University of California, Berkeley「Bioengineering Graduate Students Handbook」より作成 
第4-48図表 UCB バイオエンジニアリング専攻におけるプログレスレポートの例 


















































































修士課程 106 (100%) 46 (43%) 60 (57%) 3 (3%)
博士課程 54 (100%) 51 (94%) 3 (6%) 4 (7%)
修士課程 33 (100%) 12 (36%) 21 (64%) 4 (12%)
博士課程 1 (100%) 1 (100%) 0 (0%) 1 (100%)
修士課程 39 (100%) 34 (87%) 5 (13%) 0 (0%)
博士課程 10 (100%) 10 (100%) 0 (0%) 0 (0%)
修士課程 81 (100%) 76 (94%) 5 (6%) 1 (1%)
博士課程 7 (100%) 3 (43%) 4 (57%) 1 (14%)
物理学 Ph.D.プログラム 95 (100%) 2 (2%) 93 (98%) 10 (11%)
















（注）東京大学バイオエンジニアリング専攻については工学部には対応する学科がない。   
出典：各専攻へのアンケート結果より作成（上記以外の調査対象プログラムについては回答なし） 国内は 2008 年 5 月、海外は 2007 年
秋時点 
 
                                              
194 調査対象とした広島大学の専攻は「物理科学専攻」「機械システム工学専攻」であるが、以下では他大学と同様に「物理学専攻」「機械
工学専攻」を呼ぶこととする。 
195 GPA(Grade Point Average)は、欧米の大学で標準的に使用されている学生の成績評価の方法である。A(=4.0)、B(=3.0)、C(=2.0)、
D(=1.0)、F(=0.0)の 5 段階で成績を評価し、その成績平均を数値化したものを指す。GPA が 4.0 の場合は、履修科目が全てオール A の
成績であることを意味する。 
196 GRE(Graduate Record Examination)とは、通常、米国の大学院進学の際に必要な共通試験である。一般知識と専門知識を試験するた
めの 2 つのテスト（それぞれ General Test、Subject Test）から構成されるが、通常は、前者のテストのみを課すことが多い。数学や物理
学等を希望する者についてはさらに後者のテストの受験が要求される。 
































































械工学専攻のように、博士 2 種類（Ph.D./D.Eng.）および修士 3 種類（M.S.planⅠ/M.S.planⅡ/M.Eng.）
の学位を設けるなど、学生の目的に応じた複線的なコースを用意している事例もある。 
 
第4-51図表 メリーランド大学カレッジパーク校における”Future Faculty”プログラムの例 
”Future Faculty”プログラムは、以下の 3 つのトレーニング・セミナー、教育実習、研究指導実習から構成される。 
 




② Future Faculty Program Teaching Practicum （教育実習） 
・指導教員の監督の下で、コースを共同で教える。シラバスの作成、試験の作成・添削、成績評価など。 
③ Future Faculty Program Research Mentoring Practicum （研究指導実習） 
    ・研究経験の浅い大学院生や学部生に対する研究指導。 
出典：http://www.eng.umd.edu/academics/ffp/ffp-courses.html より作成 


























                                              
199 【参考】米国物理学会と米国物理教員協会の合同調査によると、米国のほとんどの大学院（物理学専攻）で Preliminary Exam や
Qualifying Exam を実施しており、6%が口述試験、残りが筆記（ないしは筆記と口述の併用）試験を課している。64%の大学院で最初の 2 年
間のうちにこれらの試験に合格することを義務づけている他、73%の大学院で 2 度の受験資格を与えている。（出典： American 
Association of Physics Teachers (AAPT) & American Physical Society (APS), ”Graduate Education in Physics”, revised 2006). 



































































































*2：Theoretical Dynamics、 Methods of Statistical Physics、 Methods of Mathematical Physics、
Electrodynamics、 Introduction to Quantum Mechanics
出典：メリーランド大学カレッジパーク校ウェブサイト
（http://www.physics.umd.edu/academics/grad/Current/BlueBook.htm）  
































































































第4-55図表 広島大学 5 研究科共通講義 
授業科目 単位数 開講部局 実施センター 
理工系キャリアパスセミナー 1 理学研究科 キャリアセンター 
放射光科学特論Ⅰ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
放射光科学特論Ⅱ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
ベンチャー起業論（ＭＯＴ-1） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術戦略（ＭＯＴ-2） 2 工学研究科 産学連携センター 
知的財産および財務会計論（ＭＯＴ-3） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術移転論（ＭＯＴ-4） 2 工学研究科 産学連携センター 
 
第4-56図表 Ph.D.プログラムの修了要件の例（UMCP 物理学専攻） 
<Ph.D. 修了要件> 
1. Preliminary Exam.（事前試験）に合格することで物理学の基本的な知識を有していることを証明すること。Preliminary 
Exam.の成績が不十分な場合には、口頭試験を課すこともある。 
2. Graduate Laboratory (PHYS621)あるいは Research Electronics (PHYS 685)もしくはそれに代わる科目を、B 以上の成績
で履修、単位取得すること。 
3. 理論物理を専攻する学生は、PHYS624 もしくは PHYS 625 を、B 以上の成績で履修、単位取得すること。 
4. リサーチ・セミナー「物理の基礎と最前線（Foundations and Frontiers of Physics）」（0 単位）を、3 学期終了時点までに
履修すること。 
5. Preliminary Research Presentation（事前研究報告）を実施し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュア・ト
ラック保持者）により承認を受けること。 
6. 4 年次終了までに Ph.D.候補者（Candidate）となること。Ph.D.候補者になるためには、上記の要件 1,2,4,5 を満たすこと
に加え、学術論文（Scholarly Paper）を 1 本執筆し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュア・トラック保持者）
により承認を受けることが条件となる。 
7. 専門分野（field of specialization）以外から 2 科目を履修すること。そのうち最低一科目は物理プログラムの 700 番台（も
しくはそれ以上）科目であること。 
8. 少なくともセミナー2 単位、論文研究科目 12 単位以上を履修し、独創性を有する博士論文を発表し、ディフエンスを通
過すること。 




                                              
201 【参考】American Institute of  Physics の調査によると、米国の大学院教育（物理学専攻）において幅広い知識を学生に習得させるた
めに、52%の大学が学生に対して専門領域(specialization)以外の科目を少なくとも 1 科目以上履修することを義務づけている。（出典： 

























指導体制について記載 授業履修以外の修了要件・推奨活動について記載  
出典：University of California, Berkeley「Bioengineering Graduate Students Handbook」より作成 




























































修士課程 103 (100%) 0 (0%) 50 (49%) 51 (50%) 2 (2%)
博士課程 68 (100%) 42 (62%) 21 (31%) 0 (0%) 5 (7%)
修士課程 13 (100%) 0 (0%) 11 (85%) 2 (15%) 0 (0%)
博士課程
修士課程 36 (100%) 0 (0%) 24 (67%) 9 (25%) 3 (8%)
博士課程 5 (100%) 2 (40%) 3 (60%) 0 (0%) 0 (0%)
修士課程 90 (100%) 0 (0%) 87 (97%) 3 (3%) 0 (0%)
博士課程 8 (100%) 1 (13%) 7 (88%) 0 (0%) 0 (0%)
物理学 Ph.D.プログラム 30 (100%) 23 (77%) 7 (23%) 0 (0%) 0 (0%)
Ph.D.プログラム
（Master修了者）
35 (100%) 0 (0%) 18 (51%) 11 (31%) 6 (17%)











































































出典：U.S. Department of Labor, ”Occupational Outlook Quarterly • Fall 2008”より作成 
第4-60図表 【参考】米国における学歴別の週当たりの収入と失業率（2006 年） 
米国では、学士、修士、博士と学位の取得レベルが上がるとともに、週当たりの収入（左）が上昇し、失業
































出典：UCB「Bioengineering Graduate Students Handbook」より作成 
第4-61図表 UCB バイオエンジニアリング専攻におけるプログレスレポートの例 
 （Annual Progress report: Third Year Students & Beyond） 










く教育者に進む学生もいる。このように TA が重視されているため、最初の 1～2 年次には TA 経験が必須
化されるなどの位置付けとなっている。 
UCB の場合、TA の登用基準として一定以上の成績を求めている他、TA としてのトレーニングを行う科
目が準備され、その受講が必要となっている。TA の職階も複数に分かれており、そのうち授業支援を行う
大学院生インストラクター（ＧＳＩ）については 4 段階の等級区分による業務内容と給与体系がそれぞれ設





第4-62図表  カリフォルニア大学バークレー校における TA（GSI）の等級 
カリフォルニア大学バークレー校では、①Graduate Student Instructor、②Acting Instructor-Graduate Student、③
Reader、④Tutor の 4 種類の TA を導入している。 
 
z Graduate Student Instructor (GSI) 
カリフォルニア大学バークレー校では、授業支援を行う大学院生インストラクターを Graduate Student Instructor (GSI)と
呼んでいる。GSI の雇用は、4 つの異なった等級(level)の一つに属する形で行われる。 
z 等級(level)I 
科目の教育全体（GSI の活動を含む）の責任者である常勤ファカルティ［教員］の積極的な指導と管轄を受けながら、
講義内での討論の司会、もしくは実験室（ラボ）での実験にのみ責任を有する。等級 I の GSI は講義の教育、課題の内
容、試験計画、成績評価に関しては責任を有さない。 
z 等級 II 
本等級の GSI は、等級 I のものと同様の事柄について責任を有する。しかし、等級 II の GSI に任命される場合には、
その者は常勤ファカルティの下で学部下位部門 Lower Division に属する科目の教授を行う能力があるとみなして良
い。 
z 等級 III 
等級 III の GSI は、ファカルティの管轄下で学部下位部門科目 lower division course の教授を遂行する能力を有する
べきである。各学科で GSI に対し大学院レベルの科目の補助を行わせようとする際には、件の〔GSI を担当する〕学生が
自身の学位課程とは異なった〔実質上より上位の大学院課程に属する〕ことを大学院部門 Graduate Division は要求す
る。つまり、修士レベル科目の運営補助には修士以上の課程に属することが、また、博士レベルの科目の運営補助に
はポスト＝ドクターレベルが求められる。その種の条件では、GSI が〔教授を行う〕学生とは同様の財政支援の対象とは
ならない。等級 III の GSI への任命は、大学院部門の副部長 Associate Dean of the Graduate Division による。 
z 等級 IV 
本等級への任命は、等級 I、II、III に通常割り当てられるものを超えた、追加の権限（他の GSI の指導）にかかわるも
のであり、大学院部門副部長 Associate Dean of the Graduate Division による公的なチェックと承認の対象となる。 
 
（注）等級 I より上の GSI の任命［等級 II 以上］にあたっては、大学院部門副部長 Associate Dean of the Graduate Division のチェックと
承認を経てはじめて任命が行われる。 
 
z 大学院生講師代理 Acting Instructor-Graduate Student (AI=GS) 
大学院生講師代理に任命されるのは、特定の学部専門科目(Upper-Division)の教師としての業務を遂行すべく雇用さ
れたものである。その担当科目については、大学院部門の副部長 Associate Dean of the Graduate Division、及びシラバス


























出典： American Association of Physics Teachers (AAPT) & American Physical Society (APS),  
”Graduate Education in Physics”(revised 2006)より作成 
第4-63図表 【参考】米国の大学院 1 年次（物理学専攻）に提供しているプログラム 



















が大きいとの認識はあるものの、1 教員当たり 1 学期 1～2 科目程度の担当に留まるように、各専攻（専攻
長）が調整している。この教育負担についても、研究負担が高い教員、若手新任教員に対しては軽減さ
れる仕組みも設けられており、柔軟である。また、研究指導についても、専門領域や研究スタイルによって











大学名 専攻名 本務 兼務 本務 兼務
物理学 41 92 13 0
バイオエンジニアリング 21 18 5 0
物理科学 27 10 4
機械システム工学 49 0 3 0
物理学 75 26 1















Technical and Instructional Support Group (11)
管理スタッフ ADMINISTRATIVE STAFF (13名)
技術スタッフ TECHNICAL STAFF (11名)
リサーチ・オフィス RESEARCH OFFICES (4名)   
出典：UCB ウェブサイト（http://www.me.berkeley.edu/new/staff/index.html）より作成 


















の機械工学科の学部プログラムのみ JABEE の認定を受けている。 
 
                                              
202 ABET(Accreditation Board for Engineering and Technology)は、米国の大学等の技術者教育プログラムについて審査・認定を行って
いる団体である。 











































































                                              
204 第 2-18 図表 日本の大学院の入学者・入学志願者数の推移（左：理学、右：工学） 
205 第 2 章第 2 節 3．(1)日本  

































































                                              

































                                              
208 大学院入学者数の規定要因 －海外事例－UCB の例として第 4 章第 2 節 1．(10)④（e）、第 4 章第 2 節 1．(12)③（d）、UMCP の例と














































































                                              
209 人材育成目標の設定と達成度評価に関する事例として、筑波大学「博士後期課程早期修了プログラムにおける達成度評価システム」

























                                              
210 第 1-5参照 
211 出典：日本経済団体連合会「２１世紀を生き抜く次世代育成のための提言」２００４年４月１９日 
212 UMCP、UCB の履修要件 第 4 章第 2 節 2． 








































                                              
214 第 2-27 図表 日本の大学院生の多様化 








研 究 活 動 の 実 施 能 力 を 検 証 す る マ イ ル ス ト ー ン （ Qualifying Examination や Preliminary 
Examination）を設置し、それらを通過しなければ研究活動に入れない仕組みとなっている。 
























                                              
216 第 4-62図表 参考：UCB における TA（GSI）の等級 



































z 東京大学機械工学専攻では、グローバル COE の採択により、学生が専門分野（研究室）を超えた
研究プロジェクトに参加することで自身の視野を広げ、専門以外の知識を獲得し、経験できるような
機会を提供している。 
                                              
218 UMCP の修了要件 第 4 章第 2 節 2．(7) 





















z 東京大学物理学専攻では、グローバル COE の採択により、学生を民間企業などへ派遣し、異なる
研究環境の体験やキャリア開発を進める「キャンパス外派遣」を実施している。 



















                                              
220 第 3 章第 2 節 4．(6)③（d）理工系大学院教育の質に関する認識 




z 東京大学物理学専攻では、グローバル COE の採択により、博士課程在学者を対象に国際会議へ








                                              


































                                              
223 文部科学省「効果的・効率的な研究開発評価及び研究者個人の業績に関する評価の先進事例に関する調査・分析報告書（研究者
評価編）」（平成 20 年 3 月）によれば、教員評価を実施している大学等において、「教員のモチベーション向上効果が出ない」を「大いに
課題と感じる」は 5%、「課題と感じる」は 24%となっている。また、「教員の活動への改善効果が出ない」についても、「大いに課題と感じ
る」が 6%、「課題と感じる」が 18%となっている。 
224 1992 年に 13 ヶ国 1 地域の大学教員を調査対象として実施された「カーネギー大学教授職国際調査」において、回答者が教育活動と
研究活動のどちらにより強い関心を持っているかを尋ねた結果、日本の大学教員は研究活動により強い関心をもつ「研究志向」の教員
が 56.0%と高く、調査対象国の中ではオランダに次いで二番目に研究志向が強い国に位置づけられている。（有本卓「変貌する日本の
大学教授職」2008 年 11 月より） 









































                                              










                                              



























































































































































実施主体： 文部科学省 科学技術政策研究所 第 1 調査研究グループ 
   （プロジェクト全体総括）    角田 英之 総括上席研究官 
（報告書取りまとめ; 主として第 2～3 章に係る調査） 加藤 真紀 上席研究官 
（報告書取りまとめ; 主として第 4 章に係る調査）  三須 敏幸 上席研究官 
 
委託先： 株式会社 三菱総合研究所 科学・安全政策研究本部 科学技術研究グループ 
 山本 誠司 主席研究員 
 高谷 徹 主任研究員 
 須崎 彩斗 主任研究員 
 森 卓也 主任研究員 
 山野 宏太郎 研究員 
 
再委託先： 国立大学法人広島大学 高等教育研究開発センター 
 山本 眞一 センター長 教授 
 渡邉 聡 准教授 
 島 一則 准教授 






























調査対象者としては、U.S. News & World Report の理工系分野で上位となっている 29 の大学のウェブ
サイトの教員情報から収集し、原則として我が国の大学（院）でも教育を受けた経験を持ち、日米双方の教















B ジョージア工科大学 School of Chemical 
& Biomolecular 
Engineering 
Assistant Professor Yoshiaki Kawajiri 
C 米国州立大学 原子力工学科 Professor  
D 米国州立大学 機械・航空工学科 Professor  
E University of Michigan Department of 
Mechanical 
Engineering 

















Associate Professor Katsuo 
Kurabayashi 
I 米国州立大学 化学科 Associate Professor  
J 米国私立大学 土木工学科 Assistant Professor  
K 米国州立大学 機械工学科 Assistant Professor  
L Clarkson University Mathematics and 
Computer Science 












































































・アカデミックの割合： 約 30%    















程の大学院生の場合、     
１）フルブライト・ロータリー・政府系・企
業系の奨学金を有している大学院生、  
２ ） 最 初 の 学 期 は Teaching 
Assistantship を学科から獲得している
もの、     
３）最初の学期から担当教授と直接交
渉をして Research Assistantship を得て











 近年の大学院入学者の特徴 大学院に入学した学生が、最 近年の大学院生の進路志向と
終的にどの程度 Ph.D.を取得し 卒業後の進路の特徴 （他大学・他分野・他国出身者の割
合など） ているか。 （アカデミック、産業界の割合など）
H 本 Department の大学院の選考の過程






年に 50 名程度で、そのうちの 8 割は





















J 8 割程度 アカデミック 1 割、民間 8 割程度 他大学からの入学者が圧倒的多数
（内部進学を教員も勧めない） 
中国、イランからの学生が多数 









































































































誤解だと思う。私はアメリカでも一流と言われている大学で Chaired Professor という特別職についている
が私の仕事を手伝ってくれる専用の「秘書」は一人もいない。事務的な仕事をやる人は私のいる学科（教授、





















































































































6 E University of Michigan Department of Mechanical Engineering 斉藤万裕Associate Professor 
 
6-1 日本が米国に学ぶべき点 



































最初の段階で state of the art を感じられるかが大事だが、日本のやり方ではそれが難しく、卒業する段階
でわかる。そうではなくて最初にわかることが必要である。 






















7 F 米国州立大学電気コンピューター工学科 Professor 
7-1 日本が米国に学ぶべき点 
1. 若い研究者の活躍の場を作ること。 
















(1) RA/TA システムの充実 
・Research Assistantship (1/2、 1/4)により、修士・博士両課程の大学院生が研究しながら、生活費として
の給料をもらえるシステムが充実していること。動機付け・研究に対する目的意識・スポンサー（企業など）と
のコネクション創成などにも有効。 
・世界のトップレベルの大学院生が、Financial Support があると意味で大学院に入学しやすい。 
 








・講義形式が、週 3 時間形式（月・水・金に各 50 分、あるいは火・木に各 75 分）と週に複数回の講義の
時間割をすることにより、大学院生が継続的に学習可能。 
































ィ管理）は、専門組織の Engineering Computer Network という学部内組織が、組織的に行うなど、管理が合
理的で危機対策が取られている。 
 (2) TLO・事務処理などの充実 
大学内の TLO などが充実（特許出願・企業との交渉など）。 
8-7 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 







  1）日本国内へ海外から優秀な人材を取り込めるか？ 
    （少子化・理系離れ対策） 
  2）著名論文誌（Journal)レベルでの若手研究者の活躍度調査 
    （日米欧での活躍度比較） 
  なども配慮すると良いと思う。 
A-13 
9 H University of Michigan Department of Mechanical Engineering, Electrical Engineering and Computer 





















































































































































































































課程 入学志願者数    
  うち入学者数   
   うち当該大学出身者 うち他大学出身者 
     
修士 人 
 
人 人 人 
博士 人 
 
人 人 人 









課程 学生数  









（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
研究科学生数のうち最低在学年限超過学生数 














男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
博
士 
男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
（注1） 在学者のうち標準修業年限を超えて在学する者の数を入学年度別に記入してください。 





平成 19 年度卒業者の進路 
課程 卒業者数      
  就職者   進学者 その他・








男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
博
士 
男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人

















（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
平成 19 年度卒業者の内、留学生の進路 
課程 卒業者数の内、
留学生 
    
卒業後、引き続き日本国内で生活している者 その他 
（不明・帰国等） うち就職 うち進学 その他 
修士 人 人 人 人 人
博士 人 人 人 人 人














（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 7 号）学生教職員等状況票］のご回答に準じてお答えください。 
 
教員の教育負荷 
 平均値 最大 
担当授業時間数 
（教員 1 人・1 週間当たり） 
約      時間 約      時間 
研究室での指導学生数 
（教員 1 人当たり） 





















約        ％
入学後の日本語教育 





貴研究科で開講されている授業科目数（概数） 約        科目
 
 









































学校経費（貴研究科分）    
 うち消費的支出   
  うち教員給与 うち教育研究費 
千円 千円 千円 千円









































課程 学生数  





























    
卒業後、引き続き日本国内で生活している者 その他 
（不明・帰国等） うち就職 うち進学 その他 
修士 人 人 人 人 人
博士 人 人 人 人 人





















学校経費（貴専攻分）    
 うち消費的支出   
  うち教員給与 うち教育研究費 
千円 千円 千円 千円
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 22 号）学校経費調査票 A, B］でのご回答に準じてお答えくだ
さい。 
 
 
